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第1章 序論 

1.1 研究の背景 

2016 年現在、世界人口の 54.5%が都市に集中している。2030 年にはそれが 60%

に達し、世界中のおよそ 3 人に 1 人が都市生活者になると予想されている。「メ

ガシティ」は 1,000 万人以上の人口を擁する都市圏1を指すが、2016 年現在、世

界には 31 のメガシティが存在し、そのうちの 24 都市圏が開発途上国に存在す

る。本論文で事例分析をおこなうバングラデシュのダッカ市圏は、1,824 万人を

擁し、31 のうちの 11 位に順位づけられている2（United Nations, 2016）。人口密

度は 1平方 kmあたり 44,400人と世界で最も高く（東京・横浜都市圏の約 10倍）、

かつ最貧都市圏のひとつである3。この人口集中が都市部のごみ問題を深刻化さ

せている。 

人間の活動において廃棄物の発生は避けては通れない。産業革命以降、特に

20 世紀に入って、社会経済活動の全段階を通じてモノの流れが増大し、大量生

産、大量消費、大量廃棄型の社会経済システムが構築された。この急速な経済成

長と人口増加が相まって、世界の廃棄物排出量は急速に増大した。この傾向は今

後も継続していくと見られ、2010 年に年間 104.7 億トンであった排出量が、2025

年には 148.7 億トン（2010 年比 45％増）、2050 年には 223.1 億トン（2010 年比

113％増）になると見込まれている（図 1-1 参照）（廃棄物工学研究所, 2011）。こ

のうち低所得国から排出される廃棄物量は約 56%をしめ、その増加率は 20 年間

で 2 倍を超えると予想されている（World Bank, 2012）。 

開発途上国の都市部においては、急速な都市化と人口集中にともなって、ご

みの散乱や不法投棄といった環境上および公衆衛生上の諸問題が顕著に表面化

している。これに対して行政による廃棄物関連インフラの整備は立ち遅れてお

り、収集・運搬といった公共サービスは未発達で統制されていない。その背景に

は廃棄物セクターの組織体制の未成熟や財政基盤の脆弱さなどの問題がある

（JICA, 2015a）。ダッカ市圏は、国際協力機構（JICA）の協力が始まった 2000 年

当時のごみ収集率は約 40%であった。60%のごみは不法投棄されていたのであ

る（JICA, 2005b）。 

                                                   
1 United Nations（2016）は原則として都市密集地帯（urban agglomeration）をもって都市圏

（city）としているが、一部は行政区（city proper）や大都市圏（metropolitan area）のデータ

をもちいている。 
2 メガシティの人口第 1 位は東京（3,814 万人）、第 2 位はインドのデリー（2,645 万人）、第

3 位は中国の上海（2,448 万人）である（United Nations, 2016）。 
3 国際協力機構（JICA）ホームページ（2017 年 7 月 20 日アクセス）。 

https://www.jica.go.jp/bangladesh/office/information/event/20130306.html 
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図 1-1 世界の廃棄物量の推移 

出典：廃棄物工学研究所（2011） 

 

開発途上国のこのような状況に対する先進国の支援は 1970 年代から始まっ

ている。世界銀行は 1974 年から健康改善プログラムの一部として、また 1976 年

から都市開発プログラムの一部として、廃棄物管理分野への投資を開始した

（Cointreau, 1982）。現在では、2000 年以降、世界 6 地域において、インフラ整

備、法・体制整備、財政支援、住民参加、環境保全、健康管理など 300 を超える

廃棄物管理プログラムに 45 臆ドルの投資をおこなっている4。 

日本政府もまた 1970 年代から廃棄物管理分野の国際協力をおこなってきた。

1970 年当初の機材・設備・施設等のハードの投入を主体とした協力は、1980 年

代後半から、計画や運営維持管理等の能力強化をめざすソフト支援が主体とな

り、1990 年代以降は、いわゆるキャパシティ・デベロップメント5の概念にもと

づいた、個人（住民参加）、組織、制度・社会といった 3 層を統合的に改善する

アプローチが廃棄物管理にも取り入れられるようになった（JICA, 2005a）。現在

では、「発展段階に応じた支援」を基本方針として、援助対象国それぞれの発展

                                                   
4 世界銀行ホームページ（2017 年 7 月 24 日アクセス）。 

http://www.worldbank.org/en/topic/urbandevelopment/brief/solid-waste-management 
5 「途上国の総合的な対処能力の向上（キャパシティ･ディベロップメント：CD）とは、「途

上国の課題対処能力が、個人、組織、社会などの複数のレベルの総体として向上していくプ

ロセス」を指す。その考え方の特徴は、キャパシティを「途上国が自らの手で開発課題に対

処するための能力」であると定義し、それを「制度や政策･社会システムなどを含む多様な

要素の集合体」として包括的に捉え、途上国自身の主体的な努力（内発性）を重視すること

である」（JICA, 2006c, p.1）。 
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段階に応じた支援をおこなっている（JICA, 2015a）6。 

これらの援助の多くは、援助側と被援助側が協力しておこなう国際協力プロ

ジェクトとして実施される。プロジェクトは、その定義上、一過性の有期の事業

である。そのためプロジェクトチームは臨時的に集められたメンバーからなり、

プロジェクトの終了とともに解散する。したがって、プロジェクトで生み出され

た知識は、適切に管理しないと、チームメンバーとともに雲散することになる

（Fong, 2008; Prencipe & Tell 2011）。それゆえ、プロジェクトには適切なナレッ

ジマネジメントが求められる。 

開発援助においてナレッジマネジメントに積極的に取り組んできたのは、世

界銀行である。1996 年、当時の総裁ジェームズ・ウォルフェンソンが、世界銀

行は知識銀行（ナレッジ・バンク）になると宣言した。その狙いは、知識を通じ

て貧困を撲滅することにあり、そのために、世界銀行は世界中の人々が開発に関

する知識にアクセスできるような場所になることを目指した（ウェンガー、マク

ダーモット＆スナイダー, 2002）。その後、世界銀行はナレッジ・バンクの整備を

進め、2011 年にそれまでの活動の総括をおこなった（World Bank, 2011）。ただし

これは、世界銀行の本部のナレッジマネジメントを目指したものであり、プロジ

ェクトの現場にナレッジマネジメントを取り入れようという発想は含まれてい

ない。 

JICA においては、2011 年に、教育、自然環境保全、防災といった課題別に、

「課題別タスクフォース」と呼ばれる情報共有のためのプラットフォームが設

置され、タスクフォースごとにセクター情報やプロジェクト情報が収集・整理・

発信された。これが「課題別ナレッジマネジメント・ネットワーク」と改名され

て現在にいたっているが、これもまた、世界銀行同様、JICA 本部のナレッジマ

ネジメントの強化を目指すものであり、プロジェクトの現場にナレッジマネジ

メントを取り入れることを目指すものではない。 

また、カナダの IDRC7（国際開発研究センター）を拠点に 2000 年に「開発の

ためのナレッジマネジメント（Knowledge Management for Development）」という

学会が創設された。2005 年以来、学会誌が年 3 回発行されているが、毎号の特

集テーマは、「アフリカでの知識共有」、「障害と知識」、「開発援助機関の情報デ

ータ管理」、「ナレッジマネジメントを通した社会と科学の出会い」など、地域や

分野あるいは組織やコミュニティにおける知識共有であり、プロジェクトのナ

レッジマネジメントがテーマになったことはない。 

                                                   
6 発展の第 1 段階にある都市では公衆衛生の改善をめざし、生活圏からの廃棄物の排除を目

標とする。第 2 段階では環境負荷の低減をめざし、排除した廃棄物の適正な処理を目標とす

る。第 3 段階では循環型社会の構築をめざし、発生抑制とリサイクル増を目標とする（JICA, 

2015a）。 
7 IDRC: International Development Research Centre 
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以上に見たとおり、開発援助におけるナレッジマネジメントは、実務におい

ても学術研究においても援助機関および援助コミュニティ内の知識共有が主要

な関心事になっており、知識が個々のプロジェクトにおいていかに創造・共有・

活用されるのかというプロセスを詳細に分析した研究は見当たらない。 

 

1.2 研究の目的 

本研究の目的は、開発援助プロジェクトの事例分析を通じて、開発援助プロ

ジェクトにおける知識プロセス8についての理論的モデルを構築し、今後の開発

援助プロジェクトのナレッジマネジメントについて実務的提言をおこなうこと

である。具体的には、バングラデシュのダッカ市と JICA が協働しておこなった

「ダッカ市廃棄物管理能力強化プロジェクト（2007 年～2013 年）」（以下、クリ

ーンダッカ・プロジェクト）の事例分析により、以下のメジャー・リサーチ・ク

エスチョン（MRQ）および 3つのサブシディアリ・リサーチ・クエスチョン（SRQs）

に答えるものである。 

 

MRQ： クリーンダッカ・プロジェクトにおいて、知識はいかに創造・共有・

活用されたのか？ 

SRQ1： どのような日本側の知識がいかに共有されたのか？ 

SRQ2： どのようなバングラデシュ側の知識がいかに共有されたのか？ 

SRQ3： 異なる知識はいかに統合されたのか？ 

 

1.3 研究の対象と方法 

研究戦略としては事例研究を採用した。研究の対象は、上記のとおりダッカ

市と JICA による技術協力プロジェクト「クリーンダッカ・プロジェクト」とし

た。本プロジェクトを研究対象とした理由としては、筆者が同プロジェクトの本

体フェイズ（2010 年）と延長フェイズ（2013 年）の 2 回の終了時評価に評価コ

ンサルタントとして参加し、それを通してプロジェクト関係者との人間関係が

構築でき、広く深い情報収集が可能になったこと、同プロジェクトが JICA の技

術協力プロジェクトの典型的な事業プロセスをへて実施されたこと、同プロジ

ェクトが開始後ダッカ市固有の問題にぶつかり危機的状況をむかえたが、ダッ

カ市側・日本側双方が様々な知恵と知識を出しあい協働して危機を乗り越えた

                                                   
8 「知識プロセス」は、知識の創造、共有、活用などの複数の段階からなる一連のプロセス

をいい、「知識創造プロセス」や「知識共有プロセス」と言った場合は、知識プロセスのな

かのある特定の段階、たとえば創造なら創造のなかで起こっている知識変容のプロセスを

いう（Alavi & Leidner, 2001; Gold, Malhotra & Segars, 2001; Lee & Choi, 2003）。 
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こと、そこで生み出された WBA と呼ばれるごみ収集運搬モデルが、開発援助の

世界では新しく、汎用性の高い、意義深いものであった（JICA, 2010, 2013）9こ

とがあげられる。 

なお、廃棄物管理プロジェクトの特徴として、関係者が、行政、住民、NGO、

CBO10、ごみ収集業者やリサイクル業者などの民間セクター、ウェイストピッカ

ーや彼らを束ねるごみマフィアなど多様で多数にわたることや、これら関係者

間の利害関係や利権が複雑に絡み合っていることなどがあげられる（OECC, 

2004）。しかし、関係者が多様・多数であることは、程度の差はあれ、他の分野

の開発援助プロジェクトでも同様である。また JICA は、廃棄物分野の課題とし

て、制度、組織、財政、技術といった面の行政の改善、民間セクターとの連携、

文化や社会への配慮、住民参加をあげている（JICA, 2005a）が、これらはあらゆ

る分野の開発援助に共通する課題である。これらのことから、本研究において、

ごみ処理プロジェクトを事例として検証された開発援助プロジェクトのナレッ

ジマネジメントは、他の分野の開発援助プロジェクトにおいても適用可能であ

ると考える。 

研究方法としては、質的データ分析手法 SCAT（大谷, 2007, 2011）をもちいて

クリーンダッカ・プロジェクトの分析をおこなった。質的分析を採用したのは、

プロジェクトが開発途上国の文脈固有の問題にぶつかり、予測不可能な事態を

どうにかこうにか切り抜け、その過程で新たな知識を共創する、これら一連のプ

ロセスの解明を目指した本研究にとっては、事象を深く詳しく帰納的に分析す

る質的分析が最適と判断したためである。 

具体的には、同プロジェクトのなかで、いつ、誰から、どのような知識が、い

かに表出され、それがいかに共有・活用され、新たな知識を創造したかを、文書

分析、参与観察、インタビューを通じて明らかにした。 

文書分析に関しては、文献解釈の妥当性を高めるために、入手できるかぎり

の英語および日本語の 1 次資料、2 次資料、プロジェクトの内部資料などを相互

参照した。これらの資料には、2 回の終了時評価業務を通じて入手した資料と本

研究のために入手した資料を含む。 

参与観察は、本研究のために 2013 年 1 月から 2 月にかけて 1 か月間ダッカ市

に滞在し、プロジェクト実行者や住民に同行して現場を観察した。 

インタビューは、現地および日本において、12 名のプロジェクト関係者と 25

                                                   
9 WBA に関する高い評価は、プロジェクト評価報告書（JICA, 2010, 2013）によるものであ

る。JICA のプロジェクト評価は、評価者のバイアスを排するために、外部者を含む複数メ

ンバーからなる評価チームによっておこなわれる。また、評価に参加する評価コンサルタン

トは、日本評価学会が定めた「評価倫理規定」（日本評価学会, 2012）に基づいて評価業務を

おこなうことになっている。 
10 CBO（Community-Based Organization）は地域社会に拠点をおく組織や団体で、地域

社会組織や市民団体などと訳される。 
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時間におよぶ半構造化インタビューをおこなった（付録 1 参照）。また、終了時

評価の際におこなったダッカ市の清掃員とのグループ・インタビュー2 回、住民

とごみ収集業者のグループ・インタビュー2 回のデータも、本論文執筆に活用し

た。なお、12 名のプロジェクト関係者とのインタビューは日本語あるいは英語

でおこなったが、グループ・インタビューは 4 回とも英語・ベンガル語の通訳を

介しておこなった。 

これらの調査において作成したフィールドノートおよびインタビュー結果を

すべて文書化し、SCAT をもちいてコーディングをおこない、リサーチ・クエス

チョンの答えを見出し、開発援助プロジェクトのナレッジマネジメントの理論

的モデルを構築した。SCAT（Steps for Coding and Theorization）は、文書、観察

記録、インタビュー記録などの言語データをセグメント化し、それぞれに①デー

タのなかの着目すべき語句、②それを言い換えるためのデータ外の語句（1 次コ

ード）、③それを説明するための語句、④そこから浮き上がるテーマや構成概念

（2 次コード）の順にコーディングをおこない、そこからストーリーラインと理

論を記述する手法である（大谷, 2007, 2011）。 

質的分析においてはトライアンギュレーションによる事実検証に努めた。具

体的には、基本的にすべての調査項目に関して、文書、観察、インタビューの異

なる 3 種の調査手法をもちいる、あるいは異なる複数の関係者にインタビュー

するという形でトライアンギュレーションをおこなった。 

なお、終了時評価業務を通じて入手したデータの活用、および本研究のため

の現地調査は、JICA およびダッカ市廃棄物管理局の許可を得ておこなった。 

 

1.4 本論文の構成 

本論文は本章を含む 4 つの章から構成される。 

本章に続く第 2 章では、プロジェクトマネジメント、ナレッジマネジメント、

プロジェクト・ナレッジマネジメント、開発途上国の都市部のごみ問題に関する

先行研究レビューをおこない、研究が不十分な分野を明確にし、本論文の学術的

な位置づけをおこなう。 

第 3 章では、バングラデシュのごみ問題の歴史を概観したうえで、本研究の

事例となるクリーンダッカ・プロジェクトについて、いかに計画され、実行プロ

セスにおいてどのような予測不可能な事態に遭遇し、いかにその事態を乗り越

え、その経験がいかに評価されて組織資産化されたかといった視点から事例分

析をおこなう。 

最後の第 4 章では、第 1 章で示したリサーチ・クエスチョンに答える形で発

見事項をまとめ、そこから得られた知見をもとに理論的含意を論じ、開発援助プ

ロジェクトにおける知識プロセスを説明する理論的モデルを提示する。さらに
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実務的含意について論じたうえで、最後に、将来研究への示唆として、本研究で

残された課題について述べる。 
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第2章 先行研究レビュー 

2.1 はじめに 

本章では、プロジェクトマネジメントおよびナレッジマネジメントについて

レビューをおこなったうえで、開発援助プロジェクトのプロジェクト・ナレッジ

マネジメントに関する先行研究の知見を整理し、それらとの関連における本研

究の位置づけをおこなう。なお、開発途上国の都市部におけるごみ問題およびそ

れらに対する先進国による国際協力の現状については、本章後段でレビューを

おこなう。 

 

2.2 プロジェクトマネジメント 

開発途上国におけるごみ問題は前章で概観したような状況にあり、その解決

に向けて、途上国と先進諸国が国際協力プロジェクトという形で努力を続けて

いる。そこには、ごみ問題にどう対応するかという課題とならんで、プロジェク

トをいかに効果的・効率的に実施するかという課題がある。そこで本節では、プ

ロジェクトとは何であり、プロジェクトをマネジメントするとはどういうこと

なのか、そして開発援助プロジェクトのマネジメントはどのような状況にある

のかを確認する。 

 

2.2.1 プロジェクトとは何か 

プロジェクトマネジメントの実質的な世界標準となっている PMBOK®11

（Project Management Body of Knowledge ®）では、プロジェクトは以下のように

定義されている。 

 

「プロジェクトとは、独自のプロダクト、サービス、所産を創造するために実施

する有期性のある業務である」（PMI, 2013, p.3）。 

 

「独自」は英語では「unique」、すなわち、唯一の、前例がない、ということ

である。したがって、プロジェクトはこれまでに生み出したことのないユニーク

な製品や財やサービスを生み出す業務である。前例のないものを生み出す試み

                                                   
11 PMBOK®（Project Management Body Of Knowledge ®）は、米国の PMI®（Project Management 

Institute ®）が定めたプロジェクトマネジメントの米国標準であり、実質的な国際標準であ

る。防衛や宇宙開発といった工学系のプロジェクトの経験のなかから生まれたものだが、そ

の適用範囲は工学系にとどまらず、あらゆるプロジェクトを対象にしている。 
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だから「創造」する業務なのである。「有期性」は期間に定めがあることを指す。 

この PMI®の定義は広く認知されているが、この定義では不十分だとする見

解もある。たとえば、Turner & Muller（2003）は、1960 年以降の様々なプロジェ

クトの定義を広く俯瞰したうえで、プロジェクトを組織論の観点から見て、「資

源を活用し、不確実性に対応し、独自で新規で一時的な営みを統合的におこなう

ことによって、変化による益をもたらすことを目的とした、有期の組織」（Turner 

& Muller, 2003, p.7）という定義を提起している。また、日本発のプロジェクトマ

ネジメント標準 P2M は、「特定ミッション（Project Mission）を受けて、始まり

と終わりのある特定期間に資源、状況などの制約条件（constraints）のもとで達

成を目指す、将来に向けた価値創造事業（Value Creation Undertakings）」（PMAJ, 

2014, p.206）と定義している。 

これらの定義に共通するのは、プロジェクトが限られた期間内に前例のない

財やサービスを創造する事業あるいは組織であることである。したがって、定義

上、プロジェクトは一過性の事業であり、プロジェクトで生み出されたを知識を

適切に管理しないと、プロジェクト終了とともに知識を失うことになる（Fong, 

2008; Prencipe & Tell 2011）。また、プロジェクトはつねに初めての試みであり、

ふたつとして同じプロジェクトは存在しない（Packendorff, 1995, Turner & Muller, 

2003）。そのため、プロジェクトはつねに新しい知識を生み出し、その実行期間

中につねに学び続ける必要がある（Fong, 2008）。 

しかし、独自であるとはいえ、プロジェクトのプロセスは多かれ少なかれど

のプロジェクトにも共通しており、すべてのプロジェクトがまったくのゼロか

ら出発するわけではない。そのため、プロジェクトを効率的に実施するためには、

プロジェクト期間中に学んだ知識を適切に蓄積し、再利用することがプロジェ

クトを実施する企業の競争力を左右することになる（Fong, 2008）。そのため、プ

ロジェクトを適切にマネジメントすること、すなわちプロジェクトマネジメン

トが必要となる。 

 

2.2.2 プロジェクトマネジメントとは何か 

では、プロジェクトマネジメントとは何か。PMBOK®はプロジェクトマネジ

メントを次のように定義している。 

 

「プロジェクトマネジメントとは、プロジェクトの要求事項を満足させるため

に、知識、スキル、ツール、および技法をプロジェクト活動へ適用することであ

る」（PMI, 2013, p.3）。 

 

「プロジェクトの要求事項」とは、プロジェクトによって、いつまでに、いく
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らで、どういう品質の、何を生み出すか、ということで、すなわちプロジェクト

の目標である。PMBOK®その他のプロジェクトマネジメント標準は、こういっ

たプロジェクトの目標を達成するための知識・スキル・ツール・技法を体系化し

たものである。たとえば PMBOK®は、立上げ、計画、実行、監視コントロール、

終結の 5 つのプロジェクトマネジメント・プロセスを横軸に、総合、スコープ、

タイム、コスト、品質、人的資源、コミュニケーション、リスク、調達、ステー

クホルダーの 10 のプロジェクトマネジメント知識エリアを縦軸に置いた 5×10

のマトリックスにプロジェクトマネジメントの知識・スキル・ツール・技法を配

するという形でプロジェクトマネジメントの知識を体系化している（PMI, 2013）。 

米国の PMBOK®、日本の P2M、英国の PRINCE2®、国際規格 ISO 21500 な

ど、世界には様々なプロジェクトマネジメント標準があり、それぞれに多少の異

同はあるものの、基本的な考え方は共通している。まずプロジェクトで達成しよ

うとする目標を定義し、その目標を達成するために必要な作業を洗い出し、個々

の作業の所要日数やコストを積算して作業日程や予算を立て、チームメンバー

に作業を分担し、実行するという、分析的・論理的（平鍋・野中, 2013）なアプ

ローチである。 

もうひとつ、これらのプロジェクトマネジメント標準に共通しているのは、

プロジェクトを PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクル12を基本とするプロセス

群からなるものととらえていることである。ただし、PDCA サイクルは終わりの

ない継続的改善としての品質管理のモデルであり、有期のプロジェクトのマネ

ジメント・モデルとしてそのまま適用できるものではない。そのため、PMBOK®、

P2M、PRINCE2®、ISO 21500 ともに、それぞれに PDCA サイクルを修正したプ

ロジェクトマネジメント・プロセスを提唱している。なお PDCA の A（処置）

は、C（確認）の結果を反映させて P（計画）を修正するのであれば P（計画）

の一部と考えられ、D（実行）を修正するのであれば D（実行）の一部と考えら

れるという曖昧さを孕んでいる13。そのため、本論文では、PDCA の起源でもあ

り、より広範な適用性を有する科学的管理法 Plan-Do-See（計画・実行・評価）
14を採用してプロジェクトマネジメント・プロセスを論じることとする。 

 

                                                   
12 PDCA サイクルは、シューハート・サイクル（Shewhart, 1939）の改訂版として考案され

たデミング・サイクル（Deming, 1950）が日本の品質管理活動のなかで紹介され、石川薫（石

川, 1985）や今井正明（今井, 1988）がそれを「PDCA サイクル」として解釈し紹介したもの

が TQC 活動を通じて広まったものである（Moen and Norman, 2006）。 
13 そのためか、PMBOK®は、C と A を「監視コントロール・プロセス」としてひとつにま

とめ、立ち上げ・計画・実行・終結のすべてを監視コントロールするプロセスと位置づけて

いる（PMI, 2013）。 
14 Plan-Do-See は、Taylor（1903）が科学的管理法として提唱し、その後、Brown（1947）が

サイクルとしてとらえなおしたものである（河野, 1990）。 
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2.2.3 プロジェクト計画とは何か 

「計画」には様々な意味があり、大方の研究者が了解するような定義は存在

しない15。広く引用されているのは、古いものだが、Ackoff（1970）の「計画と

は、未来から現在までを考えることであり、もし適切な行動がとられれば将来に

望んだ結果が得られる場合に、実際に行動に迫られる以前に、目的を実現するた

めの一連の行動を分析評価するプロセス」（中俣・郡司, 1992, p.776 より引用）と

いうものである。Ackoff 以降の計画の定義を、10 年から 20 年の単位で見ると、

Friedman（1987）16、Mintzberg（1994）17、PMI（2013）18などがあげられるが、

いずれも将来を予測し、目標を設定し、それを達成するための一連の行動を設定

するものという骨格は共通している19。そのため、本論文では、Ackoff の定義を

採用して以下の議論を進めることとする。 

計画に関しては従来から様々な議論があるが、そのひとつは合理主義

（rationalism）と漸増主義（incrementalism）の議論である。上で見たいくつかの

計画の定義はいずれも分析、モデル化、予測をもちいて最善（optimum）の目標

をめざす合理主義的計画である。合理主義的計画は、1960 年代のコンピュータ

の実用化によって様々な計画技法が実用化され、NASA のプロジェクトを成功

させるなどして、計画法としての評価を高めた。この高評価をうけて、合理主義

的計画は社会の各方面に適用されたが、たとえば同じアメリカでも保健医療プ

ログラムではさしたる成果をおさめることなく、やがて、合理主義的計画は工学

的な領域では成功しても、社会的な領域では必ずしもうまくいかないという評

                                                   
15 計画論の大家 J. フリードマンは、研究に明け暮れた 40 年の生涯を振り返って、なぜい

まだに計画に関して、共通する定義はおろか、異論を呼び起こすことなく広く受け入れられ

る理解を見出すことすらできないのかと慨嘆している（Friedmann, 2011)。 
16 フリードマンは、計画策定（planning）の定義として操作的定義（an operational definition）

と形式概念（formal concept）のふたつをあげている。計画の操作的定義は、問題を定義し、

状況をモデル化・分析し、ひとつまたはそれ以上の可能な解決策を策定し、解決策の詳細な

評価をおこなう活動というものであり、解決策の策定に目的および目標の設定、将来予測、

達成可能性の判断、活動順序の設定などが含まれる。計画の形式概念は、知識と行為をつな

ぐプロセス、というものである（Friedmann, 1987）。 
17 ミンツバーグは、①未来を思考すること、②将来をコントロールすること、③意思決定、

④統合化された意思決定、⑤意思決定を統合化したシステムの形で明確な結果を生み出す

公式の手順、といった過去の研究者の計画の定義を有効であるとしたが、みずからは定義を

定めず、「効果的な実行に導くための最初の一歩を踏み出すことによって、意図された戦略

を現実の戦略に変換する」（ミンツバーグ, 1997, p.354）ことを計画策定（planning）の唯一

の役割としている。 
18 PMBOK は計画プロセスを「作業全体のスコープを確定し、目標の定義と洗練をおこな

い、その目標を達成するのに必要な一連の流れを規定する」プロセスとしている（PMI, 2013, 

p.55）。 
19 認知科学においても「プランはあらかじめ想定された目的を達成するためにデザインさ

れた行為の系列」とされている（サッチマン, 1999, p.28）。 
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価が定着した（郡司, 1991）。 

漸増主義は合理主義に対する批判として生まれたもので、それは人間の合理

性の限界の認識にもとづいている。合理性の限界とは、H. サイモンが提起した

概念で、現実の問題はきわめて複雑な悪構造問題（ill structured problem）であり、

それは人間の認識能力の限界を超えている。そのため人間は、最適化（optimizing）

ではなく、満足化（satisficing）にとどまらざるをえないとし、このような合理性

を限定合理性（bounded rationality）と名づけた（Simon, 1972, 1973）。 

この認識を背景に、漸増主義的計画は、最大化（maximizing）を目指すのでは

なく、まず当面問題になっている課題を取り出し、それを解決することを考える

（Lindbrom, 1959, 1979）。つまり実現可能ないくつかの選択肢のなかから最善

（optimum）と思われるものを選択することで満足する（satisfy）というもので

ある。政治学者であった C. リンドブロムは、政策立案は連続的で改善的ではあ

るが、細かく分断された、非連結的なプロセスであるとして、これを非連結的漸

増主義（disjointed incrementalism）と呼んだ。 

それに対して、経営学者の J. B. クインは、大企業数社を対象にした調査をお

こない、そこでの戦略策定の方法が、プランニングというよりも漸増主義である

こと、ただし論理的に物事の断片をつなぎ合わせていく漸増主義であることを

発見し、これを論理的漸増主義（logical incrementalism）と呼んだ（Quinn, 1978）。 

われわれの現実におけるプロジェクト計画は、つねこの合理的側面と漸増的

側面の両方を有している。中俣・郡司（1992）は、ひとつの計画のなかに合理主

義と漸増主義という相反するものが存在することを矛盾ととらえ、それを「計画

の基本矛盾」と呼んでいる（中俣・郡司, 1992） 

計画の非合理的側面に関してもうひとつここで見ておきたいのは、計画を「行

為をもっともらしく説明する先行条件と行為の結果の形式化」（サッチマン, 

1999, p.3）と見なす人類学者 L. A. サッチマンの見解である。サッチマンは、1980

年代にゼロックスのパロ・アルト研究センターで、人工知能を取り入れた「かし

こい」コピー機とユーザーとの相互作用を日常会話に関するエスノメソドロジ

ーの方法論で分析し、目的的に見えるような人間の行為は、状況に埋め込まれて

おり、状況に応じて臨機応変なものであって、プラン（行動計画）に導かれてい

るというよりも、プランを単なるひとつの資源（リソース）としてしか利用して

いないことを発見した。つまり、われわれはつねに現実という文脈のなかで行為

しており、そのためいかに計画をしても、目的的行為は避けがたく状況に埋め込

まれたものであり、状況に埋め込まれた行為は本質的にアドホックな（その都度

の）ものだという考え方である（サッチマン, 1999）。 

このような漸増的側面や状況依存性を考慮した場合、プロジェクト計画の実

践はどのようなものになるのか？ ここでそのひとつの可能性を示すものとし

て、近年、PDCA サイクルに代わる実践モデルとして評価が高まっている OODA
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（ウーダ）モデルについて見ておく。OODA モデルは、観察し（Observe）、情勢

判断し（Orient）、意思決定し（Decide）、行動する（Act）という 4 つのプロセス

からなるループ・モデルである。米国空軍パイロットであった J. ボイド（John 

Boyd）が、朝鮮戦争での戦闘体験から発想したもので（Boyd, 1976）、米国防省

内であらゆるレベルの紛争に適用されるようになり（Fadok, 1995）、近年は IT 分

野を中心に民間でも活用されている（Grant, 2005）。OODA は、周辺の状況とそ

のなかで起こっている変化を観察し（Observe）、そこで得た情報とみずからの経

験・文化的背景などを相互参照して総合することによって情勢を判断し（Orient）、

情勢判断にもとづいて取るべき戦略や行動を決定し（Decide）、実行する（Act）

というもので、実行した結果はただちにその場で観察され、OODA ループが短

時間で何度も繰り返される（Angerman, 2004）。戦場だけではなく、市場や社会

においても、急速に変化する状況のなかで増大する不確実性に対応することが

求められており、OODA ループが注目されている。 

プロジェクト計画に関して最後に、計画の内容や作成プロセスを直接的に規

定するプロジェクト実施機関について見ておく。ミンツバーグは、戦略策定

（strategy formation）と計画作成（planning）が同一視されている状況に対して、

戦略策定方法は計画作成以外にもあるはずだという観点から、様々な戦略学派

を 10 の戦略スクールとして分類し歴史づけた（表 2-1 参照）。 

 

表 2-1 ミンツバーグの 10 の戦略スクール 

スクール名 基本的プロセス 特徴 

デザイン・スクール 

（以下「スクール」を略す） 

コンセプト構想 知的、単純、非形式的、断定的、

計画的 

プランニング（計画） 形式的策定 形式的、分解、計画的 

ポジショニング（位置づけ） 分析 分析的・系統的・計画的 

アントレプレナー（起業家） ビジョン創造 ビジョン構想、直観的、計画的 

コグニティブ（認知） 認知 心的、創発的 

ラーニング（学習） 創発的学習 創発的、非形式的、乱雑 

パワー（権力） 交渉 衝突的、攻撃的、乱雑、創発的、

計画的 

カルチャー（文化） 集合 観念的、強制的、集合的、計画的 

エンバイロメント（環境） 環境への反応 受身、押し付け、創発的 

コンフィギュレーション（統合） 変革 統合的、一時的、連続的 

出典：ミンツバーグ（1997）、ミンツバーグほか（1999）より筆者作成 
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あるプロジェクト計画が、なぜそのような方法で作成され、そのような内容

になったのかという背景を知るためには、それを計画した組織がどのような組

織であり、どのようなマネジメントをおこなっているかを知る必要がある。その

際、このミンツバーグの分類は、戦略策定および計画作成の観点から組織のマネ

ジメント・スタイルを分類したものとして参照することができる。ここでは、本

研究に特に関係が深いと思われる、プランニング・スクールとラーニング・スク

ールを概観する。プランニング・スクールを取り上げるのは、それが 10 の戦略

スクールのなかでもっとも政府機関に歓迎された戦略マネジメントだったから

である。また、ラーニング・スクールをとりあげるのは、それがプロジェクトの

現場での実行戦略として意識的・無意識的に採用されているからである。 

プランニング・スクールは、1970 年代に大規模事業をおこなう大企業や政府

機関に歓迎された。プランニング・スクールは、SWOT 分析20をもちいて組織の

内外の環境を分析し、シナリオ・プランニング21をもちいて将来を予測し、予測

にもとづいて組織の目標を具体化する。組織の目標は指標（目標数値）で示され、

指標は管理の手段としてもちいられる。これらのプロセスをへて、戦略は作業、

目標、予算、戦略、プログラムなどに落とし込まれ、「マスタープラン」として

まとめられる。この戦略策定プロセスは非常に明快で、精巧に組み立てられた、

理路整然としたもので、チェックリストにしたがって形式的に進められた。その

プロセスが精巧で緻密なものであるために、プランニングは専門のプランナー

がおこなうものとされ、プランニングとその実行者が分離された。戦略策定は実

行から分離され、マネジャーはリモート・コントロールによって現場を管理する

ようになった（Mintzberg, 1998）。 

一方、ラーニング・スクールは、戦略とは人々が状況を学習したり、その状況

に対処する組織そのものの能力を学習するところから始まると考えた。学習は

集合体としておこなわれ、その結果、戦略は組織内でうまく機能する行動パター

ンとして収束する。つまり、戦略は策定されるものではなく、形成されるもので

あると考えたのである。このスクールの先駆けとなったのはリンドブロムの漸

増主義であり、漸増主義をラーニング・スクールの中枢にすえたのはクインであ

った（Mintzberg, 1998）。 

 

                                                   
20 組織を取り巻く外部環境に潜む機会や脅威（Opportunities & Threats）を考慮した上で、そ

の組織の強みと弱み（Strengths & Weaknesses）を評価する手法。SWOT 分析を一躍有名にし

たのはデザイン・スクールである。デザイン・スクールは企業の内的能力と外的可能性を調

和させる、つまり両者を適合させることを目指した戦略策定モデルを提唱した（ミンツバー

グ, 1999）。 
21 組織の将来の状況に関していくつかの状況を仮定し組み立てようとするもの（ミンツバ

ーグ, 1999）。 
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2.2.4 プロジェクト実行とは何か 

PMBOK®はプロジェクト実行を次のように説明している。 

 

「プロジェクト実行プロセス群は、プロジェクトの仕様を満たすために、プロジ

ェクトマネジメント計画書に規定された作業を完了するために実施されるプロ

セスによって構成される」（PMI, 2013, p.56）。 

 

プロジェクトマネジメント標準はいずれも合理主義にもとづいているため、

プロジェクト実行はプロジェクト計画に定められた活動を実行し、目標を達成

することとされている。目標にいたる途上で、「その結果によっては計画を更新

しベースラインを再設定する」（PMI, 2013, p.56）必要が生じることがあるが、そ

の必要がなければ計画は更新されない。プロジェクト計画の漸増主義的側面や

活動（行為）が「本質的にアドホック」であることは基本的に前提とされていな

い。 

しかし近年、社会の変化のスピードが極めて早くなり、それにともなって不

確実性が増大している状況を受けて、特に製造業や IT 業界において、従来のプ

ロジェクトマネジメント手法の限界が認識されるようになってきた（Jin-Hai, 

Anderson & Harrison, 2003）。従来の、分析と論理にもとづいた合理主義的アプロ

ーチでは、当初計画の実行が至上命題となるため、プロジェクト実行途中の状況

の変化に迅速に対応できず、プロジェクトは遅れがちになり、出来上がった製品

は消費者に受け入れられず、チームメンバーのストレスが高まる一方でモチベ

ーションは下がるといった現象が起こっている（Karlesky & Voord, 2008; 

Rezaeean1& Falaki, 2012）。これらの根底に流れる問題は、「未来を読む水晶玉は

ない」（平鍋・野中, 2013, p.57）にも関わらず、将来の不確実な事柄を予測し、

計画し、計画どおりに実行しようとすることにある。 

このような反省のもと、近年、特に IT 業界において「アジャイル（agile）」と

呼ばれる手法が広まりつつある。アジャイルでは、作業を小さな単位に分け、短

期間で個々の単位すなわち中間成果物を完成させ、ユーザーに試行してもらい、

そのフィードバックを得て改善するというプロセスを繰り返す（Subramaniam & 

Hunt, 2007; 平鍋・野中, 2013）。つまり、従来の方法が予測的で直線的なアプロ

ーチであるのに対して、アジャイルは経験的で反復的なアプローチなのである

（平鍋・野中, 2013）。これによって、当初アジャイルは IT 業界において一定の

評価を受けていたが、昨今は他業種にも広がりつつある（Conforto et al., 2014）。 

なお、前項で見た OODA ループは、計画・実行・評価を一体的に短時間でお

こなうもので、実行プロセスおよび評価プロセスにおいても重要な意味をもっ

ているが、前項でレビューをおこなったので、本項および次項では繰り返さない。 
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2.2.5 プロジェクト評価とは何か 

教育政策および評価の研究で著名な C. H. ワイスは、暫定的なものと断った

うえで、評価を次のように定義している。 

 

「評価は、プログラムや政策の改善に貢献する手段として、プログラムや政

策の活動や成果を、一連の明示的・暗示的な標準と比較しておこなう、体系的な

査定である22」（Weiss, 1998）。 

 

この定義の要点は、評価の目的はプログラムや政策の改善であること、評価

の対象は活動（operation）とその成果（outcome）であること、比較の基準は明示

的あるいは暗示的な標準（standard）であること、そして評価は体系的でなけれ

ばならないことである。 

プロジェクト評価に関しては、PMBOK®の場合、「監視コントロール・プロセ

ス」が PDCA サイクルの確認（Check）・処置（Action）に相当している。監視コ

ントロール・プロセスは、「プロジェクトの進捗やパフォーマンスを追跡し、レ

ビューし、統制し、計画の変更が必要な分野を特定し、それらの変更を開始する

ためのプロセス群」（PMI, 2013, p.49）と定義されている。プロジェクトの進捗管

理が想定されており、評価という視点はあまり見られない。また、「終結プロセ

ス」において、プロジェクトを通じて得た「プロセス資産（プロジェクト・ファ

イル、終了文書、過去の情報」をプロジェクト実施組織に移管・蓄積することと

されているが（PMI, 2013, p.103）、具体的な評価の視点や方法は示されていない。 

一方 P2M は、プロジェクトを価値創造事業ととらえているところから、プロ

ジェクトが生み出した価値の評価をバリューマネジメントの構成要素のひとつ

とし、「プロジェクトの価値は、ステークホルダーの満足と戦略への寄与、およ

びプロジェクトそのものの実行性によって評価されるべきものである」（PMAJ, 

2014, p.522）としている。また、評価指標・評価時期・評価手法に関しても具体

的に解説している。なお、評価時期は、事前評価・中間評価・事後評価・追跡評

価の 4 回としており、これは次項で見る、開発援助プロジェクトの事前評価・中

間評価・終了時評価・事後評価と一致している23。 

プロジェクト評価は、プロジェクトの活動と成果を明らかにし、成功や失敗

                                                   
22 “Evaluation is the systematic assessment of the operation and/or the outcomes of a program or 

policy, compared to a set of explicit or implicit standards, as a means of contributing to the 

improvement of the program or policy” (Weiss, 1998, p.4). 
23 P2M の「事後評価」はプロジェクト終了時点で、「追跡評価」はプロジェクト終了後数

年が経過したプロジェクト効果が発現する時点でおこなわれ、それぞれ開発援助プロジェ

クトの「終了時評価」と「事後評価」に相当している。 
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の要因を分析し、学びを得、それを将来のプロジェクトに活かすというものであ

る。すなわち、このプロセス全体がプロジェクトを「振り返る」という行為であ

る。Reid（1993）はこれを「実践を記述し、分析し、評価するために、そして実

践についての学習の情報を得るために、実践を振り返るプロセス（reflective 

process）」であると言っている（Reid, 1993, p.305）。また、CARE International（2014）

は、多くの NGO のプロジェクトにとって、評価は、プロジェクトが計画どおり

に進んでいるかどうかを本部やドナーに報告するためのプロセスになってしま

っていると指摘したうえで、より重要なのは、プロジェクト関係者の振り返りと

学習（reflection and learning）であると言う。振り返りと学習こそが、プロジェク

ト計画にフィードバックされて計画を改善するのであり、振り返りと学習と評

価を統合的におこなうことが、将来のより良い意思決定を可能にするとしてい

る（CARE International, 2014）。 

 

2.2.6 開発援助プロジェクトのマネジメント 

開発援助プロジェクトでは、長きにわたって、ほとんどすべての開発援助機

関が PCM（Project Cycle Management）を唯一のプロジェクトマネジメント手法

として用いてきた（ADB, 1998; FAO, 2001; DFID, 2002; EC, 2004; JICA, 2007a）。

PCM は，LFA（Logical Framework Approach）とも呼ばれ、1960 年代に米国の

USAID24（米国国際開発庁）が開発したロジカルフレームワーク（通称ログフレ

ーム）に起源を持つ。このログフレームが 1970 年代には UNDP25（国連開発計

画）、UNICEF26（ユニセフ）など国連機関に広まる。1980 年代に入ってドイツの

GTZ27（ドイツ技術協力公社）が、ログフレームの作成プロセスに関係者分析・

問題分析・目的分析などの分析段階を付け加え、かつこれらの作業を広範なステ

ークホルダーを集めた参加型ワークショップの場でおこなうことを提唱し、参

加型プロジェクトマネジメント・ツールとして体系化した。この手法は ZOPP28

（目的志向型プロジェクト計画手法）と呼ばれ、1980 年代に広く世界中の国際

協力機関に広まった。ZOPP はその名のとおりプロジェクト計画ツールであるが、

これが ODA プロジェクトにおいて広く用いられるなかで、NORAD29（ノルウェ

イ対外援助庁）などがモニタリングおよび評価のプロセスを付け加えた。これに

よって ZOPP は計画ツールから、モニタリング評価を含むプロジェクト・サイク

ル全体をカバーするプロジェクトマネジメント・ツール、すなわち PCM になっ

                                                   
24 USAID: United States Agency for Internatilnal Development 
25 UNDP: United Nations Development Programme 
26 UNICEF: United Nations Children's Fund 
27 GTZ: Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit 
28 ZOOP: Ziel Orientierte Projekt Planung 
29 NORAD: Norwegian Agency for Development Cooperation 
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た。日本には 1990 年に FASID（国際開発高等教育機構）が導入し、1994 年に

JICA がすべての技術協力プロジェクトに PCM を用いるという方針を打ち出し

たことによって、ODA 関係者の必須のツールとして位置づけられ、現在に至っ

ている（FASID, 2007）。なお、PCM のプロジェクト・サイクルは、PDCA ではな

く、Plan-Do-See をベースにしている 

 

(1) 開発援助プロジェクトの計画 

PCM は計画立案手法とモニタリング評価手法のふたつに分かれる。PCM 計

画立案手法は、1）関係者分析、2）問題分析、3）目的分析、4）プロジェクト選

択、5）PDM（Project Design Matrix）作成という 5 つのステップからなる。PDM

は、プロジェクト・スコープをひとつの表にまとめたプロジェクトの概要表であ

る30。関係者分析・問題分析・目的分析といった分析プロセスから始まっている

こと、問題の因果関係や、目的達成のための手段－目的関係、PDM における if-

and-then の論理など、PCM は「論理性」を大きな特徴としており（FASID, 2007）、

PMBOK®の系列に連なる、分析的で論理的、予測的で直線的なプロジェクト計

画手法、すなわち合理主義的計画手法である。 

PCMを用いてプロジェクトを計画する際の留意点としてふたつのことが指摘

されている。1 点目は、PCM では、問題分析で現状の問題を分析し、目的分析で

それらの問題の解決策を考えるのだが、その際に、現状の問題を裏返すかたちで

問題の解決策を考える。「バスが老朽化している」という問題の解決策は、「古い

バスを新しいバスに買い替える」といった具合である（FASID, 2007）。このよう

に、問題の解決策が単純に問題の裏返しになるために、発想が問題の枠組みを出

ず、問題と解決策が 1 対 1 の関係になりがちである。2 点目は、問題は原因－結

果の関係、解決策は手段－目的の関係と、線形的な思考にもとづいた縦の関係の

分析にとどまっているため、要素間の横の関係や循環的な全体構造が見落とさ

れがちになるという点である（JICA, 2007a）。 

なお、開発途上国のような、政治・経済・行政システムが脆弱で、ハード、ソ

フトともに社会インフラの整備が遅れているために、信頼できる情報の入手も

難しいといった不確実性の高い状況に、予測的で直線的なプロジェクト計画手

法を適用するのは難しく、近年、開発援助プロジェクトにおける PCM の限界が

認識されてきている（JICA, 2007a）。しかし、いまだ PCM に代わるプロジェク

トマネジメント手法は見出されていない。JICA は、PCM に代わるものとして、

P2M や PMBOK®の導入を検討したが（JICA, 2006a, 2007）、それらは PCM 以上

に予測的・直線的で、JICA 事業にそぐわず、新手法の導入はその後、進展を見

                                                   
30 PDM は、「プロジェクトに必要な活動、投入、成果、目標、外部条件、指標等の諸要素

とそれらの論理的な関係を示したプロジェクトの概要表」（FASID, 2007, p.51）である。プ

ロジェクトの概要をまとめた 1 枚紙（one page summary）とも呼ばれる。 
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ていない。不確実性が高く、最終目標も見えづらいという特徴は、IT プロジェ

クトと開発援助プロジェクトに共通しており、アジャイルや OODA に近い発想

が開発援助プロジェクトにも求められるところであるが、現在のところ、漸増主

義的な発想を開発援助プロジェクトに導入する動きは見えていない。 

 

(2) 開発援助プロジェクトの実行 

不確実性の高い状況下で、現場では柔軟でアドホックな対応が求められる一

方で、開発援助プロジェクトは公共事業であり、援助国と被援助国の双方の国民

に対する説明責任といった観点から、「計画の不変性」（Mintzberg, 1998）が尊重

され、合理主義的に計画されたプロジェクト計画を合理主義的に実行すること

も求められている。 

ひとつの可能性として挙げておきたいのは、世界銀行がかつて試行したこと

のある、ラピッド・リザルト・イニシアチブ（RRI: Rapid Result Initiative）であ

る。これは、「だれも事前にすべてを予測できない」（マッタ・アシュケナス, 2004, 

p.238）という認識のもと、大規模プロジェクトを一連の小規模プロジェクトに

分割して実施し、小規模プロジェクトの成果を試行し改善するプロセスを繰り

返すことによって、中間成果達成のスピードを上げ、それによってプロジェクト

関係者のモチベーションを維持し、チームメンバーひとりひとりが問題発見と

解決にあたる自律的なチームを実現し、大規模プロジェクトの最終成果の達成

度を上げるというものである（マッタ・アシュケナス, 2004）。きわめてアジャイ

ルに近いアプローチである。しかし、RRI とアジャイルの親近性を指摘する声も

なく、RRI が世界銀行のプロジェクトマネジメントの主流になっている様子も

見られない。 

 

(3) 開発援助プロジェクトの評価 

開発援助プロジェクトの評価は、1991 年に OECD31（経済協力開発機構）の

DAC32（開発援助委員会）が提唱した「評価 5 項目33」が現在でも広く援助機関

によって用いられている。また評価をおこなう時期は、事前、中間、終了時、事

後とされ、その呼び名は様々であるが、多くの援助機関がこのすべて、あるいは

このうちのいくつかを、客観性を重んじた外部者評価としておこなっている。そ

れと並行して、モニタリングあるいは進捗報告という形で、プロジェクト実行者

によるより頻度の高い活動と成果の振り返りが、ほとんどすべての援助機関で

おこなわれている。 

                                                   
31 OECD: Organisation for Economic Co-operation and Development 
32 DAC: Development Assistance Committee 
33 妥当性（relevance）、有効性（effectiveness）、効率性（efficiency）、インパクト（impact）、

持続性（sustainability）の 5 項目である。 
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世界銀行の評価は、コンプライアンスの評価を目的として、プロジェクト目

標の達成度、物的・財務的なインプットとアウトプットの比較、支出などに焦点

をあてるものであり、このような評価は、結果としてのインパクトに関する情報

を得るという意味では有効だが、そのインパクトをもたらしたプロセスを理解

するうえでは、あまり役に立たない。望ましい評価は、定量的な情報を得るだけ

でなく、プロジェクトを通して「学び」を得るようなもの、関係者の相互作用を

促進するようなものであり、その学びを活用することによって、プロジェクトが

より高い成果を実現するようなものなのである（Mondal & Dutta, 2007）。 

近年では、JICA も含めた多くの援助機関が、説明責任から学習へと評価の軸

足を移しつつある。過去の経験から得た学びを活かして業務を改善することに

よって、国民が納得できる事業をおこなうことができる、すなわち説明責任が果

たせると考えると、学習は説明責任の前提になる。そう考えると、援助機関の多

くが学習により重点を置くようになっているのは、学習を強化することによっ

て説明責任も高めようという、2者の両立を目指す動きであると言える（OPMAC, 

2016）。 

 

2.3 ナレッジマネジメント 

前節で見たとおり、プロジェクトは一過性の事業であり、プロジェクトの終

了とともにプロジェクトチームは解散する。そのため、プロジェクトで生み出さ

れた知識を適切にマネジメントしないと、プロジェクトチームの解散とともに

知識は雲散霧消してしまう。プロジェクトで学んだ経験や知識をその後のプロ

ジェクトに活用しない組織は、同じ間違いを何度も犯し、同じ教訓を学ぶために

何度も同じ出費をするというリスクを冒すことになる（Tiwana, 2000）。プロジェ

クトを通して得た知識を活用するためには、プロジェクトマネジメントとナレ

ッジマネジメントを一体的におこなう必要がある。そこで、本節では、ナレッジ

マネジメントに関する先行研究をレビューする。 

 

2.3.1 知識とは何か 

知識は理論的知識と実践的知識に分けられ、前者は実存的対象に、後者は人

間の行為に関わるとされる（今井, 1998）。 

理論的知識が対象とする実存的対象とは、物や人間といった個物のことであ

る。そういった実存的対象が真に存在するのかどうかを考える哲学上の議論が

存在論であり、そのような実存的対象を知る（認識する）とはどういうことか、

すなわち知識とは何かを考える議論が、認識（エピステーメ）に関する理論（ロ

ゴス）、すなわち認識論（エピステモロジー）である（今井, 1998）。 
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認識論にはふたつの大きな伝統がある。知識は感覚的経験を通じて帰納的に

得られるとする「経験論」と、知識は理性によって演繹的に導き出されるとする

「合理論」である（野中・竹内, 1996）。17 世紀から 18 世紀にかけて、ロック、

バークレー、ヒュームといった英国の哲学者たちに代表される経験論者たちは、

すべての知識は経験から生まれると主張した。一方、デカルト、スピノザ、ライ

プニッツといった同時期のヨーロッパ大陸の合理論者たちは、経験によって知

られることに加えて、何らかの「生得観念」や「生得原理」が存在し、これは経

験とは独立に知られると主張した（ラッセル, 1970）。 

合理論と経験論の源流は、遠く古代ギリシャのプラトンとアリストテレスに

求められる。プラトンは、永遠不変の理想的な範型であるイデアの存在を想定し、

現象界におけるすべての現象はイデアの影であると考えた。すなわち、イデアと

いう真実在から演繹的に現象や個物が生まれるのであり、これは合理論の源流

と見ることができる。そして、初期のプラトンは、イデアの影を知る者は意見（ド

クサ）を持つに過ぎず、真実在を知る者こそ知識（エピステーメ）を持っている

と考えた（ラッセル, 1970）。だが、この考えは、後にみずからのイデア論批判に

よって再考を迫られることになり、プラトンは、『テアイテトス』において改め

て正面から知識とは何かを吟味検討することになる（今井, 1998）。そして、「S は

P を知っている」と言えるための必要十分条件は、（1）P は真である、（2）S は

P を信じている、（3）S は P を信じる正当な理由（ロゴス）を持っているの 3 つ

であると主張した。この必要十分条件を満たすものとして現在に至るまでもち

いられている知識の定義が、「正当化された真なる信念（JTB: Justified True Belief）」
34である（一ノ瀬, 1998）。 

一方、アリストテレスは、人間の発展段階を感覚、記憶、経験、知識、技術

とたどり、知識を理論的知識（エピステーメ）、制作的知識（テクネー）、実践的

知識（フロネシス）の 3 つに分けた（今井, 1998）。つまりここでは、知識は感

覚・記憶・経験をへて得られるものと考えられており、アリストテレスが経験論

の源流と言われるゆえんである。 

実践的知識は人間の行為に関する知識であり、アリストテレスの分類に従う

と、制作的知識（テクネー）と実践的知識（フロネシス）がそれに相当する。野

中郁次郎は、経営学におけるナレッジマネジメントの嚆矢となった野中・竹内

（1996）において、「正当化された真なる信念」を知識の定義として採用し、プ

ラトン由来の合理論の流れをくんだ。しかし近年、野中はアリストテレスのフロ

                                                   
34 だが、この伝統的見解に対し、正当化された真なる信念であっても知識とは呼べない場

合があることをゲティアが示した（Gettier, 1963）。これは「ゲティア問題」と呼ばれており、

哲学的には、ゲティアの指摘は乗り越えられていない。したがって、ゲティア問題によって

保留つきとされた「正当化された真なる信念」が、現在の哲学界における一般的な知識観と

なっている。 
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ネシスを知識創造企業の存在基盤をなす知として位置づけるようになっている。

野中の言うフロネシスは、「実践の中から得られる高質の暗黙知であり、価値や

倫理についての思慮分別を持つことにより、時々刻々と変化するそのつどの文

脈や状況において、全体の善という目的を達成するために最善の判断と行為が

できる能力」（野中・遠山・平田, 2010, p.99）である。ナレッジマネジメントに

おいて、合理論と経験論の流れは合流し、実践知が目指されているといえるであ

ろう。 

情報化時代と呼ばれる現代においては、ダベンポート＆プルサック（2000）

に見られるように、知識をデータや情報との関係において定義することもしば

しばおこなわれる。Ackoff（1989）は、データから智恵までを以下のように階層

化して定義している。 

 

1. データ（Data）：シンボル 

2. 情報（Information）： 使用するために加工されたデータ。誰が（who）、何

を（what）、どこで（where）、いつ（when）という質

問に答える。 

3. 知識（Knowledge）： データと情報の適用。いかに（how-to）という質問に

答える。 

4. 理解（Understanding）：なぜ（why）に関する認識（appreciation） 

5. 知恵（Wisdom）：評価された（evaluated）理解 

 

この定義は、次項でレビューする「ナレッジマネジメント」が、単にデータ

や情報を共有・活用するだけではなく、新しい知識・理解・知恵の創造・共有・

活用に関する理論と実践であることを理解するうえでの基盤となる。また、野中

のフロネシスは、「知識の「知恵化」を支援するもの」（野中, 2008, p.18）、とさ

れており、ナレッジマネジメントが、データや情報を基礎に、知識から理解、理

解から知恵へと階梯を上っていくものであることが分かる。 

上記の野中のフロネシスの定義が「高質の暗黙知」とされているように、知

識を暗黙知と形式知に分ける考え方があり、ナレッジマネジメントでは暗黙知

が重視される。暗黙知は特定状況に関する個人的な知識であり、言語化したり他

人に伝えたりするのが難しい。一方、形式知は、形式的・論理的言語によって明

示化でき、伝達できる知識である（野中・竹内, 1996）。暗黙知が重視されるのは、

それが単に、言語化（形式知化）されるのを待っている氷山の水面下の巨大な部

分であるというだけではなく、人間がある対象を認識する際のゲシュタルト（形

態＝全体的パターン）の形成および統合を暗黙知が担っているためである（ポラ

ンニー, 2003）。つまり、人間は、ある対象からその個々の部分に関する明示的な

データを受け取って、その集合として対象を受身的に認識するのではなく、積極
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的に認識を求め、経験を形成・統合することによって対象を能動的に認識するの

である。そして、この形成・統合をおこなっているのが暗黙知である。すなわち、

暗黙知は絶えず「新しい意味」を志向し、それを形成しようとしているのである。

したがって、認識、すなわち知識の形成において、暗黙知は必要不可欠な構成要

素である（ポランニー, 2003）。 

 

2.3.2 ナレッジマネジメント 

企業における実践的知識を追及するナレッジマネジメントは、1995 年、

Nonaka & Takeuchi（1995）が組織的知識創造理論を日本から世界に向けて発信し

たことをきっかけに始まった（梅本, 2006）。同書は、「既存の知を共有・活用し

ながら、新しい知を創造し続ける経営の実践と、それを理解し説明するコンセプ

トや理論的モデル」（梅本, 2012, p.276）を提示し、それはナレッジマネジメント

と呼ばれるようになるが、データベースなどを使って既存の知識や情報を共有・

活用することのみに重きを置く効率主義的で浅薄な「知識管理」とは一線を画す

ものであった（野中・梅本, 2001; 梅本, 2006）。 

知識は組織のなかで創造され、捕捉・蓄積・共有・活用され、その過程のな

かでさらなる知識が創造される。このプロセスは、知識を認識論的次元と存在論

的次元の 2 つの次元においてとらえた SECI モデルとして表されている（図 2-1

参照）（野中・紺野, 2003, p.57）。 

知識の認識論的次元とは、知識がいかに認識されているかという視点であり、

暗黙知と形式知に区別される。また、知識の存在論的次元とは、個人のなかか、

グループのなかか、組織のなかかといった、知識がどこに存在するかという視点

である（野中・竹内, 1996）。 

SECI モデルは、共同化、表出化、連結化、

内面化の 4 つの知識変換モードからなる。

共同化（S：Socialization）は、観察、模倣、

訓練などを通して経験を共有することによ

って、個人の暗黙知が別の個人の暗黙知と

して移転するプロセスであり、認識論的に

は暗黙知から暗黙知へ、存在論的には個人

から個人への移転である。表出化（E：

Externalization）は、主に対話を通して個人の

暗黙知をグループの形式知に変換するプロ

セスである。連結化（C：Combination）は、

表出化によってグループで共有された形

式知を連結して組織レベルの形式知に変

暗黙知 暗黙知

共同化 （S) 表出化 （E）

暗
黙
知

形
式
知

内面化 （I) 連結化 （C）

暗
黙
知

形
式
知

形式知 形式知

i：個人， g：集団， o：組織

i i g

i i

ii

ii

o

g

gg

g
i

g
o

図 2-1 SECI モデル 

出典：野中・紺野 (2003), p.57 
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換するプロセスである。内面化（I：

Internalization）は、組織の形式知を個人

の暗黙知にスキル化するプロセスで

ある（野中・竹内, 1996）。 

知識は文脈に依存している。文脈と

は、社会的、文化的、歴史的文脈であ

る。そのため、組織の中で知識を創造

するためには、組織の構成員が文脈を

共有する必要がある。この文脈を共有

する物理的、仮想的、心理的な空間が

「場（Ba）」である（野中・竹内, 1996; 

Nonaka, Toyama & Konno, 2000; 遠山, 

2008）。個々人がそれぞれの文脈を持

ち寄り、共有された文脈としての場を

形成し、その中で共有された文脈も

個々人の文脈も変化していくことにより、新しい知識が創造される。したがって、

知識の創造プロセスは場の創造プロセスであり、新たな関係の境界生成である

（遠山, 2008）。 

場と SECI の関係は図 2-2 のようになっている。第 1 に、創発場（Originating 

Ba）は、個人的かつ直接的相互関係によって規定され、個人が経験、感情、メン

タルモデルなどを共有する場で、知識の共同化が起こっている。第 2 に、対話場

（Dialoging Ba）は、集団的かつ直接的相互関係によって規定される場で、知識

の表出化が起こっている。プロジェクトチームは典型的な対話場である。第 3 に、

体系場（Systemizaing Ba）は、集団的かつ間接的な相互関係によって規定される

場で、知識の連結化が起こっている。イントラネットなどの情報技術が最もよく

機能する場である。最後に、実践場（Exercising Ba）は、個人的かつ間接的な相

互関係によって規定される場で、知識の内面化が起こっている。個人はマニュア

ルなどのメディアを通して伝達された形式知を実践のなかで暗黙知として取り

込み統合する（野中・紺野, 2003; 遠山, 2008） 

 

2.4 プロジェクト・ナレッジマネジメント 

本項では、上記で見たナレッジマネジメントがプロジェクトにいかに適用、

活用されているかについてレビューをおこなう。 

 

暗黙知 暗黙知

共同化 （S) 表出化 （E）

暗
黙
知

創発場
（Originating Ba）

対話場
（Dialoging Ba）

形
式
知

内面化 （I) 連結化 （C）

暗
黙
知

実践場
（Exercising Ba）

体系場
（Systemizing Ba）

形
式
知

形式知 形式知

図 2-2 SECI モデルと場 

出典：野中・紺野 (2003)より 

筆者作成 
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2.4.1 プロジェクトマネジメントとナレッジマネジメントの統合 

ドラッカーは現代社会を「知識社会」と呼び、知識を、労働、資本、土地と

ならぶ単なる伝統的生産要素のひとつではなく、新たな価値の源泉として「唯一

意味ある資源」と位置づけた（ドラッカー, 1993）。ここで言われている知識は

「氾濫する断片的な情報ではなく、実践に結びついた体系的な知識」（梅本, 2008a, 

p.32）である。したがって、企業や組織が知識を「唯一意味ある資源」として活

用するためには、知識を体系化し実践に結びつけるための知識管理、すなわちナ

レッジマネジメントが必要になる。 

一方、大量生産から多品種少量生産への移行、商品の短命化、品質要求の高

まりといった市場の変化を受けて、企業におけるプロジェクトの数は増加の一

途をたどり、プロジェクトマネジメント能力は企業の重要な競争力のひとつと

みなされるようになった（Koskinen & Pihlanto, 2008）。そして、プロジェクトを

通して得られる経験、教訓、ベスト・プラクティスといった知識を汲み上げ、蓄

積し、将来のプロジェクトにそれを活用すること、すなわちプロジェクトにおけ

るナレッジマネジメントが、競争優位性を維持するための必須条件と認識され

るようになった（Love, Fong & Irani, 2005）。 

しかし，プロジェクトにおけるナレッジマネジメントにはしばしば非常な困

難が伴う。なぜなら、プロジェクトは、複数の異なる分野から臨時的に招集され

たチームによる、期間の限られた、1 回限りの、不連続性の高い事業であるため、

プロジェクトのなかで、あるいはプロジェクト間で、継続的で安定した知識の流

れを生み出し、学びを最大化することが難しいのである（DeFilippi & Arthur, 

1998）。 

2000 年に入ってから、プロジェクトにおけるナレッジマネジメントに関する

議論が盛んになされるようになったが、それらの多くは、ベスト・プラクティス

の汲み上げ、データベースの構築、知識のコード化など、ナレッジマネジメント

の一局面をとらえた部分的な議論に終始するものがほとんどであった。また、そ

のような議論のもとに実際に大規模な投資もなされてきたが、このような部分

最適化のアプローチで具体的な成果を上げた事例はほとんど見当たらない。ナ

レッジマネジメントは、分離独立したマネジメント機能ではなく、継続的な知識

の創造を目指した領域横断的なプロセスであり、経営戦略と一体化した統合的

なものでなければならないのである（Koskinen & Pihlanto, 2008）。 

上記で見た、Nonaka & Takeuchi（1995）が提起したナレッジマネジメントの

理論的モデルを受けて、1998 年以降、Davenport & Prusak（1998）、Dixon（2000）、

von Krogh, Ichijo & Nonaka（2000）、Collison & Parcell（2001）などによる実践論

に踏み込んだ研究が現れはじめる。ただし、これらはどれも企業経営におけるナ

レッジマネジメントの実践論であり、プロジェクトのナレッジマネジメントの
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議論が現れるにはまだ時間が必要であった。かなり早い時期から現代における

プロジェクトという事業形態の重要性が指摘されてきた（Drucker, 1993; Ekstedt 

et al., 1999）にもかかわらず、プロジェクトにおけるナレッジマネジメントの実

践論が長く看過されてきたことは驚くべきことと言わざるを得ない（Bresnen et 

al., 2005）。これには理由がある。プロジェクトは成果物志向の期間の限られた 1

回限りの事業であるが、ナレッジマネジメントはプロセス志向の期間の限りの

ない継続的な営みであり、この違いが両者を互いに馴染みにくくしていたので

ある（Katzy et al., 2000）。2005 年に入ってようやく、Milton（2005）、Love et al.

（2005）といったプロジェクトを対象とした実践的なナレッジマネジメントの

方法論が提示されるようになってきた。しかし、実務者向けの実践論が進む一方

で、理論的整理が十分になされておらず、現在、プロジェクトのナレッジマネジ

メントを理論的に体系づけた論考は、西中（2015）など、ごく一部に限られてい

ると言わざるを得ない。 

プロジェクトマネジメント標準におけるナレッジマネジメントの扱いを見る

と、PMBOK が、1996 年の第 1 版以来まったくナレッジマネジメントには触れ

ていなかったが、2013 年の第 5 版にいたってようやくナレッジマネジメントの

視点を取り入れた。しかし、Appendix の「第 5 版の変更点」において、第 4 版

との相違点として「プロジェクト作業実行中のプロジェクト・データとプロジェ

クト情報の流れの一貫性を明確にするために、ナレッジマネジメント分野で使

用されている DIKW（データ、情報、知識、知恵）モデルと整合性をとった」（PMI, 

2013）と述べるにとどまっており、プロジェクトマネジメントにナレッジマネジ

メントを取り入れたとは言い難い。一方、P2M は、第 1 版（小原, 2003）以来、

「バリューマネジメント」の項で、知識や経験を価値の源泉とするための知識と

して、メンテナンス、カイゼン、TQC と並べてナレッジマネジメントの概念と

SECI モデルを詳しく紹介している。 

プロジェクトを通して得た知識を抽出し、組織資産として活用していくうえ

で重要なことは、その作業に一定の役職と技能が要求されるということである。

「どのような知識が必要か」という問いは、組織の将来方向とミッションについ

て問うことであるため、それは上級管理職の仕事になるのである（Davenport & 

Prusak, 1998; Dixon, 2000）。Davenport & Prusak（1998）は、ナレッジマネジメン

トの専任役員として、知識統括役員（CKO: Chief Knowledge Officer）を置くこと

を、Dixon（2000）および Milton（2005）は、ナレッジマネジメント専任の上級

役員のもとに、学習歴史家（learning historian）や知識収集員（knowledge collector）

といったナレッジ・スペシャリストを配することを提案している。 

 



27 

 

2.4.2 開発援助プロジェクトのナレッジマネジメント 

開発援助機関におけるナレッジマネジメントの主要な関心が援助コミュニテ

ィ内の知識共有にあることはすでに上で見たとおりである。すなわち、プロジェ

クト実施機関はもっぱら本部を中心とした知識共有の仕組み作りに注力してお

り、プロジェクトの現場における知識の創造・共有・活用は個々のプロジェクト

に任されているという状況である。 

開発援助の世界で現場におけるナレッジマネジメントに関心を向けたのは、

1996 年から 2000 年まで世界銀行のナレッジマネジメント・プログラム部長を務

めたスティーブン・デニング（Stephen Denning）である。彼は、ストーリーテリ

ング35が開発援助事業における唯一のナレッジマネジメント実現の手段である

と考えたが、2000 年に世界銀行を退職し、ナレッジマネジメントのコンサルタ

ントに転身した（Denning, 2001, 2005）。その後、世界銀行にストーリーテリング

が定着した様子は見られない。ストーリーテリングは、むしろ、MSC（Most 

Significant Change）テクニックとして、CARE、Oxfam、Christian Aid などといっ

たオーストラリアやヨーロッパの NGO を中心に広がりを見せている（Davies & 

Dart, 2005）。 

開発援助プロジェクトは、言うまでもなく、開発途上国で実行されるものであ

り、その際の特殊な事情として考えなければならないのは、現地の人々のローカ

ルな知識と、そこに乗り込んでプロジェ

クトをおこなう援助側の人々のローカ

ルな知識、ならびに特定の援助分野で世

界的に認知されているグローバルな知

識といった、3 様の知識の接触、すなわ

ち、ローカルナレッジとグローバルナレ

ッジの問題である。 

スティグリッツは、開発援助の知識イ

ンフラに関する論文のなかで、知識を一

般的（general）と地域的（local）および

明示的（explicit）と暗黙的（implicit）の

ふたつの軸で分類し（図 2-3 参照）、地

域の文脈において有効な明示的知識の

例としてベスト・プラクティスを、文脈

を問わない一般的な明示的知識の例と

                                                   
35 ストーリーテリングは、語りを通じて、個人のなかの暗黙的で意識されていない知を探

り出し、それについて疑問を提起し、時には修正を加えることによって、我々の理解の枠組

みを作りだす手法とされている（ブラウンほか, 2007, p.89）。 

ベスト・
プラクティス

（Best Practice）

世界的公共知
（Global Public
Knowledge）

地域的

（local）

明示的（explicit）

暗黙的（implicit）

一般的

（general）

図 2-3 開発知識のタイプ 

出典：Stiglitz (1999)より筆者作成 
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して世界的公共知識（Global Public Knowledge）をあげている（Stiglitz, 1999）。

また、「車は左側を走る」という、ロンドンでは有効だが、ニューヨークでは無

効なベスト・プラクティスという例をあげている。ここで注意したいのは、左側

通行という明示的な社会システムもローカルナレッジとされていることである。

科学技術社会論の研究者、藤垣は、ローカルナレッジを、「現場で経験してきた

実感と整合性をもって主張される現場の勘（藤垣, 2003, p.129, 2008, p.101）（下線

は筆者）」として暗黙知に限定しており、この点がスティグリッツとは異なる。

本論文では、スティグリッツを援用し、ローカルナレッジを、地域の文化的、社

会的、歴史的文脈に埋め込まれている暗黙知および形式知と定義する。また、特

定の援助分野で世界的に認知されている知識、すなわち一般的な明示的知識を、

世界的公共知識（Global Public Knowledge）を援用してグローバルナレッジと称

する。 

ローカルナレッジは土着の知（indigenous knowledge）とも呼ばれ、狭い意味

では、特定の知識、文化、社会に固有な知識とされるが、広い意味では、普通の

人々が持っている経験的、実践的、伝統的な知恵のことで、専門家の持っている

科学的知識に対比させて用いられることが多い（梅本, 2008b）。 

専門家は、特定の話題については、自分の持つ文脈において、あるいは文脈

から切り離された一般論として、よく知っている。しかし彼らは、その知識が現

地社会においてどのような文脈のもとにあるのか、どのような時間的流れのな

かで他の社会的・文化的システムといかに結びついているのか、必ずしも理解し

ているわけではない（ノラン, 2007）。だが、開発援助機関や専門家自身がそのこ

とに気づいていなかったため、開発途上国のローカルナレッジは、1970 年代ま

では非科学的だとして抑圧されてきた。しかし、ローカルナレッジを無視して一

方的に先進国の科学技術を押しつける開発手法の失敗が明らかになり、1980 年

代以降、ローカルナレッジを持続的な開発のためにいかに役立てるか、という研

究と実践が始まった（梅本, 2008b）。 

ローカルナレッジを開発に活かすためのひとつの試みは、開発現場への人類

学者の登用である（佐藤, 2011）。これは、世界銀行などが積極的に進めてきたが、

学の論理と実務の論理の相違や、人類学者と開発実務者の文化の違い（ノラン, 

2007）などから、必ずしもうまくいっているとは言えない（鈴木, 2011）。もうひ

とつの試みは、参加型開発である。1997 年に、貧困削減を中心課題に据えた「イ

ギリス国際開発白書」（DFID, 1997）が刊行され、その後、急速に、途上国の人々

の視点に即した開発が指向されるようになる。すなわち、参加型開発の主流化で

ある。現在も依然として様々な模索が続いてはいるが、現地の人びとの主体的な

参加を仰いで開発をおこなうことは、開発援助関係の基本姿勢として定着した

と言ってよい状況にある（モハン&ヒッキイ, 2008）。 
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2.5 開発途上国都市部のごみ問題 

2.5.1 開発途上国都市部のごみ問題 

先進国、開発途上国を問わず、都市部のごみ問題は深刻な状況にある。2012

年の世界銀行の情報によると、全世界の都市部で毎年 13 億トンの廃棄物が発生

し、2025年には22億トンになると予想されている。低所得国のごみの増加率は、

今後 20 年間で 2 倍を超えると見込まれている。全世界で廃棄物管理に費やされ

るコストは、現在の年間 2,050 億ドルから、2025 年には 3,755 億ドルになると予

想され、廃棄物管理コストの上昇率は開発途上国で最も急激で、中所得国では 4

倍に、低所得国では 5 倍になると見積もられている。低所得国の市（cities）の廃

棄物管理予算は、いずれの都市においても、つねに市の予算の最大の部分を占め

ている（World Bank, 2012, pp.vii-ix）。 

このように、都市部でのごみ問題はとりわけ開発途上国で深刻であるが、当

該国の政府およびそれらに対して支援をおこなう先進ドナー国の努力にもかか

わらず、長きにわたって改善の様子を見せていない。開発途上国の資源循環や廃

棄物政策に関する研究をおこなっているマーチン・メディナは、開発途上国の都

市のごみ問題を以下のように記している。 

 

それらの都市では、ごみの収集・運搬・処分に市の実行予算の 30～

50％を投じているにも関わらず、50～80％程度のごみしか収集されて

いない。収集率は、たとえば、カラチ 33％、ヤンゴン 40％、カイロ

50％といった状態である。そして、収集されたごみの 90％は開放埋立

（open dumping）されている。収集されないごみは、空き地、公共の

場、池、川などに捨てられるか、あるいは家の裏で燃やされる。通り

や街路わきに積みあがったごみは、雨が降ると流れて側溝をつまらせ、

周辺を水浸しにする。池や川に投棄されたごみは生態系を破壊する。

埋立地はメタンガスを発生して火災や爆発をひきおこし、浸出水は飲

み水や生活用水を汚染する。ごみをあさる鳥、ねずみ、蠅などが周辺

住民に病気を媒介する。有機物の分解には数十年を要するため、埋立

地の将来の他用途への転用はきわめて難しい（Medina, 2010, pp.1-2）。 

 

開発途上国の都市部のごみ問題がこのような状況になっている理由を、桜井

（2000）は、都市廃棄物管理セクターにおける外在的問題、外在的でもあり内在

的でもある問題、内在的問題の 3 つに分類し、外在的問題としては、急激な都市

化、公共教育・住民参加の不足など 3 項目、外在的でもあり内在的でもある問題

としては、未熟な地方自治制度、清掃事業における人材不足など 10 項目、内在
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的な問題としては、都市清掃事業の組織体制の弱さ、短・中・長期計画の欠如な

ど 5 項目、合計 18 項目をあげている。 

この 18 項目からもわかるように、ごみは「社会を写す鏡」（桜井, 2000, p.41）

であり、社会の様々な課題と複雑な関係を持っている。多くの場合、ごみ問題は

環境問題であり、健康問題であり、貧困問題であり、また人権問題である（OECC, 

2004）。このように広範多岐にわたる問題に対して、個々の課題に個別に働きか

けていては問題の解決はおぼつかないという認識が広まり、1990 年代以降、統

合的廃棄物管理（ISWM: Integrated Solid Waste Management）といった考え方が先

進国では主流になってきた（Marshall & Farahbakhsh, 2013, p.995）。 

1970 年代に始まった近代的廃棄物管理のアプローチは、技術的な問題を技術

的に解決するというものであったが、統合的廃棄物管理は、廃棄物管理を環境、

社会、経済といった面から包括的に考え、それらのバランスをとりながら統合的

に問題にアプローチするというものである（White, Franke & Hindle, 1995; van de 

Klundert & Anschutz, 2001; Morrissey & Browne, 2004）。具体的には、3R（発生抑

制、再利用、再資源化）、収集、運搬、処理（焼却）、処分までの一連の要素を、

環境保全、社会的受容、経済性などを考えながら、統一的に運営管理することを

いう（IGES, 2007; UNEP, 2016）。 

しかしその実践は容易ではない。統合的廃棄物管理は、コストを抑制しなが

ら、環境への影響を低減させるために、システムを構成する様々な要素すなわち

廃棄物、発生源、処理方法などを統合させた、市場志向で、柔軟で、継続的に改

善されていくシステムでなくてはならない（McDougall et al., 2001）。また、その

システムは、それが適用されるコミュニティの居住者の視点を取り入れた、技術、

文化、政治、社会、環境、経済、組織などの地域の現状と、その地域が目指す廃

棄物管理のゴールにあわせて、個々にデザインされなければならない

（McDougall et al., 2001; van de Klundert & Anschutz, 2001; Kollikkathara, Feng & 

Stern, 2009; World Bank, 2012）。このような実践の難しさからか、開発途上国の廃

棄物管理に対するドナー諸国の支援アプローチに統合的廃棄物管理が積極的に

取り入れられている様子は見られない。したがって、依然として、多くの開発途

上国の都市部では、桜井（2000）があげた 18 項目のうちのいくつかをとりあげ、

それらに対する個別の改善を目指すというアプローチが続いている。そのため

現状はメディナが描写した状況と大きく変わっていない。むしろ、「状況は極め

て切迫しており、パラダイム転換が必要とされている」（ESCAP, 2015, p.5）状況

である。 

 

2.5.2 ごみ処理の流れ 

廃棄物管理分野における国際協力の状況は次項で概観するが、その前段とし
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て、開発途上国における一般的なごみ処理の流れをここで見ておく。なお、本論

文で対象とするごみ処理は家庭からの一般ごみを対象としており36、産業廃棄物

や医療廃棄物は対象としていない。 

先進国、途上国を問わず、都市部における、家庭を主な発生源とする一般ご

みの管理は、通常、収集・運搬・処理・処分といった流れをたどる。各家庭から

のごみを地方自治体等によって定められた集積所に搬入するプロセスが「収集」

であり、これは 1 次収集とも呼ばれる。集積所に集められたごみを中間処理施

設（焼却場、堆肥化施設など）あるいは最終処分場へと搬送するプロセスが「運

搬」であり、これは 2 次収集とも呼ばれる。そして、廃棄物を、最終処分場に搬

入する前に、焼却したり堆肥（コンポスト）にしたりするプロセスが「処理」で

あり37、最後に、運搬された廃棄物や、処理施設で焼却処理された灰などを最終

処分場に搬入して埋め立てるプロセスが「処分」である（Zurbrügg, 2002; Wilson 

et al., 2012）（図 2-2 参照）。 

このうち、収集プロセスは住民の責任範囲になっていることが多い。しかし、

特に途上国においては、そのことが住民に周知されていなかったり、ごみ集積所

が適切に配置されていないなどといった理由から、1 次収集が適切におこなわれ

ないことが多く、そのため、家庭ごみの各戸収集をおこなう民間サービスが多く

の途上国の都市部で生まれ普及している。この民間サービスは、リヤカーや自転

車つきリヤカー、ロバなどを使い、各家庭を訪問してごみを収集し集積所まで運

ぶ有料サービスであり、バングラデシュではヴァンワラ（van wala）、エジプトで

はザバリーン（zabbaleen）（van de Klundertand Lardinois, 2016）、インドネシアで

はトゥカンローク（tukang loak）（環境省, 2014）、タイではサレーン（saleen）（環 

 

 

 

図 2-4 開発途上国都市部の廃棄管理の流れ（Wilson et al. (2012)より筆者作成） 

 

                                                   
36 ここには小規模な商店や事務所からのごみも含まれるが、記述を簡潔にするために、家

庭ごみをもって代表させる。 
37 開発途上国には処理プロセスを有しない都市も多く、その場合、ごみはごみ集積所から

直接、最終処分場に運搬される。 

収集 運搬 処理 処分
（1次収集） （2次収集）

家 庭
ごみ集積所
（コンテナ、
ダストビン）

中間処理施設
（焼却場、
コンポスト）

最終処分場
（埋立地）
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境省, 2014）と呼ばれている。このような活動を始める者が住民のなかから出て

くることから、この種の活動を住民活動（community-based initiative）と呼んでい

る先行研究もあるが（Ali & Snel, 1999; Bhuiyan, 2004）、ごみ収集業者は、住民と

行政の狭間（ニッチ）に商機を見出した事業者であり、小規模事業（micro-

enterprises）として民間事業者に分類する（Ahmed & Ali, 2003）のが妥当である

と思われる。 

収集・運搬・処理・処分のなかで、多くの開発途上国では、収集・運搬が廃棄

物管理の最優先事項になっている。これは、「政治家、行政、市民において、生

活圏である町から廃棄物を排除することに関心が集約される」（OECC, 2004, p.22）

ためである。そのため、収集・運搬に廃棄物管理における最も多くの費用が費や

されることになる。道路･側溝･公園等の清掃を含めると、廃棄物処理費のほとん

どが収集に費やされている（桜井, 2000; OECC, 2004; JICA, 2009; World Bank, 2012）
38。したがって、収集・運搬プロセスに最適なシステムが導入できれば、大きな

改善効果が期待できることになる（JICA, 2009）。 

しかし収集・運搬の改善は容易ではない。なぜなら、「その改善策は機材の購

入など、物理的な手当てのみで解決することができるケースは非常に少なく、時

間と手間のかかる制度･社会システムの改善がその前提条件となる」（OECC, 

2004, p.22）からである。つまり、収集・運搬の難しさは、個々の家庭やコミュ

ニティとそれをとりまく街路網や交通網など、社会のソフト面とハード面が複

雑に入り組んだ地域社会において実行されることに起因している。収集・運搬が

個々の社会状況に大きく依存しているために、個々の状況に応じた仕組みを工

夫する必要があり、そのため、汎用性の高いモデルを構築しにくいのである39。 

このことは、開発途上国に対するドナー諸国の支援にも反映されている。た

とえば、処理では破砕・圧縮処理施設、焼却施設、堆肥化施設の導入や有価物の

回収が、処分では衛生埋め立て（sanitary landfill）の導入が一般的におこなわれ

ている。しかし収集・運搬では、収集車両の増強や中継基地建設の他は、地域の

実情に合った収集・運搬方法を見出すことそれ自体がプロジェクトの目標にな

っていることが多く（JICA, 2009）、具体的で汎用性の高い改善モデルが見当た

らないのが現状である。 

 

                                                   
38 「途上国清掃事業では、労働者の数からいっても、また経費の面からいっても街路清掃

の占める比重がすこぶる大きく、都市によってはたとえばリオデジャネイロ市のように、い

ずれも 5 割を超えている」（桜井, 2000, p.42）。 
39 「廃棄物管理は実際のところすぐれて個別的かつ特殊的な背景を持つ問題であり、普遍

的かつ一般的な解決策を単純に求めることはできない」（JICA, 2005a, p.9）。 
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2.5.3 廃棄物管理分野の国際協力 

上記のように、廃棄物管理は収集・運搬・処理・処分の 4 つのプロセスから

なり、国際協力においても、これら 4 つのプロセスを個別に、あるいは包括的に

改善を目指すアプローチがとられている。たとえば、JICA は、廃棄物管理分野

の技術協力戦略として「廃棄物管理能力の向上」と「廃棄物管理の流れに沿った

技術改善」の 2 つを掲げている。法制度や組織・財政などの「管理能力の向上」

をおこない、それを通して「廃棄物管理の流れに沿った技術改善」、すなわち①

発生・排出、②収集・運搬、③中間処理、④最終処分の 4 つのプロセス40の改善

を目指すものである（JICA, 2009; JICA, 2014c）。 

また、ADB41（アジア開発銀行）は、廃棄物管理を都市開発における中心課題

のひとつと位置づけ、「廃棄物の収集・運搬・処理・リサイクルあるいは処分の

4 つのプロセス42を適切に計画し運営することが持続可能な環境の実現に必須」

（ADB, 2016）であるとしている。 

世界銀行も同様に廃棄物管理の流れを 4 つのプロセス43に分け、それぞれのプ

ロセスを、戦略計画、組織・制度的なキャパシティ・ビルディング、財政面での

キャパシティ・ビルディング、技術選択の分析、民間セクターの連携、コミュニ

ティのイニシアティブといった観点から強化するアプローチを取っている

（World Bank, 2016a）。このように、開発援助機関においては、廃棄物管理の流

れを 4 つのプロセスに分け、それぞれのプロセスの改善を図るアプローチが一

般的に取られている44。 

上記で触れたように、統合的廃棄物管理（ISWM）は、先進国においては廃棄

物管理の新たなパラダイムとなっているが、国際協力においてはいまだ試行的

導入の段階にとどまっている。たとえば JICA は、JICA（2005a）、JICA（2009）、

JICA（2014c）とほぼ 5 年ごとに廃棄物管理分野の協力方針を更新しているが、

統合的廃棄物管理が協力方針に取り入れられたのは 2014 年のポジションペーパ

ー（JICA, 2014c）からである。また、統合的廃棄物管理の促進を目的に実施され

                                                   
40 ②収集・運搬は、通常の 4 つのプロセスの分け方では、収集と運搬の 2 プロセスである

が、JICA はこの 2 プロセスをひとつにまとめている。その上で、JICA は、①発生・排出と

いう、ごみの発生源を加えた 4 つのプロセスとしている。したがって、通常の 4 プロセスの

考え方を JICA の分け方に反映させると、JICA は 5 プロセスに分けていることになる。JICA

が発生・排出というプロセスを加えているのは、発生源における発生抑制と分別排出が 3R

における重要な要素となるためである。 
41 ADB: Asian Development Bank 
42 collecting, transporting, processing, and recycling or disposing 
43 collection, transfer and transport, recycling and treatment, final disposal 
44 WHO や UNEP のように特定の分野（WHO は保健、UNEP は環境）にミッションを特定

している機関はこの限りではなく、それぞれのミッションに応じたアプローチをとってい

る。 
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ている技術協力プロジェクトは、2017 年 7 月現在、ナイジェリア「連邦首都区

統合的廃棄物管理プロジェクト（2015 年 4 月～2018 年 3 月）」1 件である45。 

 

2.6 おわりに 

本章では、1）プロジェクトマネジメント、2）ナレッジマネジメント、3）プ

ロジェクト・ナレッジマネジメント、4）開発途上国都市部のごみ問題、に関す

る先行研究の知見を整理し、そのレビューをおこなった。その結果明らかとなっ

た内容は以下のとおりである。 

 

1. プロジェクトマネジメントは、ごく最近まで、PMBOK®などに代表される分

析的・論理的なアプローチが主流であったが、近年、市場の変化のスピード

の早さや、それにともなう不確実性の増大などに対応するために、アジャイ

ルや OODA モデルといった漸増的な方法が広がりつつある。一方、開発援

助で主流となっているプロジェクトマネジメント手法は PCM であるが、こ

れも分析的・論理的なアプローチで、不確実性の高い開発途上国でのプロジ

ェクトに必ずしも適しているわけではない。 

2. プロジェクトで学んだ経験や知識をその後のプロジェクトに活用するため

には、プロジェクトマネジメントとナレッジマネジメントを一体的におこな

う必要がある。すなわち、「プロジェクト・ナレッジマネジメント」が求め

られる。これは開発援助プロジェクトにおいても同様であるが、世界銀行や

JICA などの開発援助機関はもっぱら本部を中心とした知識共有の仕組み作

りに注力しており、個々のプロジェクトのナレッジマネジメントはプロジェ

クトに任されている。また、学術研究においても、個々のプロジェクトのナ

レッジマネジメントの研究はほとんど見られない。 

3. 援助側と被援助側という異なる社会・文化・歴史的背景を有する 2 者が協働

で実施する開発援助プロジェクトでは、両者のローカルナレッジの共有が重

要である。そのために、開発現場への人類学者の登用と参加型開発の主流化

が図られてきており、人類学者の登用は定着していないが、参加型開発は定

着している。 

 

                                                   
45 JICA は廃棄物管理の発展段階を 3 段階に分けて考えている。第 1 段階では生活圏からの

廃棄物の排除を目的に、排出・収集・運搬の改善をおこない、収集率を指標とする。第 2 段

階では排除した廃棄物を適切に処理することを目的に、処理・処分の改善をおこない、衛生

埋立率を指標とする。第 3 段階では環境負荷の低減を目的に、統合的廃棄物管理（ISWM）

をおこない、発生抑制量とリサイクル量を指標とする、というものである（奥村, 2013）。こ

の分類によると、多くの開発途上国の廃棄物管理はいまだ第 1 段階にあり、統合的廃棄物管

理への挑戦は時期尚早ということになる。 
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以上の知見を踏まえ、研究上の課題と本研究の位置づけを以下の 2 点にまと

める。 

 

1. 事例として取り上げたプロジェクトにおいて、具体的にどのようなプロジェ

クトマネジメントがおこなわれたのかを明らかにする。すなわち、従来の合

理主義的マネジメントが開発援助の現場において有効なのか、有効でなけれ

ば、それに代わる何らかの漸増主義的マネジメントが用いられたのか、ある

いは創造されたのかを明らかにする。それにより本研究は、開発援助プロジ

ェクトに有効なプロジェクトマネジメント手法を提示することになる。 

2. そのプロジェクトマネジメント・プロセスのなかで、日本側と被援助国側双

方からどのような知識の提供があり、どのような相互作用が起こり、その結

果、いかに知識の統合・共有、ひいては創造がおこなわれたのかを明らかに

する。それにより本研究は、開発援助プロジェクトに有効な「プロジェクト・

ナレッジマネジメント」のあり方を提示することになる。 

 

  



36 

 

第3章 クリーンダッカ・プロジェクトの事例分析 

3.1 はじめに 

本章では、バングラデシュのダッカ市が JICA と協力して実施した「クリーン

ダッカ・プロジェクト（2007 年～2013 年）」の事例分析をおこなう。同プロジェ

クトの背景、そして同プロジェクトのなかで、いつ、誰から、どのような知識が、

いかに表出され、それがいかに共有・活用され、新たな知識を創造したかを、文

書分析、参与観察、インタビューを通じて入手したデータから明らかにする。な

お、引用したテキスト・データ中の注目した語句は下線で示し、SCAT をもちい

て導出した 1 次コード（テキスト中の語句の言い換え）をテキスト右側の四角

い囲みで示した。また、1 次コードから抽出される 2 次コード（テーマや構成概

念）は、計画プロセスおよび実行プロセスそれぞれの分析の項（3.3.4 および 3.4.6）

に示した。 

 

3.2 ダッカ市のごみ処理の歴史 

現在のバングラデシュが位置する東ベンガル地方には古くから文明が発達し

てきた。紀元前 10 世紀にはすでに住民による自治組織が形成されていたといわ

れている（Majumder, 1973）。8 世紀中葉に仏教を奉ずるパーラ朝が北東インド一

帯を支配したが、12 世紀にヒンドゥ教のセーナ朝にとって代わられ、17 世紀初

頭にイスラム王朝であるムガル帝国による統治が始まった。イスラム教の侵入

はセーナ朝初期の 12 世紀からすでに始まっており。ヒンドゥ教からイスラム教

への移行にともなう様々な社会的軋轢のなかで、人々は情緒的にまた経済的に

相互に助け合う必要にせまられ、そのようにして発達した相互扶助および互恵

は、やがて宗教的規範として人々の間に定着していった（Hasan et al., 1992; Al-

Amin, Islam & Ahmed, 2007）。本節後段で見るような、住民のなかから自然発生

的に生まれてきたごみ収集システムの背景には、このような、政府に頼らない互

恵・互酬社会があったといえる。 

公共サービスとしての廃棄物管理はムガル朝の 1700 年代にすでに始まって

いた（Shukur & Paul, 1994）。1757 年、衰退するムガル帝国に代わって、英国が

ベンガル地域を軍事的に支配し、1765 年には東インド会社が徴税権を獲得して

実質的な行政権を手中に収めた。その後の同地域の廃棄物管理は、ヨーロッパ人

の郡長官のもとで治安、衛生、ごみ処理など、広く町の保全（conservancy）を担

っていた警察長官コトワル（Kotowal）にゆだねられた（Bhuiyan, 2004）46。しか

                                                   
46 警察長官が廃棄物管理を担当するというのは、現代の感覚からすると奇妙に感じるが、
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し、英国支配のもと、その職務はごく限られ、十分な保全サービスが提供されて

いたわけではない。1814 年にコトワルのポストが廃止されてのち、それに代わ

るポストが設けられず、公共サービスとしての清掃・保全は実質的にはほとんど

おこなわれなくなった。1820 年にダッカに町委員会（Town Committee）が設け

られたが、そのころのダッカは極めて不衛生な醜い都市になっていたという

（Bhuiyan，2004）。1864 年の都市改革法にもとづくダッカ市の誕生にともなっ

て、町委員会はダッカ市委員会（Dhaka Municipal Committee）に格上げされ、廃

棄物管理や衛生管理といった公共サービスにあたる部署が設置された

（Asadduzzaman & Hye, 1998）。 

1947 年にインドが英国領から独立する際に、ヒンドゥ教地域はインド、イス

ラム教地域はインドをはさんで東西に分かれたパキスタンとして独立すること

になった。しかし東西パキスタンは経済、文化、言語などが大きく異なり、様々

な摩擦を繰り返したのち、1971 年、内戦をへて分離。東パキスタンはバングラ

デシュとして独立した。独立とともにダッカはバングラデシュの首都になる。

1977 年に都市地方自治体条例（Urban Local Body Ordinance）が制定され、ダッ

カ市の廃棄物管理が市の責任として定められた。しかし、市によるごみ処理は都

市の拡大と人口増加に追いつかず、街路のいたるところに塵芥が積み上がり、住

民のフラストレーションは高まる一方であった（Asaduzzaman & Hye, 1998）。 

そのようななか、1986 年にカラバガン（Kalabagan）地区で、市の対応に業を

煮やしたアサン・クラム（Mahbub Ahsan Khurram）と彼の友人数名が共同で 3 輪

車を購入し、それを厨芥運搬車に改造して、運転手を雇い、会員世帯を対象とす

る家庭ごみの戸別有料回収を開始した。ダッカ市のごみ処理における最初の民

間事業である。クラムは周辺住民との協議を繰り返し、サービスに不満であれば

サービス料を支払わなくてもよいという条件まで出して会員を増やしていった。

彼の事業が提供したサービスは、会員世帯のごみを有料で戸別回収し、市が設置

したごみ集積所まで運ぶサービス、すなわち前章で紹介したヴァンワラ（van 

wala）と呼ばれる 1 次収集サービスである。これによって街路のごみの山が減っ

た。バングラデシュ・テレビ局はドキュメント番組を作成して、改善された町の

様子を伝えた（Ahmed & Ali, 2005）。その後、この事業が各地で模倣され、カタ

ルバガン（Kathalbagan）地区では、2 人の市の清掃員が区長（Ward Commissioner）

の支援を得て同様のサービスを開始した。2 人は、ほぼ毎日、市の清掃業務を終

                                                   

これは世界中で広く見られることである。日本でも、ぼろ・屑物が商取引の対象となり、そ

の収集や取引を取り締まる必要があったことや、衛生上の問題からごみの廃棄を取り締ま

る必要があったことなどを背景に、明治 8 年に、廃棄物管理を含む衛生行政が文部省から内

務省に移され、内務省管轄下の警察行政と地方行政が担当するようになっている。コレラ発

生時などは、患者の隔離、消毒などを警察がおこない、下水やごみ溜めの清掃にも巡査がひ

とつひとつ点検・注意をして歩いた（稲村, 2015）。 
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えてから、戸別回収に回った。これら初期の民間事業にならって、同様の事業形

態はカラバガン・カタルバガン・アプローチと呼ばれるようになった。現在では、

ダッカ市内のほとんどの地区でこういった民間業者による家庭ごみの戸別回収

がおこなわれている（Asaduzzaman & Hye, 1998; Bhuiyan, 2004）。 

やがて住民の側に、これらごみ収集業者に頼るとともに、彼らを支える動き

が起こってきた。住民がグループを形成し、大口の安定顧客として収集業者と契

約したり、住民グループで収集人や清掃員を雇用したりしはじめたのである

（Islam & Mahjabeen, 2003; Al-Amin, Islam & Ahmed, 2007）。これらの住民グルー

プ形成の背景には、バングラデシュの歴史のなかで培われてきた、政府に頼らな

い住民たちの互恵・互酬があった（Bhuiyan, 2004; Al-Amin, Islam & Ahmed, 2007）。

また、住民グループの成否の要因として、信頼、互恵、共有、社会的ネットワー

クなどの社会資本（social capital）が挙げられている（Pargal, Huq & Gilligan, 1999; 

Bhuiyan, 2004）。 

たとえば、2013 年 2 月当時、ダッカ市の第 48 区（Ward 48）47には、5 つのご

み処理専門の住民グループと、18 のごみ処理に関係する NGO があった。筆者

は、2013 年 2 月 17 日に、そのうちの 2 つの住民グループの代表者と 1 社の収集

業者のグループ・インタビューをおこなった。一方の住民グループは、定年退職

した元銀行員の男性をリーダーとする、約 80 件の世帯からなるグループで、も

う一方は、女性の小学校教師をリーダーとする、約 50 件の世帯からならグルー

プで、ともに同一の収集業者と契約を結んでいた。この収集業者は、44 人の収

集人を抱え、22 台のリキシャバン（自転車つきリヤカー）を有する比較的規模

の大きい業者であった。彼らの話によると、このグループと収集業者の関係は非

常に良好であり、住民グループと業者が話し合って、収集の曜日、時間、収集ル

ート、収集料金を決めていた。また、住民は収集人の日々の仕事をモニタリング

し、問題や不満がある場合はグループ代表に連絡し、グループ代表が業者の代表

に連絡していた。 

これらごみ収集業者をめぐる一連の動きは、知識の観点から見ると、現地の

現状のなかから、そこで生きる人々によって生み出され、定着した、典型的なロ

ーカルナレッジである。 

このように、ダッカのごみ処理に関して、住民と事業者の連携は自然発生的

に始まり、定着していった。廃棄物管理のひとつの有効な手段とされている民間

連携（PPP: Public Private Partnership）（CWG, 2005; ADB, 2011; IFC, 2014）の、住

民と民間企業の連携はなされているわけである。しかし、PPP のもうひとつの主

要なアクターであるダッカ市（行政）は、住民ともごみ収集業者とも、長年ほと

                                                   
47 ダッカ市 48 区（Ward 48）は面積 2.505 ㎢、人口約 13 万人の住宅・商業地区である。市

による廃棄物管理は、ひとりの清掃監督員（CI: Conservancy Inspector）と 67 人の清掃員に

よって賄われていた（2013 年 2 月当時）。 
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んどコミュニケーションをとってこなかった。そのため、住民活動と民間事業者

によるごみ収集事業は、無計画に、統制されることなく展開されてきた（Yousuf, 

2007）。しかし、2000 年以降の日本政府の援助介入を受けて、ダッカ市は、より

システマティックなごみ収集のために、2002 年にごみ収集業者の許可制度を導

入した（これはクリーンダッカ・プロジェクトが提案・推進したものである）。

しかし、それまで廃棄物管理に関する利権を独占していた区長が収集業者の活

動を許可しなかったり、市の清掃員と民間のごみ収集人の間でトラブルが発生

するといった例も依然として見られた（Yousuf, 2007）。 

なお、ダッカ市には焼却や堆肥化といった処理プロセスは存在せず48、ダッカ

市の廃棄物管理は収集・運搬・処分の 3 つのプロセスからなっている（図 3-1 参

照）。 

ごみ集積所から最終処分場までのトラック運搬（2 次収集）は市の所掌であ

る。しかし、トラックの数の不足やずさんな運行管理のために十分な収集がおこ

なわれず、集積所にはごみがあふれ、何日も放置されて異臭を放つ状態が続いて

いた。また最終処分場は、衛生処理や覆土などがまったくおこなわれない「巨大

なごみ溜め」（日本人専門家 A 氏, 2013 年 1 月 28 日於ダッカ）だった。 

 

3.3 計画プロセス 

以上のような状況を受けて、1994 年、バングラデシュ政府は首都ダッカの廃

棄物管理改善のための技術協力を日本政府に要請することを決定した。 

 

 

図 3-1 ダッカ市の廃棄物管理の流れ（プロジェクト開始前）（筆者作成） 

                                                   
48 ウェイスト・コンサーン（Waste Concern）という NGO 団体が 1995 年から「地域社会密

着型個別回収コンポスト化事業」すなわちごみの堆肥化をおこなっている（三宅, 2008）。し

かし、1 日の収集量は 1～2 トンと決して大きくはなく、市の廃棄物管理に影響を与える規

模ではない（廃棄物管理局主任技官 B 氏, 2013 年 2 月 2 日於ダッカ）。 

住民

ごみ収集業者

清掃監督員（CI） 清掃員

ごみ集積所（ダストビン／コンテ

ごみ収集車 最終処分場（埋立地）

収集（1次収集）

運搬（2次収集）

処分
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JICA は、組織体制の脆弱さや公共教

育・住民参加の不足といった開発途上

国に共通の問題（桜井, 2000）に加えて、

汚職・腐敗というダッカ市固有の問題

（JICA, 2003）49から支援の実行を躊躇

していたが、2000 年にようやく支援要

請を受けることになった。 

JICA の技術協力プロジェクトの案

件形成プロセスの基本的な流れはおよ

そ次のようになっている（図 3-2 参照）
50。まず、先方政府からの協力要請を受

けて①現状調査をおこなう。これは単

独の専門家（コンサルタント）による数

か月間の調査としておこなわれること

が多い。JICA では、調査期間 1 年未満

の専門家派遣による調査を「短期派遣

専門家調査」と呼んでいる。この調査で

は、当該課題に関する現状調査をおこ

なって問題・課題を確認したうえで、現

状改善の大まかな方向性や方策を示

す。調査の結果、先方政府が当該分野の開発基本計画を有しておらず、その計画

策定が先決であると判断された場合、JICA は②マスタープラン策定を提言する。

本来、マスタープランは先方政府が策定するべきものであるが、技術的・財政的

にそれが困難な場合は、JICA がそれを支援する。マスタープラン策定支援の調

査は「開発調査51」と呼ばれる。マスタープランは「多種のプロジェクトが総合

化し、地域開発的色彩が濃い場合、あるいは、あるプロジェクトが多目的のプロ

ジェクトからなっている場合などにおいて最初の手段として必要」（国際開発ジ

ャーナル社, 1998, p.151）とされている。マスタープランが策定されたら、次は

                                                   
49 「バングラデシュは世界で最も腐敗している国であるという一部報道がなされているが、

ダッカ市はそのなかでも、特に腐敗している政府機関のひとつという見方がバングラデシ

ュの一般市民の認識のようである」（JICA, 2003, p.42）。 
50 本論文の論旨に特に関係するプロセスを取り上げたものであり、技術協力プロジェクト

案件形成業務のプロセスを厳密に示すものではない。 
51 「開発調査」は、マスタープラン策定などの政策支援調査、自然災害や紛争などに対する

緊急支援調査、先方政府による事業化を想定した実行可能性調査（フィージビリティ調査）

などをおこなう事業である。現在（2016 年 12 月）は「開発計画調査」と呼ばれている（JICA

ホームページ https://www.jica.go.jp/activities/schemes/tech_pro/summary.html 2016 年

12 月 11 日アクセス）。 

協力要請

① 現状調査

開発計画

② マスタープラン
策定

③ プロジェクト

計画

プロジェクト
実行

なし
あり

図 3-2 JICA 技術協力プロジェクト 

案件形成プロセス（筆者作成） 
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その実行である。実行も、本来は先方政府によってなされるべきものであるが、

それが困難な場合は JICA がこれを支援する。マスタープランは総合計画である

ため、マスタープランで計画されたすべてのプロジェクトを実行するわけでは

なく、緊急度や実行可能性の高いものから実行することになる。すなわち③プロ

ジェクト計画に進む。また、①の現状調査によって先方政府が開発基本計画を有

していることが分かった場合も、マスタープランを策定する必要はないので、③

プロジェクト計画に進む。先方政府によるプロジェクトの実施を JICA が支援す

る場合、そのプロジェクトは「技術協力プロジェクト52」と呼ばれ、その計画プ

ロセスが③プロジェクト計画である。この調査は 2 週間程度の短期調査で、技

術協力プロジェクトの「事前調査53」と呼ばれる。PDM（Project Design Matrix）

が作成されてプロジェクト・スコープが決定されるのはこの段階である。ここで

作成されたプロジェクト計画書が JICA 本部に持ち帰られ、決裁を受けてプロジ

ェクト実施が正式決定される。 

クリーンダッカ・プロジェクトの場合、JICA はまず、2000 年に①現状確認の

ためにコンサルタント 1 名を現地に派遣し、6 か月間の現地調査をおこなった。

「短期派遣専門家調査」である。この調査によってダッカ市に廃棄物管理に関す

る基本的・包括的開発計画が存在しないことが確認された。そこで JICA は、2003

年から 2005 年の 2 年間、コンサルタント・チームを派遣して「開発調査」をお

こない、ダッカ市廃棄物管理のマスタープランを作成した。ダッカ市廃棄物管理

の長期戦略を立てたのである。このマスタープランは「クリーンダッカ・マスタ

ープラン」と呼ばれている。次に、マスタープラン作成後の 2005 年から 2006 年

の 1 年間、開発調査のフォローアップとして、技術協力プロジェクトにつなげ

るための準備作業をおこなった。準備作業としては、廃棄物管理局（WMD）設

置の推進や、住民参加や収集改善に関するパイロット・プロジェクトなどがおこ

なわれた。こうした準備をへて、クリーンダッカ・マスタープランを実行するた

めの技術協力プロジェクト「クリーンダッカ・プロジェクト」が開始されること

になり、2006 年に「事前調査」がおこなわれてプロジェクト計画書が作成され

た。そして 2007 年、技術協力プロジェクト「クリーンダッカ・プロジェクト」

が始まった。 

すなわち、クリーンダッカ・プロジェクトの計画は、①短期派遣専門家調査

（2000 年）による現状確認、②開発調査（2003 年～2006 年）によるマスタープ

                                                   
52 「技術協力プロジェクト」は、専門家（コンサルタント含む）の派遣、研修員の受入れ、

機材の供与という 3 つの協力手段を組み合わせ、ひとつのプロジェクトとして一定の期間

に実施される事業である（JICA ホームページ https://www.jica.go.jp/project/ 2016 年 12 月 11

日アクセス）。 
53 「事前調査」はその後「事前評価調査」と呼ばれるようになり、現在（2016 年 12 月）

は「詳細計画策定調査」と呼ばれている。この経緯からも分かるように、事前調査は、プロ

ジェクトの詳細計画を策定し、その計画内容を計画者自身が自己評価するものである。 
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ラン策定、③事前調査

（2006 年）によるプロ

ジェクト計画という 3

つの調査によっておこ

なわれたことになる。

次項以下で、これら 3

件の調査において、ど

のような調査がおこな

われ、どのような長期

戦略とプロジェクト計

画が策定されたのか、

そしてそのなかでどの

ような知識の創造・共

有・活用があったのか

を見ていく。 

なお、ダッカ市廃棄

物管理の改善には、技

術協力プロジェクトの

ほかに、最終処分場の

改善・新設、ごみ収集

車の買い替え、住民教

育など様々な働きかけが必要であり、それらにひとつひとつ対応していった結

果、廃棄物管理の包括的・総合的な改善を目指したプログラム的アプローチ54が

形成された。JICA がおこなったこれらの事業を表 3-1 にまとめた。このように

して、本論文で分析するクリーンダッカ・プロジェクトを含めて、JICA による

ダッカ市廃棄物管理改善のための支援は 2000 年から 2013 年の 13 年に及ぶこと

になった。本節では、13 年におよぶダッカ市廃棄物管理に対する JICA 支援の第

1 弾となった短期派遣専門家による現状調査以降の、クリーンダッカ・プロジェ

クトの計画プロセスを見ていく。 

 

3.3.1 現状確認 

日本による技術協力の必要性とプロジェクトの実行可能性を検討するために、

ダッカ市廃棄物管理の現状調査とニーズ調査を目的として、2000 年 2 月から 20 

                                                   
54  「プログラムは、プロジェクトの個別的なマネジメントでは得ることのできないベネフ

ットを得るために、調和の取れた方法でマネジメントされるプロジェクト、サブプログラム、

およびプログラム活動のグループとして定義される」（PMI, 2013, p.9）。 

プロジェクト
プロセス

作業 JICA事業名 期間 実施年

① 現状確認
短期派遣専門家

調査
6ヵ月 2000年

② マスタープラン
策定

開発調査 26ヵ月
2003年～
　　2006年

③ プロジェクト
計画

事前調査
（事前評価）

10日 2006年

実行
（Do）

本体フェーズ
プロジェクト実行

クリーンダッカ・
プロジェクト

本体フェーズ
2年

2007年～
　　2008年

評価
（See）

本体フェーズ
プロジェクト評価

本体フェーズ
中間評価調査

19日 2008年

実行
（Do）

本体フェーズ
プロジェクト実行

クリーンダッカ・
プロジェクト

本体フェーズ
2年

2008年～
　　2011年

評価
（See）

本体フェーズ
プロジェクト評価

本体フェーズ
終了時評価調査

20日 2011年

実行
（Do）

プロジェクト
実行

（延長フェーズ）

クリーンダッカ・
プロジェクト

延長フェーズ
2年

2011年～
　　2013年

評価
（See）

延長フェーズ
プロジェクト評価

延長フェーズ
終了時評価調査

14日 2013年

計画
（Plan）

図 3-3 クリーンダッカ・プロジェクトの 

計画・実行・評価プロセス（筆者作成） 
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表 3-1 JICA によるダッカ市廃棄物管理改善支援（筆者作成） 

 

00 年 8 月の 6 か月間にわたって短期派遣専門家調査がおこなわれた。派遣され

たのは、開発途上国の廃棄物管理関係の調査経験を有するコンサルタント 1 名

である。現地での調査は、この日本人専門家を中心として、ダッカ市技術局

（Engineering Dept.）の主任技官（Executive Engineer）と技官補（Assistant Engineer）

がその補佐にあたる形でおこなわれた。 

以下に本調査の報告書（JICA, 2000）の分析を通して、いかに現状確認がおこ

なわれ、それがいかにプロジェクト計画につながったかを確認する。同報告書の

章立ては以下のようになっている。 

 

1 章 導入 

2 章 現状に関する基礎調査 

3 章 ダッカ市の廃棄物管理の現状 

4 章 ダッカ市の廃棄物管理で使用されるトラックと機材 

5 章 ダッカ市の収入と開発活動に関する財務 

6 章 ダッカ市の廃棄物管理に関連する部局の機能 

7 章 ダッカ市の廃棄物管理に関して確認された問題 

8 章 将来のニーズ 

9 章 提言および問題解決のためのアクションプラン 

10 章 結び 

 

調査報告書（JICA, 2000）によると、この調査は、ダッカ市の廃棄物の発生量、

収集状況、市の廃棄物管理関係部局の体制、技術力、保有機材、財務状況などに

関する現状（3 章～6 章）を確認し、そのうえで市民も含めた市全体と市政府の

実施年 期間 事業 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

2000 6ヵ月 短期派遣専門家調査 短専

2003 - 2006 26ヵ月 開発調査（ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定）

2005 - 2006 1年 開発調査（ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ）

2005 - 2009 5年 処分場建設

2006 - 現在 10年 青年海外協力隊派遣

2006 10日 事前調査（事前評価） 事前

2007 - 2011 4年 プロジェクト実施（本体ﾌｪｰｽﾞ）

2008 19日 中間評価（本体ﾌｪｰｽﾞ） 評価

2009 - 2010 2年 収集車供与

2011 20日 終了時評価（本体ﾌｪｰｽﾞ） 評価

2011 - 2013 2年 プロジェクト実施（延長ﾌｪｰｽﾞ）

2013 14日 終了時評価（延長ﾌｪｰｽﾞ） 評価

プロジェクト実施

開調

開調FU

処分場建設

青年海外協力隊派遣

プロジェクト実施

収集車
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廃棄物管理に関する問題（7 章）およびニーズ（8 章）を摘出し、それらの問題

を解決するための解決策を提言（9 章）している。表 3-2 に同報告書に記載され

た主要な問題点およびニーズとそれらに対する提言（解決策）をまとめた。 

表中の「組織・体制」の問題について補足をすると、当時、ダッカ市では廃

棄物管理業務を保全局（Conservancy Dept.）、技術局（Engineering Dept.）、運輸局

（Transportation Dept.）の 3 つの異なる部局が担当していた55。しかし、これらの 

 

表 3-2 現状確認調査によって確認された問題と原因および解決策 

 問題と原因 解決策 

法律・規則 現在の廃棄物管理関係の法律・規則

は市の業務および責任について曖昧

なガイドラインを示すにとどまって

いる。そのため市は廃棄物管理に関

する責任が果たせていない（p.43）。 

廃棄物管理関係の法律・規則が

不十分・不適切であるため、適切

な法律・規則を整備するべきで

ある（p.52）。 

組織・体制 ダッカ市においては 3 つの異なる部

局が廃棄物管理に関わっており、こ

れらの部局間の連携・調整がないた

め、廃棄物の収集・運搬の労働効率お

よびシステム効率が悪い（p.45）。 

これらの効率を向上させるため

に、3 部局を統合し、一元的に廃

棄物管理をおこなう部局を設置

するべきである（p.45）。 

収集 清掃員はほうき、すき、くまで、一輪

車といった道具を用いて手作業で清

掃をおこなっているため、作業に時

間がかかり効率が悪い（p.39）。 

手作業による清掃は効率が悪く

危険でもあるため、清掃作業を

機械化するべきである（p.43）。 

運搬 本調査による廃棄物排出量の推計に

よると、現在 332 台の収集車によっ

て総排出量の 40%しか収集できてお

らず、100%収集するにはさらに 301

台の収集車が必要である（p.32）。 

直ちに 301 台の収集車を調達す

る（p.53）。 

処分 最終処分場では開放埋立がおこなわ

れているため、浸出水による地下水

汚染、発生ガスによる大気汚染や発

火・爆発などが起きている（p.44）。 

これらの環境汚染を抑制するた

めに衛生埋立を導入するべきで

ある（p.44）。 

注：表中のページ番号は短期派遣専門家調査報告書（JICA, 2000）のページ番号 

出典：JICA（2000）より筆者作成（下線は筆者） 

                                                   
55 「保全局」は市内の清掃をおこなう部局で、90 人の清掃監督員（CIs）と約 7,000 人の清

掃員（当時）が所属していた。「運輸局」は市の運輸・交通関係を運行・管理する部局で、

廃棄物管理に関してはごみ収集車の運転手が所属していた。「技術局」は市の技術部局で、

土木、電力、電気、機械、車両等すべての技術に関する業務を担当しており、廃棄物管理に

関してはごみ収集車や最終処分場の重機の整備および修理を担当していた（JICA, 2003）。 
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部局は縦割りで、相互に連絡・報告もなければ、権限や指揮命令系統も他部局に

は及んでいなかった。ダッカ市に何人の清掃員がいるのか、何台のごみ収集車が

あり、そのうち何台が稼働しており、どういう収集ルートになっているのか、ど

れだけの量のごみを収集しており、それは市の総ごみ量の何％なのかといった

ことを把握している部局が存在しない状態であった。この状態に対して本調査

は、3 部局を統合して一元的に廃棄物管理をおこなう部局を設置することを提言

した（JICA, 2000）。 

報告書（JICA, 2000）から見られる本調査の特徴は以下のとおりである。 

 

(1) 問題の確認と原因の分析 

現状の問題の把握に関しては、後続調査（JICA, 2003, 2005b）でもほぼ同様の

問題が確認されており、すでにこの時点で主要な事実をピックアップしていた

といえる。しかし問題の原因の分析は、市が責任を果たせないのはガイドライン

が曖昧なため、収集・運搬の効率が悪いのは 3 部局間の連携・調整がないためと

いった具合に、実際にはひとつの問題には様々な複数の原因があるにも関わら

ず、問題と原因が 1 対 1 対応で、単純な浅い分析にとどまっている。また、個々

の問題の原因は分析されているが、問題相互の関係、すなわち問題構造全体のシ

ステム的分析はなされていない。 

 

(2) 解決策の提示 

問題に対する解決策が、法律・規則を整備する、部局を設置する、収集車を

調達する、といった具合に、ないものを整備・設置・調達するという対策にとど

まっている。ダッカ市が現状で有する社会資本（住民のなかから発生したごみ収

集サービスなど）を生かしたり伸ばしたりする案は、市職員の教育・訓練と市民

に対する啓蒙以外には見られない。また、解決策の実行可能性（フィージビリテ

ィ）を検討した旨の報告はない。 

 

(3) マスタープラン策定の提言 

以上のような問題の確認および解決策の提言をおこなったあとで、同報告書

はダッカ市の廃棄物管理に関する「マスタープラン」の策定を提言している。こ

の提言は第 8 章「将来のニーズ」で唐突に現れ、「海外および国内の専門家やコ

ンサルタント、大学教授、経験あるダッカ市の技術職員などでチームを編成し、

今後 15 年を見据えたマスタープランを可及的速やかに策定することが求められ

る」（JICA, 2000, p.46）というだけで、その内容や必要とされる理由は説明され

ていない。あたかも、マスタープラン策定を提言することが本調査の既定の方針

であったかのようであり、マスタープランといえばその内容は説明するまでも

なく周知のものとされているかのように読める。すなわち、本節冒頭で解説した、
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①現状調査・②マスタープラン策定・③プロジェクト計画という定型的な流れ

（図 3-2 参照）を作ることが調査の前提とされていたことがうかがえる。 

 

(4) ダッカ市側の関与 

問題に対する解決策のなかに、関連部局の統合、清掃の機械化、301 台の収集

車購入という案が含まれている。関連部局の統合に関しては、新部局のトップ 3

名を経営学修士号（MBA）を有する工学士とし、職員には土木、環境、機械、化

学、社会学、会計学、保健、法律の専門家を配することを提言している（JICA, 

2000, p.45）が、現在のダッカ市の人材状況から見てもおよそ実現可能性の低い

提言といわざるをえない。街路清掃の機械化も、301 台の収集車購入も、市内の

交通事情や市政府の財政状況に照らすと到底現実的とはいえない。このような

提言がなされることに対して、調査に関わった 2 名のダッカ市職員からのイン

プットはなかったのだろうか？ 

当事者たちから直接情報を得ることはできなかったが、後続調査の調査報告

書、クリーンダッカ・プロジェクトの進捗報告書ならびに関係者へのインタビュ

ーから、ダッカ側が、1）日本側からの提言や条件が実現困難なものであっても、

それを指摘して技術協力プロジェクトの実施を危うくするようなリスクを避け

た、2）計画は計画であって、それがすべて実行されるとは思っていなかった、

3）自分たちには困難であっても、外部者の立場であれば、あるいは日本の技術

力・経済力をもってすれば可能かもしれないと考えていたことなどが推測され

る。これらについては次項 3.3.2 で詳しく見るが、これらの理由から、本調査に

おいて、日本側からの提言に対して、バングラデシュ側からその実現可能性を危

ぶむ声が出ることがなく、結果的に、日本側の視点を中心とした提言が報告書に

残ることになったと思われる。 

 

3.3.2 マスタープラン策定 

短期派遣専門家調査の提言を受けて、ダッカ市は「開発調査」の実施を日本

政府に要請し、短期派遣専門家調査の 2 年後、JICA はダッカ市廃棄物管理のマ

スタープラン策定を目的とした開発調査を実施した。調査期間は、2003 年 11 月

から 2005 年 3 月の 14 か月にわたる本体調査と、2005 年 3 月から 2006 年 3 月の

12 か月にわたるフォローアップの計 26 か月。調査の目的は、本体調査はマスタ

ープランの策定、フォローアップはマスタープラン実行のための準備である。日

本側調査団は、本体調査は 14 名、フォローアップは 4 名のコンサルタントから

構成された。本体調査の団員 14 名の専門分野は以下のとおりである（JICA, 2003）。 

 

・廃棄物政策 
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・組織・制度／人材育成 

・廃棄物収集・運搬計画 

・住民参加／社会配慮 

・法制度／有害廃棄物管理 

・財務・経営分析 

・資源循環システム分析・計画 

・廃棄物関連施設整備計画／環境影響評価 

 

調査団員はフルタイムでの現地駐在はしておらず、担当業務によってまちま

ちだが、2 か月から 4 か月程度の現地派遣を年に数回繰り返すかたちで業務にあ

たった。なお、先の短期派遣専門家調査をおこなったコンサルタントは本調査に

は参加していない。 

上記のような日本側の調査団体制に対して、バングラデシュ側はそれぞれの

日本人専門家に複数名のカウンターパートを配し、日本人専門家の指導を受け

ながら、日本人専門家とともに調査およびマスタープラン策定にあたった。バン

グラデシュ側カウンターパートの総数は 30 名で、このなかには先の短期派遣専

門家調査の補佐にあたった技術局主任技官も含まれている（JICA, 2005b, p.1-6）。 

以下に本開発調査の報告書（JICA, 2005b）の分析を通して、開発調査がどの

ようなマスタープランを策定し、それがいかにプロジェクト計画につながった

かを確認する。同報告書の章立ては以下のようになっている。 

 

1 章 導入 

2 章 ダッカ市の廃棄物管理の現状 

3 章 ダッカ市の廃棄物管理の評価 

4 章 マスタープランの枠組み 

5 章 目標と戦略 

6 章 ダッカ市の廃棄物管理改善のためのマスタープラン 

7 章 優先プロジェクトおよびプログラム 

8 章 評価と結論 

 

第 3 章「ダッカ市の廃棄物管理の評価」は、ダッカ市の廃棄物管理に関する

問題点の指摘である。本開発調査は、先の短期派遣専門家調査同様、まずダッカ

市廃棄物管理の現状における問題点を洗い出したうえで（3 章）、それらの問題

に対する解決策を提言している（5 章）。問題と解決策が同報告書の表「目標と

戦略」（JICA, 2005b, pp.5-3～5-8）にまとめられているので、その抜粋を表 3-3 に

示す。なお同表は、「課題」（問題）を解決することによって実現することが目指

される将来の「目標」を提示し、その「目標」を達成するための「戦略」（問題
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の解決策）を提言するという構成になっている。 

 

(1) 問題の確認と原因の分析 

現状の問題の把握は、調査団員の多さと調査期間の長さを反映して広範・詳

細にわたっているが、取り上げている主要な問題は先の短期派遣専門家調査と

同じである。すなわち、 

 

・廃棄物管理関連の法律・規則が不備（法律・規則） 

・廃棄物管理に関わる 3 つの部局間の連携がない（組織・体制） 

・清掃業務が非効率的（収集） 

・収集車の修理に時間がかかる（運搬） 

・開放埋立がおこなわれている（処分） 

 

といった問題が本開発調査においても主要な問題として取り上げられている。

短期派遣専門家調査と異なるのは、 

 

・ごみ収集業者に関する問題点を多く取り上げている（収集） 

・住民参加の不足を大きく取り上げている（収集・運搬） 

・収集車運転手の不正（運行の水増し記録）56を取り上げている（運搬） 

 

といった点である。 

なお、本開発調査の報告書中に先の短期派遣専門家調査への言及

はまったく見られない。開発調査に参加したコンサルタントへのイ

ンタビューにおいても、短期派遣専門家調査報告書は通読し、参考

にはしたが、調査に際しては、先行調査の結果を踏まえ、それを発

展させるといったことは意識していなかったということである（開

発調査参加コンサルタント A 氏, 2017 年 1 月 6 日於東京）。 

 

 

                                                   
56「車両の運行日誌も記録することになっているが、出庫時間、帰庫時間、帰庫の運転手の

サインはほとんど記録されていない。また、運搬車両はガレージの責任者から毎日 65 リッ

トル分の燃料クーポンを受け取り、ガスステーションにて燃料の補給を行っているが、実際

の補給量は記録されていない。これらの記録システムが意味するところは、正確な運搬車両

の稼働実態も実際にはほとんど把握されておらず、職員が燃料を不正に受給しているとい

う実態を裏づけるものとなっている」（JICA, 2003, p.25）。 

分業・直列

型調査 



49 

 

表 3-3 マスタープランの課題・目標・戦略 

 課題 目標 戦略 

法律・ 

規則 

 市とごみ排出者の責任分担が

不明瞭 

 法令の強制力（処罰）が弱い 

1. 市とごみ排出者間の責任分担の

明確化 

2. 法令の遵守 

1. コンテナ設置条件を規定することにより、市・ごみ収

集業者・住民の責任を定義する 

2. 法令違反に対する処罰手続きの起草と実施 

組織・ 

体制 

 廃棄物管理の計画・調整・監視・

評価担当者不在 

 地域単位廃棄物管理担当者不在 

 最終処分担当者不在 

1. 計画・調整・監視・評価能力の強

化 

2. 廃棄物管理組織の再編 

3. 地域単位廃棄物管理および市民

意識の向上のための能力強化 

1. 廃棄物管理局の設立 

2. 収集・運搬に関するゾーン事務所の機能向上 

最終処分場管理のためのタスクフォース設置 

3. 地域廃棄物管理係を廃棄物管理部の中に設置 

収集  市・ごみ収集業者・住民の協力・

調整の不足 

 ごみ収集業者許可制度の不備 

 ごみ収集業者の低い収集能力 

 ごみ収集業者の不均等な地域分

布 

1. 住民の収集参加の奨励 

2. 住宅密集地やスラム地域への収

集サービス拡大 

3. 収集の質と効率の改善 

1. 区廃棄物管理を通じた区単位の市・住民・ごみ収集業

者間の連携促進 

市によるごみ収集業者の監視・指導 

2, ごみ収集業の奨励 

均等な収集サービスの推進 

3. 効率的で地域にあった収集方法の開発 

運搬  ダストビン／コンテナの不適切

な構造・配置、数の不足 

 車両修理に時間がかかる 

 収集・運搬の水増し記録 

 清掃作業における衛生配慮欠如 

 清掃作業基準の未整備 

 市・ごみ収集業者・住民の交流の

欠如 

1. 収集・運搬能力の拡大 

2. 清掃能力の拡大・向上 

3. 収集・運搬・清掃の作業環境改善 

4. 清掃員の能力向上 

1. コンテナの貯留能力拡大 

現有車両による収集・運搬能力の拡大 

老朽車両の新車入れ替え 

車両修理の代替手段開発 

収集・運搬作業の標準化 

2. 清掃員の作業方法および配置の見直し・標準化 

3. 市職員および清掃員の環境・衛生意識の向上 

4. 清掃員の職務の拡大 
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処分  埋立て処分場を管理・規制する

責任機関の欠如 

 埋立て作業が不適切 

 重機が不十分 

 最終処分に対する予算・人材の

割当て不足 

1. 将来の埋立て処分場設立 

2. マトワイル処分場の改善 

3. 管理埋立への挑戦 

1. 新規処分場候補地を見つける 

法定手続きを促進し土地収用を早める 

2. マトワイル処分場への覆土・排水路・浸出水集水・ガ

ス抜きなどの導入 

3. マトワイル処分場改善のためのタスクフォース設置 

タスクフォースを全ての処分場に設置 

住民 

参加 

 コミュニティ意識の欠如 

 地域住民の廃棄物管理に対する

低い参加志向 

 環境教育が不十分 

 市民の意識向上に向けた市の

IEC 活動の欠如 

1. 廃棄物管理における持続的で社

会的に受容可能な住民参加 

2. 関係者の意識向上 

1. 住民・コミュニティ・区長・市の連携樹立 

区単位の廃棄物管理の確立 

2. 地域の状況に適した啓発方法の開発 

子供時代の行動変容のための若い世代の教育推進 

政策決定者および市職員の意識向上 

出典：JICA (2005b), pp.5-3～5-7 より抜粋
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問題の原因分析

は広範・詳細にわ

たっておこなわれ

ているが、短期派

遣専門家調査 同

様、問題構造のシ

ステム分析はおこ

なわれていない。

唯一の例外とし

て、「住民参加」の

項で「社会的側面

から見た廃棄物管

理の問題構造」が

分析されている

（図 3-4 参照）。し

かし、分析対象が

限定的で、ダッカ市全体の問題状況を網羅的に分析したものではない。 

 

(2) 解決策の提示 

問題に対する解決策は、方向性を示す程度のものから比較的具体的なものま

でが混在しているが、総じて先の短期派遣専門家調査よりも具体性は増してい

る。たとえば、「市とごみ排出者の責任分担が不明瞭」（表 3-2, 3-3）という問題

は両調査で指摘されているが、その解決策が、先行調査では「適切な法律・規則

を整備する」（表 3-2）にとどまっていたものが、本調査では「コンテナ設置条件

を規定することにより、市・ごみ収集業者・住民の責任を定義する」（表 3-3）と、

より具体的なものになっている。このような解決策の先行調査からの漸増的な

具体化は、廃棄物管理局の設置や衛生埋立の導入などにも見られる。ただし、前

項でも見たとおり、先行調査の結果を引き継いで、それをさらに具体化・詳細化

するといったことは意図されていない。 

解決策の実行可能性については、短期派遣専門家調査で見られたような実行

困難と思われる案は見られなくなっているが、個々の解決策に関する実行可能

性の検討はおこなわれていない。技術的・財務的・経済的な実行可能性調査は高

度な専門性と相当の作業量を要するものであり、報告書で報告されていないと

いうことは、調査スコープに含まれていなかったということである。調査団メン

バーへのインタビューによると、マスタープラン実行の手段として、技術協力、

無償資金協力、専門家派遣など様々な援助方式が考えられ、またその規模や実施

体制なども特定できない段階では実行可能性を検討するのは難しいとのことで

図 3-4 社会的側面から見た廃棄物管理の問題構造 

出典：JICA (2005b), p.3-16 
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あった（開発調査参加コンタクト A 氏, 2017 年 1 月 6 日於東京）。 

 

(3) 区単位ごみ収集 

本マスタープランに関して注目するべき点は、次節で詳しく検討する WBA

（Ward-Based Approach）の原型となる、区（ward）57を単位としたごみ収集が発

想されたことと、住民参加が取り入れられたことである。これは、ごみの発生源

であり、その排出に責任を負っている住民の協力なくして収集の改善は望めな

いという「自明のこと」（JICA, 2005b, p.6-1）の認識にもとづく提案である。こ

こでいう区単位ごみ収集は、住民参加のための枠組みであり、その内容は、区レ

ベルの組織（区ごみ収集委員会）やコミュニティ・レベルの組織（コミュニティ

単位ワーキンググループ）といった住民参加のための組織づくり、これらの組織

による区単位およびコミュニティ単位のごみ収集計画の策定、それら住民活動

に対する市の支援といったものである。あくまでも住民参加の促進を目的とし

た区単位ごみ収集である点が次節で見る WBA とは異なっている58。 

この住民活動に関する提言は、本開発調査のフォローアップ段階において試

行された。パイロットとして 2 つの区が選ばれ、住民代表を集めた会議や、住民

参加のキャンペーンやポスター配布などを実験的におこなった。住民の提案で、

大学生が中心となってドラマを作ってキャンペーンの際に公演したりもした。

しかし、これらの住民活動は、試行期間が短かったこともあって、調査団主導で

おこなわれ、ダッカ市も積極的に関与するには至らず、開発調査終了後、時を経

ずして失速していった（JICA, 2006b）。 

 

(4) シナリオ・プランニング 

本開発調査は、マスタープラン策定にあたってシナリオ・プランニングをお

こなっている。人口増加とそれにともなうごみの発生量およびリサイクル量を

予測し、それにもとづいて、調査時点の収集量が維持される場合（シナリオ 1）、

調査時点の収集率が維持される場合（シナリオ 2）、発生源での減量と収集率の

向上をおこなう場合（シナリオ 3-A）、発生源での減量がなくシナリオ 3-A 以上

の収集率の改善をおこなう場合（シナリオ 3-B）の 4 種類のシナリオを比較検討

している。最終的に選択されたのはシナリオ 3-B である。選択理由は、街路・空

き地・池などに不法投棄されるごみの量を減らす効果がシナリオ 3-B が最大だ

                                                   
57 区（ward）は市の最小行政単位であり、当時、ダッカ市は 90 の区に分けられていた。区

長（Ward Commissioner）は区民による選挙で選出される。区の人口は約 2 万人から約 13 万

人とさまざまであり、平均は約 6 万人であった（JICA, 2005b, p.4-9）。 
58 区単位ごみ収集は住民参加を目的としたものであるが、WBA は収集・運搬・清掃を区の

なかで包括的・統合的におこなうことを目的としたもので、住民参加はその構成要素のひと

つにすぎない。 
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ったためである（JICA, 2005b, pp.4-18～4-25）。 

 

(5) ダッカ側の関与 

本開発調査の実施に先立って、JICA 職員を中心とした調査団が派遣され、先

方政府と開発調査の基本方針やスコープに関する正式合意を交わすための協議

がおこなわれた（JICA, 2003）。そこで問題になったのは廃棄物関連部署の統合

とマスタープランの策定すなわち開発調査の実施そのものだった。 

先の短期派遣専門家調査の提言を受けて、日本側は廃棄物関連部局の統合と

マスタープラン策定を技術協力プロジェクト実施の前提条件とした。まずダッ

カ市が保全局、技術局、運輸局の廃棄物関連部署を統合して新部局を設置し、そ

こが中心となってマスタープランを策定し、そのマスタープランを実行するた

めに技術協力プロジェクトを実施するという筋書きである。しかし、ダッカ市側

は一刻も早いプロジェクトの実施を望んでおり、新部局設置にもマスタープラ

ン策定にも及び腰だった。調査報告書（JICA, 2003）には、その様子が次のよう

に報告されている。 

 

（地方政府部の）会議においても、改めて早期の調査完了と具

体的な改善事業の実行が希望として表明された。（中略）いわ

く「当方はあくまで早期に調査を完結し具体的なダッカ市廃棄

物管理改善事業に着手したいが、日本側のシステムとしてマス

タープラン策定が必要で、それなくしては事業はできないとい

うことならば、そのことに留意せざるを得ない」（JICA, 2003, 

pp.63-64）。 

 

同報告書（JICA, 2003）では、上に引用した箇所以外にも、行く先々で同様の

議論が繰り返されたことが報告されている59。そこには、ダッカ市側の、一刻も

早く具体的な支援を得たいという思いとともに、部局統合の困難さに関する認

識があったと思われる。事実、その後、2008 年 10 月、ダッカ市は関連部署を統

合し、市政府内に廃棄物管理局（WMD：Waste Management Department）を新設

したが、その中枢をなす職員のほとんどが空席あるいは他部局からの出向者で

ある状態がプロジェクト終了時まで続いた（JICA, 2013）60。組織を変えること

は、言うまでもなく人事の異動をともなうものであり、職員のキャリアを左右す

                                                   
59 日本側が 17 か月の本体調査を提案したのに対して、ダッカ市側は 3～4 か月で切り上げ

ることを要求した。協議の結果、本体調査は 14 か月に短縮された（JICA, 2003）。 
60 2017 年 2 月 10 日に日本でおこなった廃棄物管理局主任技官 B 氏へのインタビューによ

ると、この状況は 2017 年 2 月時点でも変わっていなかった。 

ダッカ側の

事情 
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る。そのことに関して、後に、ダッカ市のある幹部職員61は次のように語った。 

 

組織改編は紙の上の話しです。実際には機能しない。現にして

いないでしょう？ ほとんどが出向者です。彼らはいずれもと

の部署に帰っていくんですよ。あとに残るのは空席。市による

新規採用もなかった。なぜか？ 7,000 人の清掃員がいるんで

すよ。もし市が清掃員や清掃監督員を新規採用しようとした

ら、彼らが止めるでしょう。監督員が清掃員を動かして、スト

ライキになるでしょう。簡単なことです。市はそれが分かって

いるから新規採用しない。そんなことをしたら今いる監督員が

出世できなくなる（2013 年 2 月 7 日於ダッカ）。 

 

この発言者は、クリーンダッカ・プロジェクトでも重要な位置を占めた人物

だが、プロジェクト開始前にはこのような見解を耳にした者は、少なくとも筆者

がインタビューした日本側にはいない。プロジェクトの実施を強く望んでいる

ときに、プロジェクトの実施を阻害するような情報をダッカ側は提供しなかっ

たということであろう。 

このことに加えて、ダッカ側から十分な情報提供がなかった理由として、ダ

ッカ側が日本側がやっていることを理解していなかったということも考えられ

る。開発調査とクリーンダッカ・プロジェクトの双方に長期にわたって関わった

清掃監督員のひとり G 氏は、インタビューに答えて次のように語っている。 

 

最初は JICA が何をやっているのか分からなかったです。われ

われ（清掃監督員）も、JICA がきて自分の仕事がどうなるのか

心配だった。清掃員も、仕事をとられるんじゃないかと思って、

プロジェクトに反対する者もいました（清掃監督員 G 氏, 2013

年 2 月 14 日於ダッカ）。 

 

また、日本人専門家も同様の点を指摘している。 

 

最初ね、あんまりよく分かんなかったって言ってましたね、

JICA のやってることが。（中略）最初の調査のときは何やって

るのか分かんなかったっていうんだから、最初のころに（ダッ

カ側から情報の）インプットがあったかっていうのは、難しい

んじゃないですか（日本人専門家 A 氏, 2016 年 10 月 15 日スカ

                                                   
61 本人の希望により、個人の特定につながる職位などの公表は控える。 

ダッカ側の

事情 

理解不足 

理解不足 

インプット

不足 
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イプ・インタビュー）。 

 

JICA が何をやろうとしているのかよく分からないために、ダッカ側としては

どのような情報を提供してよいかも分からなかったし、うかつなことを言って

プロジェクト実施を遠ざけることを恐れたということであろう。 

また筆者は、現地調査中に、ダッカ側関係者の多くが、「JICA がいることが

大事なんだ」、「日本人が顔を見せることが大事なんだ」と言うのを聞いた。外部

者であり支援者である JICA がそこにいるだけで、自分たちだけではできないこ

とができるということである。廃棄物管理局の設置も、自分たちには難しいが、

JICA の介入があればうまくやれるかもしれないと彼らが思った可能性も考えら

れる。 

すなわち、プロジェクト実施を阻害するような情報はあえて提供しない、日

本側がやろうとしていることがわかるまでは不用意な情報は提供しない、自分

たちには困難なことでも JICA の介入によって実現する可能性があれば、それが

困難であるという情報は提供しない、といったことから、開発調査の実施に先だ

って、また実施中においても、ダッカ側からの十分な情報提供があったとは必ず

しも言えない状況であったと推測される。 

以上のような調査を通して、2015 年の目標達成を目指すマスタープランが策

定され、そのなかから以下のような課題が、優先的に実行されるべきプロジェク

ト／プログラムとして選定された（表 3-4 参照）。 

このようにして、ダッカ市廃棄物管理の包括的マスタープラン「クリーンダ

ッカ・マスタープラン」は 2005 年 3 月に完成し、その後 1 年間の実行準備期間

（フォローアップ）をへて、2006 年末、マスタープランを実行するための技術

協力プロジェクトが始まった。 

 

3.3.3 プロジェクト計画 

マスタープラン実行のための技術協力プロジェクトを開始するにあたって、

まずおこなわれたのは、プロジェクトを計画し、計画内容を先方政府と確認し、

プロジェクト実施に関する正式合意を交わすことである。このような調査を

JICA では技術協力プロジェクトの「事前調査62」と呼んでいる。本件において

は、2006 年 10 月、2 名の JICA 職員の他に、社会配慮63を担当する大学教授、廃

棄物管理を専門とするコンサルタント、プロジェクト計画を専門とするコンサ 

                                                   
62 p.43 参照。 
63 ここでの「社会配慮」は 1）廃棄物に関係する偏見の除去、2）ウェイストピッカーの

フォーマライゼーション、3）地域社会内廃棄物管理（住民参加）の促進、4）環境・廃棄

物管理に関する市民の意識向上・環境教育の実施に関する配慮をいう（JICA, 2010b）。 
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表 3-4 クリーンダッカ・マスタープラン優先プロジェクト／プログラム 

収集 

住民参加 

区廃棄物管理システムの制度化 

ごみ収集業者の許可・監督システム設立 

ごみ収集業者支援 

区廃棄物管理システムの初期実施 

バングラデシュ廃棄物管理会議の組織化 

運搬および 

街路・水路清掃 

コンテナ、トラックの新規調達 

運転手、コンテナ清掃員の増強 

廃棄物管理系統の形成 

運転管理計画の策定 

清掃員および収集車運転手の能力強化 

最終処分 

マトワイル現行最終処分場の改善 

将来の最終処分場の確保 

ベリバンド最終処分場（違法）の閉鎖 

最終処分場管理組織の設立 

最終処分部門の能力強化 

法制面 

環境保護法・同規則および保全法の遵守 

法制度に関する市職員研修 

不法投棄を禁止するダッカ市自治体令第 150 条の執行 

組織面 

マスタープランにもとづいた年次実施計画の策定 

現場組織の改善 

廃棄物管理組織の改革 

廃棄物管理に関する市職員研修 

財務面 
廃棄物管理コストを明示する会計システムの改善 

マスタープラン実施に係る資金調達 

民間登用 民間登用パイロット・プロジェクトの継続および詳細評価の実施 

出典：JICA (2005b), pp.7-1～7-2 より筆者作成 

 

ルタントといったメンバー5 名からなる事前調査団が編成され、10 日間にわた

ってプロジェクト計画に関する先方政府との協議をおこなった。10 日間という

限られた期間内にプロジェクト・スコープの確定、スケジュール計画、実施体制

の構築などをおこなわなければならないため、現状調査は 2.5 日の現地視察に限

られた。したがって、この時点における日本側の現状認識は、もっぱらこれに先

立つ短期派遣専門家調査と開発調査によっていた。なお、短期派遣専門家調査お

よび開発調査に参加したコンサルタントは、この調査には参加していない。 
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(1) PCM ワークショップ 

本事前調査では、10日間という限られた調査期間のなかで、2日をとって PCM

ワークショップが開催された。参加者は、ダッカ市職員、NGO 職員64、JICA バ

ングラデシュ事務所職員、青年海外協力隊員、調査団メンバーの総勢 43 名。住

民は参加していない。ワークショップでは、関係者分析・問題分析・目的分析が

おこなわれ、時間の関係から、プロジェクト選択と PDM 作成はワークショップ

終了後に調査団とダッカ市側カウンターパートがおこなった。PCM ワークショ

ップを開催し、関係者の協議にもとづいてプロジェクト・スコープ案を作成する

のは、当時の JICA の事前調査の定型的なプロセスであった。 

 

(2) プロジェクト計画 

本事前調査において、プロジェクト期間は 2007 年 2 月から 2011 年 1 月の 4

年間とされ、プロジェクト名は「ダッカ市廃棄物管理能力強化プロジェクト」、

通称「クリーンダッカ・プロジェクト」と定められた。プロジェクト終了時まで

に達成が期待される「プロジェクト目標」、プロジェクト目標を達成するための

中間目標である「成果」、およびそれらの目標値である「指標」が表 3-5 のよう

に定められた。これらに加えて、活動、投入、外部条件（リスク）、前提条件が

プロジェクト・スコープとして PDM0（付録 2 参照）にまとめられ、PDM0 を添

付したプロジェクト計画書が JICA とダッカ市双方によって承認された。 

表 3-5 に見るように、クリーンダッカ・プロジェクトは、マスタープランが

提言した 7 項目に関する優先事項（表 3-4 参照）のうち、法整備と民間登用を除

く 5 項目を取り上げて実行しようというものであった。このプロジェクト計画

は、まず組織体制を強化し（廃棄物管理局の体制整備を含む65）（成果 1）、その

組織による一元的な管理のもと、収集改善（成果 2）、運搬改善（成果 3）、最終

処分場整備（成果 4）、財務改善（成果 5）をおこなう構成となった。 

 

(3) ダッカ側の関与 

本事前調査において、「収集ルートの見直しによるごみ収集効率の改善（成果

3 指標 1）」という、先行する 2 調査では見られなかった新たな計画が盛り込ま

れた。この計画は、ごみ収集車の運転手が運行距離の水増し報告をおこなって不

当に多くのガソリン代を受け取っているという、先の開発調査の報告を踏まえ 

                                                   
64 この NGO からは、職員数名が開発調査の際にローカルコンサルタントとして雇用されて

おり、彼らはのちにクリーンダッカ・プロジェクトにおいてもローカルコンサルタントとし

て雇用された。 
65 廃棄物管理局の「設置」はダッカ市の責任においておこなわれるものとされたために、

プロジェクト・スコープには入っておらず、プロジェクト実施の「前提条件」と位置づけら

れた。しかし廃棄物管理局の「体制整備」はプロジェクトの所掌（成果 1）とされ、そのた

めの活動がプロジェクト計画に取り入れられた。 
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表 3-5 クリーンダッカ・プロジェクト計画概要 

プロジェクト目標：ダッカ市の廃棄物管理サービスの向上 

指標 1 ごみ収集量の増加（1,400t/日から 2,053t/日に） 

指標 2 廃棄物管理に関する住民満足度の向上（36%から x%に） 

成果 1：ダッカ市廃棄物管理局のマネジメント能力の強化 

指標 1 会議、セミナー、ワークショップの回数の増加（x 回に） 

指標 2 廃棄物管理の優良事例の増加（x 件に） 

指標 3 ウェブサイトに掲示されたニュースレターの本数（x 本に） 

成果 2：住民参加型廃棄物管理の促進 

指標 1 プロジェクトが選択した区の 1 次収集に関する住民満足度の向上（x%に） 

指標 2 区単位の住民参加型廃棄物管理の実施地域数の増加（x 区に） 

指標 3 区単位の住民参加型廃棄物管理に関する活動事例の報告数（x 件に） 

指標 4 自分たちの廃棄物管理活動が順調に実施されていると評価した区住民委

員会メンバーの割合の増加（x%に） 

成果 3：ごみ運搬能力の向上 

指標 1 収集ルートの見直しによる収集効率（1 回収あたりの収集量）の改善 

指標 2 単位収集量あたりの収集・運搬費の低減 

成果 4：最終処分場の運営・維持管理 

指標 1 第 3 者アセスメントで最終処分場が改善されたとする回答の増加（x%に） 

指標 2 処分場の運転・維持管理方式に関する報告書の作成 

成果 5：廃棄物管理の会計システムの改善 

指標 1 月ごとの廃棄物管理会計分析報告書の作成 

指標 2 月ごとの廃棄物管理予算計画書の作成と予算要求の実施 

出典：JICA (2006b), pp.5-7 より筆者作成 

注：指標の x は、2006 年 10 月の事前調査時点において数値を特定するにいたらず、プ

ロジェクト開始後、適切な時期に数値を特定することが期待されているものであり、

その旨がプロジェクト計画書に明記された。 

 

たうえでおこなわれている（JICA, 2006）。ガソリン代の着服66は公務員の汚職行

為であるが、その汚職の排除がこのプロジェクトで意図されたことになる67。6

か月の短期派遣専門家調査と 26 か月の開発調査で検討さえされていなかったア

イデアが、10 日間の事前調査で発案され採用された経緯は、報告書および関係

                                                   
66 開発調査の事前調査報告書はこの行為を「着服」と表記している（JICA, 2003, p.42）。 
67 開発途上国の公務員の汚職・腐敗は開発援助における大きなボトルネックのひとつであ

るが、それを直接的に排除しようとすることは、困難であると同時に危険であるとされてい

る（United Nations, 2013）。 
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者インタビューからは明らかにならなかったが、当然、非常な困難が予想された

はずである。しかし、その困難さに関する言及は報告書には見られない。前項

（3.3.2）の廃棄物管理局設置の例で見たと同様の理由から、ダッカ市側から必ず

しも十分な情報提供がなされなかった可能性が考えられるが、確認はとれてい

ない。そして、次節で見るように、プロジェクトが開始されると、収集車の運転

手たちはプロジェクトに対して強硬な反対姿勢をとることになった。 

 

3.3.4 計画プロセスの分析 

以上、クリーンダッカ・プロジェクトの計画プロセスとして、①現状確認（短

期派遣専門家調査）、②マスタープラン策定（開発調査）、③プロジェクト計画（事

前調査）の 3 つの調査を見てきた。ここで、これら 3 件の調査を横断的に見て、

JICA の技術協力プロジェクトにおける計画プロセスの特徴を分析する。 

 

(1) SCAT によるコーディング 

計画プロセスに関して、ここまでに引用した文書およびインタビューに限ら

れるが、表 3-6 に SCAT によるコーディングを示す。コーディングからは、調査

が分断的であったことと、複数の理由からバングラデシュ側からのローカルナ

レッジの提供が不足していたことが分かる。以下に、これらの概念について考察

を加える。なお、各種文献の概念を適用して現実を解釈した結果や、現象と現象

の関係性から導き出した現実解釈は、これら SCAT から導き出された概念にと

どまるものではない。そのため、以下の考察には、SCAT から導き出された概念

以外のものも含まれる。 

 

表 3-6 計画プロセス SCAT コーディング 

1 次コード 

＜テキスト中の語句の言い換え＞ 

2 次コード 

＜テーマ・構成概念＞ 

分業・直列型調査 分断的プロジェクト運営 

ダッカ側の事情 

ローカルナレッジの提供不足 理解不足 

インプット不足 

 

(2) 形式的事業形成 

ODA は公共事業である。それゆえ、説明責任（アカウンタビリティ）の観点

からも、その事業は、一定の定められたプロセスにのっとって、定められた手法

をもちいて形成されることが求められる。この形式的事業計画は、本件において



60 

 

は、短期派遣専門家調査においてその必要性の説明がないままにマスタープラ

ン策定が提言されたこと（形式的なプロセス）、過去のふたつの調査でより長期

で広範な現状分析がおこなわれているにも関わらず、事前調査において PCM ワ

ークショップを開催して改めてごく短時間で現状分析をおこない、それに基づ

いてプロジェクト計画が策定されたこと（形式的な手法）などにその傾向が見ら

れる。 

形式的な事業形成は、第 2 章で見たとおり、戦略マネジメント史におけるプ

ランニング・スクールの特徴である。プランニング・スクールのアプローチが形

式的事業形成をおこなうこと、マスタープランを作成すること、その際にシナリ

オ・プランニングをもちいること、そして大規模な政府事業に歓迎されたこと

（Mintzberg, 1998）などから、本件に見られるとおり、JICA のプロジェクト形成

は典型的なプランニング・スクールのアプローチをとっていることがわかる68。

プランニング・スクールは、1970 年代には大企業を中心に歓迎されたが、戦略

策定プロセスの形式化にともなう形骸化や管理強化、創発性・創造性の排除、計

画の不変性重視による柔軟性の欠如、計画と実行の分離などといった問題が顕

在化し、今日のビジネス界では過去のものとなっている（Mintzberg, 1998）。しか

し、説明責任への配慮やプロセスの明快さから、一部の大企業や政府事業におい

ては依然として広く適用されており（ミンツバーグ, 1999）、JICA もその一例で

あることが本件からうかがえる。 

 

(3) 限定合理的プロジェクト計画 

形式的なプロセスをたどって事業を形成することが、明示的であれ暗黙的で

あれ、調査の目的のひとつとされると、個々の調査は、事業を定型の流れに乗せ

ること、すなわち次のステップへと流れをつなぐという役割を負うことになる。

それゆえ個々の調査は、調査という意味において万全（optimal）を期すことがで

きなくとも、次のステップへの橋渡しという意味においてその役割が果たせれ

ばよい（satisficing）（Simon, 1956, 1972）69ということになる。そもそも調査にお

ける情報の収集・分析には限界がある。加えて、現実社会の問題は悪構造問題で

                                                   
68 プランニング・スクールは、事業の目標を詳細に具体化し、可能な限り数値化する（目標

を目標数値で示す）という手法を開発した（Mintzberg, 1998）。JICA のプロジェクト計画の

定型は、プロジェクトの目標を上位目標・プロジェクト目標・成果という 3 階層に分け、そ

れぞれの目標を指標で数値化するというものであり、1994 年の PCM 手法の導入以来、現在

（2017 年 8 月）までそれは続いている。このことからも、JICA の事業マネジメントがプラ

ンニング・スクールのアプローチに根差していることがうかがえる。 
69 「この現実世界の有機体は最善の路（optimal path）を見出す感覚も能力も有しておらず、

何が最適かを明確に定義することさえできないために、われわれは満足できる路（satisficing 

path）、あるレベルで満足することが許される路を見出すことにのみ関心を寄せている」

（Simon, 1956, p.9）。 
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ある（Simon, 1973）。悪構造問題の解明には「ストップ・ルール」が適用される。

すなわち調査者が「十分な情報が集まった」と思ったところが調査のゴールにな

るのである（Voss & Post, 1988）。 

このことは、本件においては、3 件の調査のいずれにおいてもアクションプ

ランの実行可能性が検討されていないことに表れている。短期派遣専門家調査

で提言された問題の解決策は、ないものを整備・調達するという程度の案にとど

まっていたが、一定の方向性を示すことができれば次のステップすなわちマス

タープラン策定につなぐことができる。そこで、次のステップにつなぐためにマ

スタープランの策定が提言された。この調査ではそこでストップ・ルールが働い

たのである。開発調査も、それが策定したマスタープランの実行可能性を検討し

ていない。援助方式や援助の規模、実施体制などが特定されなければ実行可能性

は検討できないからである。つまり、実行可能性の検討は、それらが具体的にな

る、次のステップである技術協力プロジェクトの事前調査に持ち越されたので

ある。開発調査ではここでストップ・ルールが働いた。事前調査においても、プ

ロジェクトの具体的な活動が計画されたが、それらに関する実行可能性は検討

されなかった70。計画された活動を実行可能たらしめることがプロジェクト実行

者への期待として持ち越されたのである71。 

 

(4) 分断的調査 

このように、個々の調査が万全ではない状態で次のステップへ引き継いでい

るということは、それぞれの調査がやり残した課題を次のステップに引き渡し

ているということである。これが意図しておこなわれているのであれば、JICA

の事業形成は論理的漸増主義（Quinn, 1978）をとっていることになる72。しかし、

上で見た 3 件の報告書で、積み残した課題の解決を後続調査に託す旨や、先行

調査の結果を拡充・精緻化することを意図した旨を記載した報告書はない。また

報告書の内容も、短期派遣専門家調査の提言が後続の開発調査ではまったく触

れられていなかったり（街路清掃の機械化、収集車の大量購入、コンポストや焼

却炉の導入など）、逆に、先行調査でまったく検討されていなかった案（収集ル

ートの変更）が事前調査で提言されるなど、必ずしも先行調査の結果を漸増する

内容になっていない。そのため、各調査は次のステップへの橋渡しをおこなって

                                                   
70 そのため、ダッカ市の汚職構造に介入することになる収集ルートの変更が計画された。 
71 しかし、次節で見るように、プロジェクト実行者は早々に収集ルート変更を取りやめて

いる。計画者の期待は実行者に受け継がれなかったのである。すなわち計画と実行が分離し

ていた。計画と実行の分離もまた、プランニング・スクールの特徴である（Mintzberg, 1994, 

1998）。 
72 論理的漸増主義をとっているとしたら、JICA の事業は、ミンツバーグが言うところのプ

ランニング・スクールではなく、ラーニング・スクールのアプローチをとっていることにな

る。しかし、この後で見るように、JICA は論理的漸増主義をとっていない。 
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はいるが、調査内容の継続性は確保されていないという、非連結的漸増になって

いる。 

また、調査を通して得られた知識は、報告書という形で形式知化されると同

時に、調査者のなかに暗黙知として蓄積される。その量と質は報告書をはるかに

凌ぐものである73。そのため、数次にわたる調査の場合は、少なくとも一部の調

査者が継続して調査にあたることが望ましい（Takeuchi & Nonaka, 1986）。しか

し、本件での 3 次の調査の日本側メンバーは毎回異なっていた。これもまた、調

査が分断的になった理由のひとつと考えられる。 

 

(5) 対悪構造問題の計画 

これら 3 次の調査を通して策定されたプロジェクト計画は PDM にまとめら

れた。PDM はプロジェクトの計画概要表であり、そこには、投入をもちいて活

動をおこなうことによって成果が生まれ、成果によってプロジェクト目標が達

成され、プロジェクト目標によって上位目標が達成されるという、プロジェクト

の諸要素間の論理関係と、それを成り立たせる前提条件および外部条件が示さ

れている。すなわち、前提条件および外部条件が満たされた状態で安定していれ

ば、活動をおこなうことによって成果、プロジェクト目標、上位目標が論理的に

順次達成されるはずであるという仮説が示されている。これは、Kitchener & 

Brenner（1990）の問題解決の要件である「安定した環境、期待した成果、予測可

能な成果と目標の関係」である。しかし、これらは良構造問題（well-structured 

problem）解決の要件であって、悪構造問題解決の要件ではないことを Kitchener 

& Brenner（1990）は断っている。言うまでもなく、開発援助が対象とする問題

は悪構造問題である74。つまり、PDM は悪構造問題に対して良構造問題の解決

アプローチをもって臨んでいるのである。 

計画は予測である。そうである以上、一定の環境を仮定しなければ計画（予

測）は成立しない。そのため計画は必然的に良構造問題の解決アプローチをとる

ことになる。しかし現実には、環境は安定しないし、ひとたび環境が変化すれば

当初想定した論理は成立しない。計画はせいぜい計画時に仮定した環境が継続

しているあいだのみ有効なのである。そのため、計画は環境の変化に応じて変更

しなければならない75。 

                                                   
73 「私たちは言語にできるより多くのことを知ることができる」（ポランニー, 2003, p.18）。 
74 開発援助の世界に限らず、「この世界には整理された悪構造問題（formalized ill-structured 

problems）があるだけで、良構造問題など存在しないと言っても過言ではない」（Simon, 1973, 

p.186）。 
75 Simon（1972）は、大きな問題は悪構造問題であり、その解決にあたっては、大きな問題

の一部を小さな良構造問題に定義しなおし、それを解決し、それによって変化した大きな悪

構造問題の一部を小さな良構造問題に定義しなおし、といったことを繰り返すことである

と主張した。PMBOK🄬がいう計画の「段階的詳細化」の背景にはこのような良構造・悪構
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しかし一方で計画は、明確な方向を示すことでプロジェクトに安定性をもた

らすために、「不変性」を持つことを期待される（Mintzberg, 1998）。計画がプロ

ジェクトを管理するためのツールとしてもちいられる場合に76、プロジェクト管

理者がこの不変性を過度に重視すると、プロジェクト実行者は計画と現実の板

挟みになる。そのため、プロジェクトの管理者と実行者は、プロジェクトが悪構

造問題を扱っていること、そのためにプロジェクト計画は段階的に詳細化され

ねばならないこと、すなわちプロジェクト計画は適宜更新されねばならないこ

とを共通の理解として持たなければならない。 

しかし、本節で見た 3 次の調査はいずれも問題構造のシステム分析をおこな

っていない。そのため、個々の独立した事象としての問題の存在は確認されてい

るが、問題構造は把握されていない。その結果プロジェクトは、現実の悪構造問

題を前にして、PDM の厳格な実行を迫られ、計画と現実の板ばさみになった。 

 

(6) グローバルナレッジの集合からなる計画 

悪構造問題に一般解は存在しない。現実世界の問題解決には、問題がどのよ

うな歴史的、文化的、社会的な文脈のもとで形成されているのかという文脈固有

の知識（context specific knowledge）（Reeves, 1996）が必要なのである。特に、そ

れらの文脈が大きく異なる援助側と被援助側という 2 者が協働する開発援助に

おいては、問題に関する被援助側の文脈固有の知識が不可欠である（Bennett, 

2002）。 

つまり、クリーンダッカ・プロジェクトの計画のためにはダッカ市側からの

知識提供が必須であった。しかし上で見たように、プロジェクト実現への配慮や、

そもそも日本側が何をやろうとしているのか分からないなかで、どのような知

識を提供すればよいのかも分からず、ダッカ市側からの文脈固有の知識すなわ

ちローカルナレッジの共有は限られていた。 

一方、日本側には自国で培ってきた技術や知識を被援助側に移転すること、

すなわち日本側のローカルナレッジの共有が期待されていた。しかし、現地の文

脈が十分に共有できなかったことや、問題構造の分析をしなかったことなどか

ら、この時点では具体的なローカルナレッジの共有にはいたらなかった。 

その結果、最終的なプロジェクト計画は、中央統括部局の設置、住民参加の

促進、衛生埋立の導入といった定番的な解決策、いわばグローバルナレッジの集

合からなる計画を日本側が中心になって策定することになった。 

                                                   

造問題があると考えることもできる。また、計画には合理主義と漸増主義という相反するも

のが存在しているとみる「計画の基本矛盾」（中俣・郡司, 1992）は、計画の良構造問題に対

する合理主義と悪構造問題に対する漸増主義を「矛盾」ととらえているとみることができる。 
76 計画を管理ツールとして用いる傾向はプランニング・スクールにおいて特に顕著である

（Mintzberg, 1998）。 
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3.4 実行プロセス 

前節で見た 3 次の調査からなる準備をへて、行政区面積 131 ㎢、市街地区人

口約 800 万人、市域人口約 1,200 万人（2003 年当時）（JICA, 2005b）77の首都ダ

ッカ市のごみ問題を改善するべく、プロジェクト期間 4 年間の予定で、2007 年

2 月、「クリーンダッカ・プロジェクト」が開始された。プロジェクト計画はマ

スタープランから引き継いだ、1）廃棄物管理局の強化、2）住民参加の促進、3）

収集・運搬の改善、4）最終処分場の改善、5）会計システムの改善の 5 つの成果

を通じて、ダッカ市全域の廃棄物管理サービスを向上させるというプロジェク

ト目標の達成を目指すものである（表 3-5 参照）。 

Y 社がコンサルティングを請け負い、以下の 6 分野に対して 10 名の専門家を

現地に派遣した（JICA, 2011）。 

 

・実施体制整備（チーム総括） 

・廃棄物管理（チーム副総括） 

・住民参加 

・収集・運搬 

・最終処分場 

・財務管理 

 

専門家はフルタイムでの現地駐在はしておらず、それぞれに年に 1 回から多

いときで 5 回、最短で 4 日から最長で 102 日といった、現地の状況に応じた不

定期の現地派遣を繰り返すかたちで業務にあたった。先の短期派遣専門家調査

の専門家は参加していない。また、10 名のうち 4 名が先の開発調査に参加して

いる。ダッカ市側は、それぞれの日本人専門家に複数名のカウンターパートを配

し、日本人専門家の指導を受けながら、日本人専門家とともにプロジェクト実行

にあたった。プロジェクト完了報告書（JICA, 2011）のカウンターパートリスト

には、年次によって異なるが、およそ 100 名の氏名があがっている。カウンター

パートの数え方によるが、常時 100 名前後のカウンターパートが日本人専門家

から指導を受けつつ協働していたとは考えにくい。筆者が現地調査で確認した

かぎりでは、実質的に日本人専門家と協働していたカウンターパートは 1 専門

家あたり 1 名（財務管理）から 5 名前後（住民参加、収集・運搬）である。カウ

ンターパートのトップは廃棄物管理局長であった。海軍からの出向者で、廃棄物

管理に関する知識・経験は有していない。そのもとで、技術士で廃棄物管理に関

                                                   
77 東京 23 区は人口約 930 万人で 621 ㎢（東京都公式ホームページ 2017 年 2 月 1 日アク

セス）なので、ダッカ市の人口密度は東京 23 区の約 6 倍になる。 
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する研究で博士号を得た技術局主任技官（最終処分場担当）と、技術士で経営学

修士号を有する技術局主任技官（収集・運搬担当）が全体のとりまとめと調整に

あたり、数名の清掃監督員を含むダッカ市職員が現場での実作業にあたった。清

掃員はカウンターパートに含まれていない。廃棄物管理局長と最終処分場担当

の主任技官は先の開発調査に参加していないが、収集・運搬担当の主任技官と清

掃監督員たちは開発調査に参加していた。 

本節では、前節で見たプロジェクト計画が、いかに実行され、どのような経

緯をたどり、日本側とダッカ側の協働のなかからどのような知識が創造・共有・

活用されたのかを見ていく。 

 

3.4.1 計画の実行 

表 3-1（p.41）に示したとおり、ダッカ市では、クリーンダッカ・プロジェク

トに 2 年先立って債務削減相当資金78による最終処分場の改善・新設が、1 年先

立って青年海外協力隊派遣による環境教育がおこなわれていた。最終処分場事

業は、クリーンダッカ・マスタープランの提言を受けて実施されたもので、既存

のマトワイル処分場の改善と新設のアミンバザール処分場の建設の 2 件。とも

に衛生埋立（福岡方式79）が採用された。これら処分場の建設は債務削減相当資

金によっておこなわれたが、運営管理体制の構築とそれに続く操業はクリーン

ダッカ・プロジェクトの所掌となった。また、青年海外協力隊派遣は住民参加型

ごみ収集の普及を目指した環境教育をテーマとし、クリーンダッカ・プロジェク

トとの連携が前提とされた。さらに、プロジェクト開始時点では誰も予想してい

なかったことであるが、プロジェクト開始後 2 年の時点で環境プログラム無償

資金協力80によって 100 台のごみ収集車が購入され、それらの導入・運営管理も

プロジェクトの所掌となった。このように表 3-1 に示した複数の事業が徐々にプ

ログラムを形成しはじめ、クリーンダッカ・プロジェクトは「このプログラムの

核となる事業」（JICA M 氏, 2013 年 11 月 7 日於東京）として位置づけられた。 

2007 年 2 月にプロジェクトが開始され、同月に総括と住民参加担当の日本人

専門家 2 名が現地入りした。続いて、3 月に処分場担当 1 名、4 月に副総括、処

                                                   
78 バングラデシュ政府の円借款債務の一部を JICA による債権放棄という形で債務免除し、

債務返済充当資金を、JICA と協議のうえ、バングラデシュの社会経済開発事業に充当する

システム（外務省ホームページ, 2016 年 11 月 11 日アクセス）。 
79 埋立の底部に穴のあいた管を入れて空気を取り込み、微生物の働きでごみの発酵を促進

させる準好気性の技術である。福岡市と福岡大学の協力で実用化にいたった。建設や管理コ

ストを低く抑えられることから、JICA が支援する開発途上国での建設が盛んにおこなわれ

ている（福岡大学, 2013）。 
80 開発途上国の温室効果ガスの排出削減への取組みに積極的に協力するとともに、気候変

動に深刻な被害を受ける途上国に対する支援をおこなうために、2008 年度に創設された無

償資金協力である（日本国際協力システム ホームページ, 2016 年 11 月 11 日アクセス）。 
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分場担当、収集車両担当の 3 名、5 月に財務管理担当 1 名、7 月に収集・運搬担

当 1 名がダッカ入りして現地における日本人専門家チームの体制が整っていっ

た。開始 2 か月後の 4 月には、ダッカ側関係者を集めた 3 日間にわたる PCM ワ

ークショップが開催された。ワークショップでは、プロジェクト計画を実行者の

視点から再検討し、PDM に記載された活動の修正・追加や未定だった指標の数

値目標を決定した（JICA, 2011）。ここで修正された PDM が PDM1（付録 3 参照）

として両政府の承認を受けた。 

 

3.4.2 プロジェクトの停滞 

(1) ごみ収集車運転手の抵抗 

このようにして実行段階に入ったプロジェクトであるが、1 年を待たずして

壁にぶつかった。まず個々の活動が進まなくなった。プロジェクトがごみ収集車

のルート変更と収集量の計量をはじめようとしたところ、収集車の運転手組合

が頑強に抵抗し、最終処分場の入り口にバリケードを築いて車を入れさせない

という事態が起こった。バリケードが撤去されたあとも、処分場に入ってきた車

は、プロジェクトが設置した重量計を迂回して入場した。組合ぐるみの汚職構造
81を力づくで堅持しようとしたのである。プロジェクトは、最終処分場での収集

量の計量は継続したが、収集ルートの変更は取りやめた。 

開発調査の時点から日本側は運転手の汚職に気づいていた。事前調査の報告

書も汚職の存在に触れている。それにも関わらず事前調査が収集ルートの変更

を計画したのは、ダッカ市側のローカルナレッジの共有が十分でないなか、日本

側がルート変更は可能と考えたためと思われる。 

 

(2) 廃棄物管理局整備の難航 

廃棄物管理局の整備が進まないこともプロジェクトに大きな問題を投げかけ

た。廃棄物管理局は、技術局と運輸局の廃棄物関連部署を保全局に統合する形で

新設された。しかし、管理職の多くは空席で、在職している職員もほとんどが他

部局からの出向か兼務という、形ばかりのものであった82。たとえば、ごみ収集

                                                   
81 運転手は、着服した余分の燃料代や、地域の住民や商店からさまざまな名目で受け取っ

た現金を組合に収め、組合がそれを運転手をふくむ関係者間で分配したり組合活動に使っ

ていたと言われている。日本人専門家はこの資金のことを「上納金」と呼んでいた。なお多

くの開発途上国では公務員の汚職は公然の事実である。ダッカ市の運転手組合は、汚職構造

を隠ぺいしようとしたのではなく、堅持しようとしたのである。 
82「廃棄物管理局の技術部・収集運搬管理課には、運輸局から収集車の運転手 153 人が異

動してくることになっていた。しかし、これまでの業務の中で得ていた燃料費などの既得

権益を失うのではないかと懸念した運転手たちは、運転手組合の力を使って異動を拒否し

てきた。さらに運転手たちは、廃棄物管理局の設立を撤回し、元の組織に戻すようダッカ

市に対して要求した」（石井・眞田, 2017, p.132）。 
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車の運転手は名目上は廃棄物管理局に異動したことになっていたが、実質的に

は運輸局に配属されていた（JICA, 2007b）。そのため、これら 3 局間の連携は依

然として必要とされていたが、それはきわめて不十分なもので、廃棄物管理局の

運営管理能力向上は遅々として進まなかった。 

関連部局間の連携促進といっても、「ときおり関係部局に呼びか

けて会議を開く程度で、調整機能を果たすには遠くおよばなかった。

そのため、連携を必要とするプロジェクト活動は進まず、個々の活

動をおこなっても、市全体の廃棄物管理の改善につながる兆しが見

えなかった」（JICA M 氏, 2015 年 7 月 23 日メール・インタビュー）。 

これもまた、収集ルート変更と同様、部局統合の困難さに関するダッカ市の

ローカルナレッジの共有が十分でなかったことに起因したと思われる。 

 

(3) プロジェクト活動の相互関連性 

「個々の活動をおこなっても、市全体の廃棄物管理の改善につながる兆しが

見えなかった」理由として、ダッカ市のローカルナレッジの共有が十分でなかっ

たことに加えて、問題の構造分析をおこなっていなかったことも挙げられる。プ

ロジェクト計画段階において、問題構造全体のシステム的分析をおこなってお

らず、問題を個々に独立したものととらえ、個々の問題に対して個別の解決策を

策定した。そのために、活動をおこなってもダッカ市廃棄物管理のシステム全体

が改善されることがなかったのである。 

 

PDM上の活動はやってるんですけども、それをやったところで、

1 次・2 次収集とか最終処分場までの、この横のつながりを、ちゃ

んと流れをもって廃棄物管理が全体向上するっていう目標につ

ながらない？ 一個一個の成果は達成するけれど、目標につなが

らないっていう。（中略）結局、その場その場のちょっとの改善に

はなるけれど、大きくダッカの廃棄物管理が向上する体制が作ら

れるっていうことにはつながらないっていうところで、問題意識

がありました（JICA M 氏, 2013 年 11 月 7 日於東京）。 

 

これらの問題をめぐって、ダッカ市、専門家チーム、JICA の 3 者のプロジェ

クトに対する危機感と疲弊感が高まっていくなか、日本人専門家チームによる

懸命の打開策の模索が続いた。 

 

3.4.3 プロジェクト停滞への対応 

日本人専門家チームは、ときに JICA のプロジェクト担当者もまじえて、連日

全体改善に

つながらな

い 

全体改善に

つながらな

い 
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連夜の話し合いを続けた。そして、あるとき、収集・運搬を担当していた専門家

A 氏から、区（ward）ごとに清掃事務所をつくり、そこを拠点に清掃員の作業環

境の改善をはかるというアイデアが提起された。2007 年 9 月、プロジェクトが

開始されて 7 ヵ月がたっていた。 

A 氏は、東京都清掃局に 23 年間勤務し、その間に廃棄物管理の専門家として

JICA からインドネシアに 3 年間派遣された経験を有する。その後、国際協力の

コンサルタントに転身し、パレスチナで廃棄物管理プロジェクトを経験した後、

ダッカ市の本件に開発調査から参加した。WBA 発案の背景には東京都清掃局で

の経験が多分にあるが、それについてはこの後で追い追い見ていく。 

WBA は、最終的には、区清掃事務所の設置、清掃員の作業環境改善、住民参

加を含む収集改善、運搬改善という 4 つのコンポーネントを統合的におこなう

システムという形をとることになる。しかし、発案された当初のアイデアは、清

掃事務所を建設し、清掃員に安全具を支給するというもので、現状を打破するも

のとして必ずしも説得力のあるものではなかった。だが、他にこれといった打開

策もない状況で、まずはやってみようという機運が高まった。 

 

でもやっぱりこれやってみるしかないよなって、今のままいって

も突破口はないので、だったら、じゃあ一回ためしてみて、とも

かくシャッフルするっていうか、それでまずやってみて。それが

成功するかどうかって、正直わかんないんですけど、ま、でも、

もうそれは、ダメだったらまた違う方法を考えるしかないなって

いう感じで…（JICA M 氏, 2013 年 11 月 7 日於東京）。 

 

このようにして区清掃事務所の建設が始まった。これは、後に WBA と名づ

けられることになる、4 つのコンポーネントからなる収集運搬改善アプローチの、

第 1 のコンポーネントである。 

 

(1) 区清掃事務所の建設 

プロジェクト開始当時（2007 年）、ダッカ市は 90 の行政区からなり、各区に

1 人ずつ清掃監督員（CI：Conservancy Inspector）が配されていた83。彼らは、事

                                                   
83 ダッカ市は 2011 年 11 月に南北 2 市に分割された。行政区は分割以前のものから 3 区増

えて、南北あわせて 93 になっている（北ダッカ市サイト http://www.dncc.gov.bd/; 南ダッカ

市サイト http://www.dhakasouthcity.gov.bd/ 2017 年 8 月 4 日アクセス）。各区に CI が 1 名ずつ

配置されている状況は変わっていない（北ダッカ市廃棄物管理局主任技官 B 氏, 2017 年 2 月

10 日於東京）。 

試してみる 



69 

 

務所を持たず，バイクにまたがっ

て街中を走り、清掃員の作業を監

督し指示を与えるのが仕事だった

（図 3-5 参照）。その業務実態を反

映して、プロジェクト報告書のな

かでは「清掃監督員」あるいは「清

掃監視員」と呼ばれていた。筆者が

フィールドワークをおこなった

2013 年には、後述するように彼ら

の業務内容は大きく変化していた

が、それでも昔ながらの清掃監督の

仕事は残っており、バイクにまたが

って、喧噪うずまくダッカの街路で

大声をはりあげて清掃員に指図している姿を筆者も見かけた。 

プロジェクトは、清掃監督員が行政の最先端で住民との接点になっているこ

と、彼らのなかに若く優秀な人材が相当数存在することに注目し、彼らに清掃監

督以上の管理業務を担わせることを考えた。そのための「CI の活動拠点として、

そして市の廃棄物管理の最前線基地として」（JICA, 2011, p.6-1）の区清掃事務所

の設置であった（図 3-10 参照）。 

区清掃事務所の設置は、のちに区の廃棄物管理の拠点形成と意味づけられる

が、A 氏のそもそもの発想は、机ももたずに仕事をしている清掃監督員に事務所

を提供することにより、彼らに清掃事業という仕事に誇りをもってもらうこと

にあった。 

 

たとえば CI がどういうときに奮い立つかとか、そういうことは

考えましたよね。どうしたら勇気を持つようになるかとか、誇り

を持つとかね。（中略）東京都じゃ、職員を励ますっていうの？ 

上の人が、技術の話をちゃんとする、清掃の歴史の話をちゃんと

する。こういうことの積み重ねで、清掃って結構いい仕事だと思

うようになったんだよね。福利厚生とかより、清掃事業に夢を持

ってもらうようにする。勇気が湧くようにする。それで清掃事務

所ですよ、発想したのが。そういうものでマインドを変えてやり

たいっていう（A 氏, 2013 年 2 月 16 日於ダッカ）。 

 

つまり、この段階での区清掃事務所の設置は、清掃事業の拠点形成や清掃事

業の統合といった発想ではなく、清掃監督員や清掃員に職業上のプライドを持

ってもらうこと、彼らのマインドを変えることを期待したものだったのである。 

東京のロー

カルナレッ

ジ 

図 3-5 清掃監督員（CI）たち 
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一方、ダッカ市側は、停滞していたプロジェクトに当初計画にない新たな動

きが出てきたことに興味を抱いた。それが、小さくとも事務所を建設するという

ものであれば、反対する理由はない。ダッカ市側も区清掃事務所の建設を歓迎し

た84。 

 

(2) 清掃員の作業環境改善 

清掃事務所と同時に A 氏から提案されたのは、清掃員の作業環境の改善であ

る。当時、約 8,000 人の清掃員がダッカ市全域の道路・公園・排水溝の清掃にあ

たっていた（図 3-11 参照）。清掃員は、その職業を理由に社会的な偏見・差別に

あっていたが85、それにも関わらず、90％の清掃員が清掃労働を続けたいと考え

ていた。その理由として、彼らは、清掃員コロニー（cleaners colony）という住居

を与えられていること、ならびに副業に従事する時間が確保できることをあげ

ている（三宅, 2008）。 

副業に従事する時間が確保できるというのは、彼らが、朝、自分の割り当て

場所を 2～3 時間清掃するとすぐに帰ってしまっていたからである。点呼もおこ

なわれず、作業の確認もされず、十分な作業をしているとはいえない状態であっ

た（JICA, 2012）。また、清掃員の衛生および安全に対する認識はきわめて低く、

生ごみを素手であつかうなど、不衛生な労働環境で働いていた。また、夜間の作

業中に交通事故にあうことも少なくなかった。 

A 氏の提案は、こういった清掃員の作業環境を改善し、彼らが安全かつ衛生

的に安心して作業できることを目指したものである。具体的には、作業マニュア

ルの配布、安全具の支給、研修の実施などである（JICA, 2011）。安全具とはマス

クや手袋、長靴などで、清掃員各人に配布し、区清掃事務所には清掃員用の救急

箱も設置することが提案された。 

実はここでも、A 氏の思いは清掃員に誇りをもってもらうことにあった。清

掃作業の環境改善をおこなうことで市やプロジェクトが清掃員を重視している

という姿勢を示し、それによって清掃員たちに、「俺たちが町をきれいにしてる

んだって、肩で風きって歩ける」（A 氏, 2013 年 2 月 1 日於ダッカ）ようになっ

てもらうことにあった。だが、このような「精神論に予算なんてつかない」（A

氏, 2013 年 5 月 23 日於東京）ため、清掃員の作業環境改善は、表向きには、そ

                                                   
84 ダッカ市役所内の一部には、清掃監督員のような低い職位に個室に近い事務所を提供す

ることに反対する意見もあった。しかし、JICA がプロジェクト予算で建設することに対し

て積極的に反対するには至らなかった。なお、この後、ダッカ市が独自に市の予算で清掃

事務所を建設する動きも見られた。 
85 イギリス植民地時代にインドから清掃人カースト集団がベンガルに連れてこられたの

が、バングラデシュの清掃人集団の始まりである。そのため、長らくヒンドゥ教集団がダ

ッカ市の清掃員枠を独占していたが、農村から流入してきた貧困なイスラム教徒の参入に

より、今日では数的にイスラム教徒のほうが上回っている（三宅, 2008）。 
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れを通して彼らの職業意識を向上させ、ひいては作業効率を向上させることを

意図するもの（JICA, 2011）とされた。 

このようにして、区清掃事務所の建設と清掃員の作業環境改善で始まった新

しい動きは、最小行政区である区（ward）を単位として進められたことから、

WBA（Ward-Based Approach）と名づけられた。そして、WBA のなかで、区清掃

事務所の建設は WBA1、清掃員の作業環境改善は WBA2 とされた。 

 

(3) 収集改善 

続いて WBA に取り入れられたのは、PDM の成果 2 として当初から計画され

ていた収集改善、すなわち住民参加の促進とごみ収集業者のサービス改善であ

る。開発調査で発想され、事前調査で PDM の成果 2 に位置づけられた「区単位

廃棄物管理」は、“ward level community-based solid waste management”という英

語タイトルが示すとおり、住民参加促進のコンポーネントであり、WBA とは異

なるものであった。しかし、収集改善も清掃監督員が中心となって進めていたた

め、清掃監督員の仕事をひとつにまとめる意味もあり、収集改善が WBA3 とし

て取り込まれた。 

バングラデシュには、環境保護法（2010 年）やコンポスト推進法（2006 年）

は存在するが、日本の廃棄物処理法に相当するような、固形廃棄物管理に関する

国家レベルの体系的な法律は存在しない。ダッカ市の廃棄物管理に関する法と

しては、ダッカ市条例（The Dhaka City Corporation Ordinance）（1983 年）の第 78

条があるだけである（JICA, 2003）。この第 78 条によって、ダッカ市では、家庭

ごみは家人がごみ集積所（ダストビンあるいはコンテナ）（図 3-6，3-7 参照）ま

で持っていくことになっている。すなわち収集（1 次収集）が住民の責任であり、

ごみ集積所を設置することと、集積

所から埋立地までトラックなどで

ごみを運ぶこと、すなわち運搬（2

次収集）が市の責任となっている。

しかし，条例が周知されていないた

め，収集も市の責任と考えている住

民が多く、これが住民がごみを道路

などに投棄することの遠因になっ

ていた（佐藤・岡本, 2005）。 

ただし、住民がごみを集積所ま

で持参するといっても、それは集積

所が適切な位置に設置されている
図 3-6 ダストビン 
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ことが前提である。現実には、集積

所は市街地では各戸から 100ｍも離

れたところにあり、最寄りの集積所

がどこにあるかを知らない住民も

多かった（JICA, 2005b）86。このよ

うな状況のもと、住民はおのずとご

み収集業者を利用するようになっ

ていた。 

ごみ収集業者は、個人でおこなっ

ている者から、数名の会社組織にし

ているもの、NGO 団体がおこなうも

のなど、事業形態は様々であるが、

作業形態は、リキシャバンと呼ばれるリヤカーつき自転車で各戸からごみを集

めて集積所まで運び、月末に収集料を徴収するというかたちでほぼ統一されて

いる（図 3-8 参照）。プロジェクト開始当初は、これらの業者も、訪問が不定期

だったり、収集したごみを空き地に投棄したり、路上でごみを広げて有価物を回

収するなど、様々な問題を生んでいた。そのため、収集業者を嫌って利用しない

住民も多く、その結果、住民はごみ

を道路や空き地、池などに捨てるよ

うになっていた（佐藤・岡本, 2005; 

JICA, 2012）。 

このような状況を改善するべく、

プロジェクトでは、住民とごみ収集

業者が協力してごみの排出に取り

組むことを目的に、地域の既存組織
87の代表やキーパーソンを組織化

し、この組織を中心として住民の参

加・協力をうながす活動をおこなっ

た（JICA, 2012）（図 3-12 参照）。こ

                                                   
86 「（住民の）21％が最も近いダストビン/コンテナのある場所を知らない。ダストビン/コ

ンテナの距離は、新興住宅地の 58％、旧市街地の 52％は家から 90m 以上離れているとい

う。一方オールドダッカは 32％が 20m 以内、28％が 45m 以内であるという」（JICA, 2005b, 

p.18）。 
87 既存組織とは、パンチャヤットやショミティといった伝統的な住民組織や相互扶助グル

ープ、職業別住宅区（コロニー）の居住者組合などである。これらの組織や組合が存在する

地域では組織の長に、これらの組織が存在しない地域では区長などを介して、廃棄物管理の

ための住民組織の形成とそのメンバーおよび代表者の選定を依頼した（廃棄物管理局主任

技官 B 氏, 2013 年 2 月 2 日於ダッカ市）。 

図 3-8 ごみ収集業者 

図 3-7 コンテナ 
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の活動には、上記のような問題状況の改善にとどまらず、「住民が参加すること

によって、管理側のダッカ市にはわからない、そこに住み、ごみを排出し、かつ、

不適切な廃棄物行政によって影響を受ける住民の経験や地元の状況を行政に反

映し、社会的に効果的で持続的な廃棄物管理」（佐藤・岡本, 2005, p.5）を実現す

るという積極的な意味もあった。こういった活動が、WBA3 として WBA に取り

込まれたのである。 

このようにして WBA の重要なコンポーネントとなった収集改善

（住民参加・ごみ収集業者サービス改善）であるが、実は当初、住

民参加を担当する日本人専門家は住民参加が WBA に取り込まれる

ことを警戒していた。技術者を中心とした日本人専門家チームのな

かで、住民参加は異質のコンポーネントであり、チームのなかでも

住民参加の意義や方法論は必ずしも十分に理解されていなかった。

そのため、住民参加担当者は「一緒にやると吸収されてなくなっち

ゃうと思った88」のである。そのため「最初は一緒にしないでくださ

いって言ったんです。でもまあだんだん、それも違和感がでてきて、

今はもう一緒にやって」（日本人専門家 C 氏, 2013 年 2 月 6 日於ダッ

カ）いるということになった。 

これが意味するところは、廃棄物管理は、本来、収集・運搬・処理・処分の

各要素が相互につながりあい、ひとつのトータルなシステムとして機能するべ

きものであるが、前節で見たとおり、計画プロセスにおいて個々の活動が分断的

に計画されたうえに、実行プロセスにおいても、各コンポーネントが隣り合うコ

ンポーネントとの間に距離をおいていたということである。 

 

ほとんど関係はしないというか、はっきり分かれていたので、私

は住民参加の責任範囲をやる、運搬グループは市の責任範囲をや

るって。接点が、コンテナのところの、その容量の問題とか、コ

ンテナ周りが汚いとか、そういうところは接点ですけども、ほと

んどそれだけだった（日本人専門家 C 氏, 2013 年 2 月 6 日於ダッ

カ）。 

 

統合し、ひとつのシステムを作り出すべきところで、統合することが忌避さ

れていたのである。PDM 上の活動をおこなっても、廃棄物管理全体の改善につ

ながらない理由はここにあった。このようにばらばらだったコンポーネントを

統合する役割を、実行プロセスの混沌状況のなかから案出された WBA が担うこ

                                                   
88 住民参加担当者は技術者チームの中で唯一の社会開発系の専門家であり、一緒にやると

住民参加を技術者の発想とやり方に変えられてしまうと警戒したのである。 

分業・並列

型活動 

分業・並列

型活動 
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とになったのである。 

 

清掃事業をね、別々に考えすぎてるんですよね。収集は収集で、

埋立地は埋立地だと、住民活動は住民活動。で、そういうのを横

につなげる方法を考えましたよね、なんとかして。それで、横に

串刺しにする方法で WBA っていうのを考えたんです、そういえ

ば。単独にならないように。収集っていうのは、住民活動も必要

だし、クリーナーも必要だし、事務所の管理も必要だしって。そ

れでそういうこと考えたんですよ（A 氏, 2013 年 5 月 23 日於東

京）。 

 

当初は廃棄物関係者に誇りをもってもらうことを期待して始めた WBA であ

ったが、このようにして周辺のコンポーネントを取り込むようになったころか

ら、WBA がシステムの統合を可能にすることに A 氏も気づきはじめた。WBA

の意味づけが変わってきたのである。 

 

(4) 運搬改善 

少し遅れて最後に WBA に取り込まれたのは、ごみ集積所のごみを集めて最

終処分場までトラックで運ぶ運搬プロセスの改善である。運搬は、開発調査開始

時の 2003 年当時、225 台のオープントラック（平ボディ車）と 130 台のコンテ

ナキャリア（コンテナ運搬車）でおこなわれているという情報があった。しかし、

車数について関係職員に聞き取り調査をおこなうと回答がまちまちで、正しい

データが把握されていなかった。また、オープントラック、コンテナキャリアと

もに、運搬時は荷台やコンテナにシートなどはせず、ごみはむき出しで、輸送中

の飛散防止策は取られていなかった（JICA, 2003）。運行記録と最終処分場への

搬入記録が一致していないことも改めて確認された。運行記録と比較して、実際

の処分場への搬入回数は約半分であった。また、ほとんどの収集車には距離計が

ついていなかった。運行距離も燃料費の計算根拠となっていたが、市はこの計器

の欠落を放置していた（JICA, 2005b）。これらを背景に、ごみ収集車の運転手が

業務への干渉を嫌い、運転手組合を動かしてプロジェクトに頑強に反対したこ

とは上述のとおりである。 

このような状況のもと、運搬改善は身動きの取れない難問となっていたが、

プロジェクトのなかで大きく重要なコンポーネントであり、かつ清掃や収集と

密接に関連しているために、WBA4 として WBA に取り込まれた。 

WBA に運搬改善を取り込むことを考えたのは、A 氏ではなく、副総括の J 氏

だった。 

 

全体をつな

げる 



75 

 

運搬改善は別にやろうと思ってた。僕は収集改善という意味で

WBA1, 2, 3 が必要だと思ったんだけど、J さんはそこに運搬を入

れようって。運搬を入れて収集・運搬改善全体をやろうというよ

うなことを言ってくれた。あれはね、気がつかなかったですよね

（A 氏, 2013 年 5 月 23 日於東京）。 

 

WBA が区単位のごみ収集システムを統合するものになりうることに気づい

た A 氏だったが、にもかかわらず、収集と運搬を統合することには思いが及ん

でいなかった。WBA に取り込まれることを警戒した住民参加担当者のエピソー

ドとならんで、分断的計画・分断的実行がいかに根強いものであったかを物語る

エピソードである。 

 

以上に見てきたようにして、クリーンダッカ・プロジェクトの最初の難局は

WBA によって乗り越えられ、少しずつではあったが、プロジェクトが動き始め

た。 

区清掃事務所（WBA1）は、その後、「清掃員の管理、住民の苦情受け付け、

清掃データの収集保管、地域美化活動、収集管理（民間による収集と市による運

搬の管理）、清掃機材の管理などをおこなう拠点」（JICA, 2012）となった。すな

わち、清掃監督員にとっては机に向かって執務をおこなう場所であり、清掃員に

とっては集合場所、清掃用具置き場、休憩所、トイレであり、住民にとっては、

質問をしたり苦情を訴えたりする行政の窓口となった。 

清掃員の作業環境改善（WBA2）は、安全具や救急箱の供与に関

するプロジェクト終了後の持続性が危惧された89。しかし、「否定ば

っかりしていても話にならないから、とにかくやってみましょうと

いうことで、やり始めたら、何かが、少しずつ、違ってきたんです

ね」（日本人専門家 J 氏, 2013 年 5 月 16 日於東京）。A 氏が期待した

ように清掃員たちの「マインド」が変わったかどうかは定かではな

い。だが、自分たちの仕事が取られるのではないかと不安をいだい

ていた清掃員たちが、プロジェクトに対する警戒心を解いていった

ことは間違いない。 

収集改善（WBA3）では、町内美化を呼びかけるデモ行進、劇や音楽イベント

を通じた環境意識向上キャンペーン、市の清掃員と協力しておこなう清掃キャ

ンペーンなどが地域住民によっておこなわれた（図 3-9 参照）。また、住民グル

ープと清掃監督員が話し合い、常時ごみがあふれて散乱・腐敗し町の汚染の元凶

となっていたダストビンを約 400 ヵ所、コンテナを約 50 ヵ所撤去した。撤去跡

                                                   
89 事実、プロジェクトからの供与が終わると、ダッカ市側からの補給は途絶えた。 

試してみる 

分業・並列

型活動 

全体をつな

げる 
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に花壇を作った地区もあった。ま

た、後述する WBA4（運搬改善）に

よる新規収集車両の導入にあたり、

市と住民代表が協議をして、収集方

法、収集場所、収集日、収集時間な

どを決め、これによってごみの定時

定点収集が実現した。 

運搬改善（WBA4）は、WBA に

取り込まれはしたが、運転手組合と

の関係は変わらず、しばらくのあい

だ進展は見せなかった。WBA4 が動

き始めたのは、2009 年に環境プロ

グラム無償によって 100 台の収集車が新規投入されてからである。これについ

ては、次節で詳しく見る。 

 

(5) WBA の実行者 

これら WBA1～4 を一括して運営・管理する役割を担ったのは、行政の最先

端で住民との接点になっていた清掃監督員である。それまでの清掃監督員の仕

事は、バイクで区内を巡回して清掃員を監督することであったが、WBA の導入

により、彼らは、計画、説明、調整、ファシリテーション、情報収集分析、財務

管理をすることが求められるようになった。WBA は区単位の廃棄物管理である

が、実際には、同じ区内でも地域によって住民の居住形態や住民組織のあり様が

異なり、ごみ収集業者が異なり、道路や街路の幅や入り組み具合が異なっている。

そのため、地域ごとにその実情に合った形で WBA の 1 から 4 をカスタマイズ

すなわち“計画”する必要があった。また、カスタマイズにあたっては、WBA

の 1 から 4 を相互にリンクさせて、ひとつの統合的なシステムとして機能させ

るために、様々な関係者に“説明”し“調整”しなければならなかった。また清

掃監督員は住民集会90で“ファシリテーター”として司会進行を担当した。区ご

とのごみの収集量に関する“情報を収集分析”し、収集車の収集経路や清掃員の

配置を“計画”した。そして、住民活動や清掃活動の“財務を管理”して予算を

積みあげ、廃棄物管理局に予算申請した。WBA1～4 を一括して運営・管理する

というのは、これら複数の業務を地域の実情にあわせた形で統合的におこなう

ことである。そのためには、地域の実情を熟知していなければならず、そういう

人材は、長年現場で清掃事業を監督してきて、地域のキーパーソンともネットワ

                                                   
90 ごみ処理に関する住民集会は，清掃監督員と住民組織代表者が話し合って企画・実施し

た。 

図 3-9 清掃キャンペーン 
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ークを有している清掃監督員以外にいなかったのである。 

プロジェクトは清掃監督員に対して研修をおこない、また実務を通して教育・

訓練をおこなった。彼らはその期待に応え、目覚ましい成長を見せた。そして、

能力と意欲の高い清掃監督員が担当する区から順に WBA が導入されていった。

このような業務の拡大は、清掃監督員たちにとっては、みずからの能力を発揮す

る機会の拡大であり、彼らの多くはそれをインセンティブととらえた。筆者は現

地調査で 10 名を超える清掃監督員の話を聞き、業務に同行したが、彼らの多く

が嬉々として業務に励んでいる様子が観察された。そのような清掃監督員がい

る区への WBA の導入は進み、業務拡大をインセンティブととらない清掃監督員

の区への WBA 導入ははかばかしくなかった。やがて、その任務の重要性が市政

府においても認識され、プロジェクト実施前は 14 号であった清掃監督員の職能

等級が、プロジェクト期間中に 11 号に引き上げられた。 

当時の廃棄物管理局主任技官 B 氏は、インタビューに答えて、清掃監督員に

非常に多くのスキルが求められるようになり、多くの清掃監督員がその期待に

応えたことを指摘している。また、清掃監督員たち自身も、インタビューに答え

て、彼らと地域住民の関係が密接になったこと、両者が地域の清掃や美化に関し

て共通のビジョンを持つようになり、協働してそのビジョンを実現しようとす

るようになったことなどを指摘している。 

 

CI（清掃監督員）の仕事には非常に多くのスキルが求められるよ

うになりました。彼らは単に清掃を監督している監督人ではなく

て、いろいろな知力が求められるようになったんです。今では計

画91も彼らの仕事です。計画という要素が彼らの仕事に含まれる

ようになったんです（廃棄物管理局主任技官 B 氏, 2013 年 2 月 2

日於ダッカ）。 

 

以前は、われわれ（清掃監督員）がやっていることを彼ら（住民）

は知らなかった。今は、われわれの仕事と彼らの仕事が連携しあ

っていて、われわれのやっていることを彼らは知っている。われ

われのビジョンが彼らのビジョンです。たとえば以前は、どこか

のコロニーで住民たちが特別清掃をしても、私には何も知らせな

                                                   
91 ダッカ市の業務実施上の特徴として計画を立てないということが言われていた。JICA は

ダッカ市廃棄物管理の主な問題点のひとつとして「計画の欠如」をあげていた（JICA, 2006b）。

またダッカ市職員も、「投資予算のほぼ 100％を海外援助に依存していたダッカ市では、い

つどのような投資がなされるかは援助機関の決定によるため、みずから事業計画を作成す

る習慣がなかった。また、人件費やガソリン代などの経常予算しか負担しないため、投資予

算からなる事業予算を立てる必要もなかった」と語っている（廃棄物管理局主任技官 B 氏, 

2013 年 2 月 2 日於ダッカ市）。 

総合力 

ビジョンの

共有 

全体をつな

げる 
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いで、清掃したあと、集めたごみを路上に放置していた。だけど

今は、集めたごみをどうするか私に聞いてきます。だから私がア

ドバイスしている。こういうことは以前はなかった。これは新し

いことです（清掃監督員 E 氏, 2013 年 2 月 9 日於ダッカ）。 

 

JICA のプロジェクトがきてから，われわれ（清掃監督員）は自分

で考えるようになりました。以前は毎日の清掃をしていただけ。

今は、どう清掃するか、どうごみを減らすか、どう改善するかを

自分たちで考えます。考えて、計画します。計画、計画、計画で

す（清掃監督員 G 氏, 2013 年 2 月 14 日於ダッカ）。 

 

こうして、清掃監督員、清掃員、住民、ごみ収集業者に配慮した、住民参加

型のアプローチ WBA が導入されたことにより、それら関係者のプロジェクトに

対する理解が進み、プロジェクト関係部署や関係者の横の連携がうまれ、プロジ

ェクト・チームメンバーの一体感が醸成された。計画を立てる習慣のなかったダ

ッカ市の行政官が、自分たちで考え、計画を立てはじめた。そして、コンテナや

ダストビンが撤去され、町が美しさを取り戻しはじめた。プロジェクトは WBA

によって救われたのである。 

 

(6) WBA の概念 

ここで、WBA の概念を整理しておく。WBA は表 3-6 に示す 4 つのコンポー

ネントからなっている。 

WBA は、まず WBA1 で区清掃事務所を建設し、最小行政単位をベースに地

域の収集・運搬を統合的におこなうための拠点を形成した。ごく小さな事務所で

あっても、そこは行政の窓口であり、清掃監督員が常時いる場所である。清掃員

は、作業中に問題が起きれば、とりあえず事務所に行く。住民は、清掃に関して

要望や苦情があれば、事務所を訪れる。住民活動を企画する際は、清掃監督員、

清掃員、住民、収集業者が事務所に集まって話し合う（JICA, 2010, 2013）。WBA

のカスタマイズは、区清掃事務所に関係者が集まり、会話を交わし、知識と知恵

を出し合うことによって可能となった。事務所という物理的な建物の建設が、

人々が集まり知識を創造する「場」（野中・竹内, 1996）の形成になったのである。 

また、事務所の建設は、行政が地域のごみ処理を重視していること、具体的

には清掃監督員のような末端行政官や清掃員、そして住民を重視していること

を示す象徴としての意味も大きかった。 

 

 

 

全体をつな

げる 
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表 3-7 WBA の 4 つのコンポーネント 

WBA 1 区清掃事務所の設置 

活動： (1) 区清掃事務所の建設 

 (2) 区清掃事務所の機能強化 

 (3) 清掃監督員の各種研修 

 

 

 

図 3-10 区清掃事務所 

WBA 2 清掃員の作業環境改善 

活動： (1) 安全衛生委員会の設置 

 (2) 清掃作業マニュアルの作成・活用 

 (3) 安全具の支給 

 (4) 清掃員の安全・衛生研修 

 

 

図 3-11 清掃員 

WBA 3 収集の改善 

活動： (1) 住民参加の促進 

 (2) 住民対象の啓蒙活動 

 (3) ごみ収集業者のサービス改善 

 (4) ごみ収集業者対象の研修 

 

 

図 3-12 住民活動 

WBA 4 運搬の改善 

活動： (1) 既存運搬システムの改善 

 (2) 新規運搬システムの導入 

 (3) 新規運搬システム導入に係る各種

     研修 

 

 

図 3-13 運搬 

出典： JICA（2011）より筆者作成 
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同時に、WBA2 で、収集と運搬の現場すなわち地域の道路や街路の清掃を担

当している清掃員の作業環境を改善することによって、街の美化をはかった。ま

た、清掃員の作業環境を改善することは、職業を理由に社会的な偏見・差別を受

けている彼らの職業意識の改善につながり、また、区清掃事務所の設置とならん

で、行政が清掃員の業務を重視していること、すなわち地域の美化を重視してい

ることを内外に示すことにもなった。 

次に、WBA3 による収集改善では、住民活動を通じて住民とごみ収集業者の

相互の理解を深め、両者の協力体制を築くことにより、各家庭から集積所に確実

にごみが運ばれるようにした。また、住民の意識啓発のための環境教育・啓蒙活

動・地域活動なども収集改善に含まれた。ごみ収集業者に関しては、市による業

者認定制度を導入すると同時に、ごみの収集方法の改善をはかって作業効率を

向上させたり、運営者に対する運営指導をおこなったりした。 

運搬に関しては、WBA4 によって住民やごみ収集業者が定時定点にごみを持

参する試みがなされ、後にコンパクター車が導入された際にそれは一気に広ま

った。これは収集と運搬の統合的運営の実現である。また、収集から運搬へのご

みの積み替えも街を汚す原因となるため、収集の実施者（住民、ごみ収集業者）

と運搬の実施者（市）の協力体制の構築が必要になる。そのためには、住民・ご

み収集業者・市が集まって話し合うことが必要となり、その場も地域の拠点すな

わち区清掃事務所が担うことになった。このように WBA3 と WBA4 を WBA1

という場において一体的に実行することによって、収集と運搬の一体化がはか

られたのである92。 

そして、これらすべての活動の核となって計画・実行・調整を担当する清掃

監督員の育成・強化がおこなわれた。地域の状況を熟知し、住民や収集業者との

ネットワークを有し、清掃事業に精通した現場レベルの行政官を抜きにして、

WBA1 から 4 を相互に連携させた統合的な運営管理は望めなかった。また，

Lipsky（1980）や Crook & Ayee（2006）らが明らかにしてきたように、「ストリ

ート・レベルの、最前線の行政官の業務構造、業務スタイル、意欲、対応といっ

たものが、公共サービス機関を実績本位で顧客志向の組織へと変貌させる主要

な要因」（Crook & Ayee, 2006, p.54）となり、「市民は彼らを通して行政を体験し、

彼らの行為そのものが政府や自治体によって供給される政策そのもの」（リプス

キー, 1986, p.9）となるため、廃棄物管理行政の最前線に立つ清掃監督員は、対

                                                   
92 これら 4 つのコンポーネントのそれぞれにおいて、清掃監督員、清掃員、住民、ごみ収

集業者などを対象とした研修やセミナーなどが行われた。また、青年海外協力隊員は、プロ

ジェクトの支援を受けて、小・中・高校、大学などでの環境教育講座も行った（JICA, 2013a）。

これらの活動を通じた受講者の意識変容および行動変容も、WBA の成否および街の美化に

影響を与えていると思われる。しかし、プロジェクトでは、受講者による研修評価や、受講

者の意識変容および行動変容に関する追跡調査を、一部を除いて行っていないため、これら

の啓蒙活動の影響を検証することはできない。 
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住民のみならず、地方政府自身にとっても極めて重要な存在となった。 

 

(7) WBA の意義 

ここで、ダッカ市廃棄物管理における WBA の意義を確認する。 

前章で見たとおり、開発途上国の大都市における廃棄物管理の収集・運搬プ

ロセスは、収集・運搬・清掃の 3 要素から構成され、これらは相互に密接に関連

している。そのため、個々の要素を個別に取りあげて改善をはかっても、収集・

運搬・清掃の改善、ひいては廃棄物管理全体の改善にはつながらない。これは本

プロジェクトが開始早々に壁にぶつかった経緯を見ても明らかである。この壁

を突破させたのが WBA だった。それが可能だったのは WBA が収集・運搬・清

掃の諸要素を統合して、ひとつのシステムとして改善をはかるアプローチだっ

たためである。 

WBA は、収集・運搬の統合をはかると同時に、統合することによって地域の

実情に合ったカスタマイズを可能にし、地域の清掃事業は地域でおこなうとい

う、廃棄物管理の地域化（localization）を目指すアプローチでもあった。 

 

WBA1 は分権化のつもりなんです、あれ。ワードオフィス（区清

掃事務所）ですね。分権化のつもりなんです、あれは、一応は。

大都市を分権化してやる。東京都もたぶん分権化だと思いますよ、

理屈は。地域の清掃事業は地域でやれっていう感じ。50 の清掃事

務所で管理しようとしてるんですよ、東京都は。ダッカみたいな

1200 万の都市を、それをあの CWMO（清掃局長）のところで全

部管理するっていうのは無理なんですよね、どう考えたって。そ

うすると、普通に考えるのは分権化ですよね（A 氏, 2013 年 5 月

23 日於東京）。 

 

「分権化」は、一般的には、中央政府から地方政府への意思決定権の委譲を

指す（Rondinelli, Nellis & Cheema, 1984; Faguet, 201193; Brosio, 2014）。この定義に

照らすと、A 氏が言わんとしたことは分権化ではない。ダッカ市中央の廃棄物管

理局に集中していた業務を区に降ろし、区内で統合的に収集・運搬をおこなうよ

うにしたという意味で、WBA が意図したのは「地域化」である。 

統合化と地域化は相矛盾する概念のように思えるかもしれない。しかし、最

小行政区における業務を統合することにより、業務が地域で完結し、地域化が実

現する。すなわち、地域化は統合化によって可能になるのである。 

                                                   
93 Faguet（2011）は、運営が中央政府から地方政府に移管されていることをもって、廃棄物

管理や都市交通を「伝統的に地方分権化されてきたセクター（“traditional” decentralized 

sectors）」と呼んでいる（引用符は Faguet）（Faguet, 2011, p.21）。 

東京のロー

カルナレッ

ジ 
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「廃棄物問題は社会を写す鏡である。社会のありようは国によって、都市に

よって、また同じ都市のなかでも地域によって異なるが、廃棄物問題もこの社会

のありようを反映して、国によって、都市によって、地域によって変化してくる」

（桜井, 2000, p.41）。それゆえ、廃棄物管理は地域で管理されることが本来的に

要請されるのである。また、地域化することによって、地方政府中央の負担を軽

減することができる。「スペアパーツの購入書類の決裁などは現場のマネージャ

ー（ママ）がおこなうべきことであるが、途上国の清掃事業体ではトップマネー

ジャーがこのような日々の業務の決裁に忙殺されている場合が非常に多い。こ

のため彼が本来おこなうべき中期・長期の戦略的な意思決定は常にないがしろ

にされ、その場しのぎの対応が積み重ねられている」（桜井, 2000, p.45）。このよ

うに、廃棄物管理は地域で実行・管理されることが求められており、WBA はそ

れを可能にするものであった。 

 

(8) WBA の展開と変異 

WBA の導入にあたっては、すべての活動の拠点となる清掃事務所の設置が重

視された。しかし、人口集中の激しいダッカ市で事務所用地を確保することは難

しく、また候補地がみつかっても、清掃員が集まる場所ができることに住民が反

対するなど、事務所設置は容易ではなかった。そのため、市の既存の建物がある

区や、用具置き場が確保されていた区などから WBA が導入されていった。 

最初に WBA が導入された 36 区では、商店と事務所ビルの多い区画に WBA

を導入した。最初の試みは、住民に紙袋を配り、ごみ収集車が収集にくる時間と

場所を決め、住民がその時間にその場所にみずから紙袋に入れたごみを持参す

るという、定時定点収集の試みであった。住民参加担当の日本人専門家と清掃監

督員がビルを 1 件 1 件訪ねてまわって説明し協力をもとめた。また商店主や従

業員を集めた説明会も開催した。紙袋による収集にしたのは、1 件 1 件のごみ量

がそれほど多くなく、紙袋であれば住民がみずから継続的に購入できると考え

たからである。しかし、プロジェクトからの紙袋の支給が終わると、住民がみず

から購入することはなく、活動は滞った。 

36 区と同時期に WBA が導入されたのは、ムガル朝時代から続くオールドダ

ッカと呼ばれる旧市街を擁する 76 区である。ここには信徒約 300 世帯が共同生

活をおこなう大きなヒンズー教寺院があった。ヒンズー教が少数派であること

もあり、寺院は市の清掃・収集の対象からはずれていた。そのため、毎日大量の

生ごみが夜間に近くの空き地に投棄されていた。その場所は常時異臭を発し、近

隣からひどく迷惑がられていた。事態の改善をはかるため、プロジェクトは寺院

をふくむ区画を対象に定時定点収集を導入した。当初、寺院はプロジェクトを金

儲け目的の NGO 活動と思って警戒し、非協力的だったが、ヒンズー教徒の清掃

監督員と日本人専門家が何度も訪問して説明を続け、200 リットルのポリバケツ
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2 個を提供するなどするうちに対応が変わり、市による定時定点収集が実現した。

寺院側もごみ問題の解決を喜び、300 世帯のごみすべてを排出するために 12 個

のポリバケツをみずから購入した。ごみ収集を通じてダッカ市とヒンズー・コミ

ュニティの間に対話が生まれるという副次効果もあった。 

それまで市の収集もごみ収集業者も入っていなかった 2 区のスラム地区では、

清掃監督員、スラム住民、ごみ収集業者が話しあって、プロジェクトによる定時

定点収集ではなく、ごみ収集業者が入ることになった。スラムは街路が狭く収集

トラックが入れないためである。スラムの住民は現在（2017 年 2 月）でもごみ

収集業者にわずかだが収集料金を支払っており、業者によるごみ収集が続いて

いる（廃棄物管理局主任技官 B 氏, 2017 年 2 月 10 日於東京）。 

WBA の成否は、区清掃事務所の設置と、清掃監督員の能力と、住民の協力に

よるところが大きかった。なかでも、優秀でやる気のある清掃監督員がいる区で

は WBA の導入が順調に進んだ。活動拠点となる清掃事務所の設置は重要な要件

だが、やる気のある清掃監督員は、みずから奔走して用地や建物をみつけてきた。

住民の協力も、住民の収入や職業によるところも大きかったが、昼夜を厭わず住

民に対する説明や説得に歩く清掃監督員がいる区では、住民の協力を得やすか

った（石井・眞田, 2017）。 

ごみ収集業者やウェイストピッカーへの配慮も必要であった。市の収集トラ

ックが来る時間に合わせて住民がトラックまでごみを持参する定時定点収集を

導入すると、ごみ収集業者が不要になる。プロジェクトは、廃棄物管理の改善に

ともなって将来的にはごみ収集業者は消滅していくと考えたが、プロジェクト

実施当時は彼らとの共存をはかった。リキシャバンからトラックへの積み替え

を容易にするために、バケツ、たらい、紙袋などの利用を収集業者に勧め、それ

まで 1 時間以上要していた積み替え作業を 10 分～20 分に短縮して彼らの労力

を軽減したり、トラックが来るまでの 1～2 時間のあいだにごみから有価物を収

集できるようにトラックの収集時間を調整したりした。 

ダストビンやコンテナからごみを集めるウェイストピッカーに関しては、彼

らがごみから有価物を選別する際にごみを散乱させるため、ウェイストピッカ

ーのごみ収集を禁止あるいは規制するという意見もプロジェクト内にはあった

が、結局、市もプロジェクトも彼らの活動を黙認する方針をとることにした94。 

プロジェクトは地域ごとに異なる状況のなかで創意工夫をこらし、実験し、

                                                   
94 ダッカにはごみから有価物を集めて生計を立てるウェイストピッカーが大勢いる。他の

国では埋立地（最終処分場）が彼らの活動の場となっているが、ごみが散乱するダッカでは

町中が彼らの仕事場となっている。彼らが有価物を拾い集めるので、ごみが埋立地に運ばれ

てきたときには、鉄くずなどの価値の高い有価物はもちろん、こぶし大の紙ごみさえもなか

なか見当たらない。集められた有価物を仲買いする業者もたくさんいて、ダッカには自然な

リサイクル市場ができあがっている（石井・眞田, 2017, pp.29-31）。 
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試行錯誤を繰り返して WBA を進化発展させていった。このような創意工夫、カ

スタマイゼーションは、現地の実情に通じた清掃監督員と住民からの情報・知

識・知恵の提供によってはじめて可能になるものだった。それらの知識や知恵に

よって工夫されたごみ収集方法は地域の特徴ごとにいくつかのパターンに収斂

していき、プロジェクトによってパターン別に整理され、他地域への WBA の導

入に適用された（表 3-8 参照）。 

筆者が本プロジェクトのフィールドワークをおこなって印象的だったのは、

日本人専門家もバングラデシュ側カウンターパートも、しばしば「実験」という

言葉を使っていたことである。筆者は JICA のプロジェクト評価を仕事のひとつ 

 

表 3-8 ごみ収集方法のパターン（3 パターン版） 

パターン 適用地 収集方法 例 

① た ら い

を 用 い た

直 接 積 み

込み 

収集業者が営

業している、

比較的、広い

作業場が確保

できる道路沿

いなど。 

収集業者が各戸か

らごみを収集。 

リキシャバンを収

集車の後ろに駐車

し、収集車作業員が

ビニールシートを

敷き、たらいを用い

て、リキシャバンか

ら収集車にごみを

積み込む。  

② ポ リ バ

ケ ツ を 用

い た ス テ

ー シ ョ ン

収集 

収集業者が営

業している、

商業地、集合

住宅街など。

ポリバケツを

一定時間置い

ておけるステ

ーションが確

保 で き る 地

区。 

ごみ収集業者ある

いは集合住宅の清

掃員がポリバケツ

を用いて各個から

ごみを回収し、ポリ

バケツを指定のス

テーションに置く。 

収集車作業員がス

テーションに置か

れたポリバケツの

ごみを積み込む。 

 

③ 戸 別 収

集 

収集業者が営

業していない

住宅街、集合

住宅街、商業

地、ビジネス

街など。 

市が収集地点を指

定する。 

住民、集合住宅の清

掃員、商店・事業所

の従業員等が、収集

車到着時にごみを

収集地点に持参。 

収集車作業員が受

け取って収集車に

投入する。  

出典：JICA（2011）より筆者作成 
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としているために、今までに 30 件以上のプロジェクトを訪問しているが、プロ

ジェクトメンバーがみずからの活動を「実験」と呼ぶプロジェクトはかつてなか

った。 

 

そうとう来ましたよ、PCSP（ごみ収集業者）と。それで実験して

ね。ポリバケツでやるやり方を。PCSP がポリバケツを使って集め

てコンパクターに入れるっていうやり方をやろう思って（日本人

専門家 A 氏, 2013 年 2 月 1 日於ダッカ）。 

 

コンテナにバケツをおいて、バケツで集めて、バケツで入れたら

いいんじゃないかとか、あと高さを変えたりとか、いろいろ実験

はその後も続くんですけど。（中略）コンパクターのときも、ごみ

箱使ってできないかとか、相当実験しましたけど、定着しなかっ

たですね（日本人専門家 C 氏, 2013 年 2 月 6 日於ダッカ）。 

 

WBA は、われわれにとっては計画のツールであり、説明のツー

ルなんです。新しいことを始めるときに、実験してみるときに、

WBA のひとつのコンポーネントとして計画して、WBA を使って

説明するわけです（廃棄物管理局主任技官 B 氏, 2013 年 2 月 2 日

於ダッカ）。 

 

3.4.4 予期せぬ事態 

WBA の導入によって活気づいた収集・清掃であったが、集められたごみを最

終処分場に運ぶ運搬プロセスを担っていたごみ収集車は、その台数が圧倒的に

不足しており、稼働している車の多

くも老朽化し不具合が目立ってい

た。しかし、技術協力プロジェクト

という援助形態は、技術移転を主な

目的としており、大量・大規模な資

器材の供与は通常ふくまれない。安

易な物品の供与が相手国の持続的

な開発を損なうことを数多く経験

してきたためである。そのため、

WBA によって定時定点収集の可能

性を感じた日本人専門家が、その一

層の促進をはかるべくコンパクタ

試してみる 

試してみる 

図 3-14 コンパクター車 

試してみる 
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ー車の試行的導入を提案したときも、一度は JICA に却下された。しかし、JICA

も車両不足の深刻さは認識しており、本格的な車両投入を可能にする手立てを

様々に検討し奔走していた。その努力が実り、2009 年 2 月、環境プログラム無

償資金協力が採用され、二酸化炭素排出量の少ない CNG（圧縮天然ガス）を燃

料とするゴミ収集車 100 台（コンパクター車 35 台、コンテナキャリア 45 台、

アームロールトラック 20 台）が導入されることとなった。 

これはプロジェクトにとって予想もしなかった、きわめて大きな朗報であっ

た。しかしそれは同時に、100 台の新規車両のオペレーションという、当初計画

にない新たな負担を意味することでもあった。運転手組合との確執が続いてい

た状況下で、それは量的にも質的にも容易な仕事ではなかった95。プロジェクト

の現場は、計画を実行することと、予期せぬ事態に対応することに追われた。 

 

いきなり 100 台くるでしょ。PDM、PDM と言われても。100 台を

どう使うか、わたしの頭のなかではそれがいちばん大事だった。

中間評価のときも、WBA もいいけど、もう少し PDM に戻りまし

ょうと言われた。（中略）われわれも結構バーチャートは引きまし

たよ。でも、（JICA に）提出する PO（活動計画表）というよりも、

たとえばその 100 台の準備のために（日本人専門家 J 氏, 2013 年

5 月 16 日於東京）。 

 

計画を計画どおりに実行することを要求されながら、現場は計画になかった

急展開になんとかして対応しようとしていた。しかし、運転手組合からの指示も

あり、ごみ収集車の運転手はひとりとして新規車両に乗ろうとせず、1 年ちかく

のあいだ、100 台の収集車は 1 台として動かなかった96。 

 

3.4.5 予期せぬ事態への対応 

100 台の収集車を動かすために、日本人専門家は、廃棄物管理局の局長、主任

技官、清掃監督員などの力を借りて、運転手組合を訪ねたり、個々に運転手と話

し合ったり、様々な努力を続けた。そしてついに、2010 年 6 月に 1 台のコンパ

クター車が動いた。 

 

七転八倒してるときに、B（廃棄物管理局主任技官）が運転手ひ

とりつれてきて、コンパクターが 1 台動いたんです。ぽつって動

                                                   
95 特にコンパクター車はバングラデシュで初めての導入で、運転・操作の経験を有する者

は皆無であった。 
96 コンパクター車は 2009 年 7 月に納入され、最初の 1 台が動いたのが 2010 年 6 月だった。 

現地のため

の計画 
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いて、町のなかをコンパクターが走るようになった。それから、

またひとり B が紹介してきて。それもね 10 日とか 20 日ぐらいお

いてからですよね。で、また 1 台動いた。その次にね、3 人くら

い紹介してきたんですよ。それでまた少し動いたんです（A 氏, 

2013 年 2 月 1 日於ダッカ）。 

 

他にも、ある清掃監督員が「今ならひとり入れられるから、今い

れろ」と言ってきて、プロジェクトは急遽、主任技官と話し合って

その申し出を受け入れ、アームロールトラックが 1 台動き始めたり

した（A 氏, 2013 年 2 月 16 日於ダッカ）。ダッカ市側関係者が、自

分の親類縁者や同郷者といった個人的な人間関係を使って、既存の

運転手を説得したり、新たに運転手を探してきたりしていたのであ

る（廃棄物管理局主任技官 B 氏, 2017 年 2 月 10 日於東京）。バング

ラデシュは地縁・血縁社会であると言われるが（Bhuiyan, 2004; 佐藤・

岡本, 2005; 三宅, 2008）、プロジェクトはこの地縁・血縁を活用する

ことによって救われたのである97。 

一方、ダッカ市も運転手の新規採用をはじめた。こうして新車両を運転する

運転手は徐々に増えてゆき、プロジェクト延長フェイズ終了時（2013 年 2 月）

には 100 台すべてが稼働するようになった。プロジェクト全体が順調に動くよ

うになり、清掃員その他のダッカ市側関係者もプロジェクトを好意的に受け止

めるようになると、運転手組合の態度もしだいに軟化し98、やがて運行回数や運

行距離の確認もおこなわれるようになった（JICA, 2013a）。 

なお、コンパクター車の導入はWBAにとってきわめて重要な要件となった。

これによって、決まった日時に決まった場所にやってくるコンパクター車に住

民がごみを持参する定時定点収集を加速度的に進めることが可能となったので

ある。ごみを山と積んだオープントラックが住宅街に入ってくるのを嫌ってい

た住民も、清潔で先進的な形をしたコンパクター車を歓迎した。こうして、収集

（WBA3）と運搬（WBA4）が一体的に運用されるようになり、ごみの収集・清

掃・運搬をそれぞれの地域において統合的に運営する WBA が完成した。 

2010 年 3 月、ごみ収集に関する市の内規（Office Order）が発行され、WBA が

ダッカ市廃棄物管理局の正規業務として定められた。プロジェクトが発想し形

作ってきた WBA の実施と促進が、廃棄物管理局の正式な業務として取り入れら 

                                                   
97 ナレッジマネジメントでは、必要とする知識を有する者がどこにいるかを知っているこ

とを、know-who ネットワークと呼んで、知識資産と見なしている（Borgatti & Cross, 2003; 

Demaid & Quintas, 2004）。 
98 これを契機に、運転手組合のなかで新旧 2 派の運転手グループが対立するようになった

との情報もあるが、真偽のほどは確認できていない。 

地縁・血縁

ネットワー

クの活用 

地縁・血縁

ネットワー

クの活用 
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図 3-15 ダッカ市廃棄物管理の流れ（プロジェクト開始後）（筆者作成） 

 

れたのである。 

このようにして、ダッカ市の収集・運搬の改善が実現した。それは、清掃員、

ごみ収集業者、ウェイストピッカーといった、ごみで生計を立てている人々に配

慮して、プロジェクト以前の形態を崩さずに、そのコンポーネントを統合するこ

とによって改善をはかるものであった。また、統合することによって地域化がな

され、市政府中央の現場管理の負担を軽減するものでもあった（図 3-15 参照）。 

 

3.4.6 実行プロセスの分析 

以上、クリーンダッカ・プロジェクトの実行プロセスにおける主要なふたつ

の事態とそれに対する対応を見てきた。ここでこのふたつの出来事を概観し、

JICA の技術協力プロジェクトにおける実行プロセスの特徴を分析する。 

 

(1) SCAT によるコーディング 

実行プロセスに関して、ここまでに引用した文書およびインタビューに限ら

れるが、表 3-9 に SCAT によるコーディングを示す。以下に、これらの概念につ

いて考察を加える。 

 

表 3-9 実行プロセス SCAT コーディング 

1 次コード 

＜テキスト中の語句の言い換え＞ 

2 次コード 

＜テーマ・構成概念＞ 

全体改善につながらない 分断的プロジェクト運営 

住民

ごみ収集業者

清掃監督員（CI） 清掃員

ごみ集積所（ダストビン／コンテ

ごみ収集車
最終処分場（埋立地）

清掃管理事務所

WBA1 WBA2WBA3 WBA4

WBA
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分業・並列型活動 

全体をつなげる 

統合 総合力 

ビジョンの共有 

東京のローカルナレッジ 
ローカルナレッジの活用 

地縁・血縁ネットワークの活用 

試してみる 状況適応的プロジェクト

運営 現地のための計画 

 

(2) 分断的計画から分断的実行へ 

実行段階でまず問題になったのは、計画された活動をおこなっても、ダッカ

市のごみ処理全体の改善の兆しが見えないことだった。廃棄物管理局として統

合された 3 部局の連携不足や、ごみ収集車の運転手の抵抗がその理由としてあ

げられていたが、筆者はむしろ、個々の活動が分断されていたことが、プロジェ

クトが停滞した主な原因と考えている。WBA が試行されて、収集・運搬・清掃

が統合的におこなわれるようになるとプロジェクトが動き始めたことが、その

証左である。 

前節で見たとおり、クリーンダッカ・プロジェクトの計画は、ダッカ市側の

ローカルナレッジの提供が十分でなかったために、日本側のローカルナレッジ

の提供も制限され、その結果、文脈を離れた抽象的な解決策、すなわちグローバ

ルナレッジからなる計画になった。グローバルナレッジを有効に活用するため

には、そのうちのどの知識を選択し、どのように組み合わせて現地の状況に埋め

込み、ひとつのシステムとして機能させるかを判断する必要がある。システムを

構成しないと、ひとつひとつのグローバルナレッジは分断的なものにとどまる。

そして、グローバルナレッジをローカライズする判断は個々のプロジェクトに

求められる。そこで援助側と被援助側双方のローカルナレッジが必要となる。し

かしクリーンダッカ・プロジェクトでは、計画段階での双方のローカルナレッジ

の提供は十分ではなく、そのため計画された活動は相互に連携してひとつの効

果を生むようなものになっていなかった。問題構造のシステム分析がおこなわ

れていれば、問題間の横の関係が分析され、解決策もシステム全体を機能させる

ものになったかもしれないが、それもなされなかった。その結果、グローバルナ

レッジは分断的な知識にとどまり、プロジェクトは分断的計画を分断的に実行

することになり、停滞した。 

 

(3) 適応的・実験的なプロジェクト実行 

ダッカ市の状況に直面して身動きがとれなくなったプロジェクトを動かした
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のは、東京都の経験を背景にした WBA というアイデア、すなわち日本側のロー

カルナレッジであった。現地の文脈のただなかに立って、その固有の状況に適応

することを迫られてはじめて、どのようなローカルナレッジが有効かが見えて

きたのである。言い換えると、まだ現地の文脈にどっぷりと浸かっていない計画

段階では、どのようなローカルナレッジが有効であるかは明らかではなく、その

提供が制限されたのは当然のことだったとも言える。 

一方、WBA という日本側のローカルナレッジをダッカ市の状況に埋め込み機

能させるために、ダッカ市側からは、現地の事情に通じた清掃監督員や住民から

のインプットと工夫、すなわちバングラデシュ側のローカルナレッジが提供さ

れた。そしてプロジェクトは、WBA を区内各地区の現状にあわせてカスタマイ

ズするべく、実験を繰り返し、WBA を実際に機能するものとして市内に展開さ

せた。また、100 台の新規ごみ収集車が投入された際も、当初計画になかったこ

の事態に対して、ダッカ市側の地縁・血縁というローカルな Know Who ネット

ワーク、すなわちローカルナレッジが活用され、事態は解決に向かった。ここか

ら見えてくるのは、合理主義的計画の限界と、適応的・実験的なプロジェクト実

行が不可避であり有効であるという事実である。 

 

3.5 評価プロセス 

JICA の技術協力プロジェクトの進捗確認は、プロジェクトチームによる進捗

報告と、JICA 本部（東京）から派遣される評価チームによる評価99の 2 種類の確

認がおこなわれている。 

進捗報告は、日本側と相手国側の双方のプロジェクト・チームメンバーが協

働で、半年ごとの進捗報告書と年次ごとの年次報告書を作成し、JICA に提出す

る。内容は通常、報告期間の活動とその結果の報告、活動の遅れや結果の未達が

あった場合の原因分析と対応策、それらを反映した、次期の活動計画（バーチャ

ート含む）からなっている。 

評価は、技術協力、有償資金協力、無償資金協力の援助スキームに共通して、

計画段階の事前評価、実行段階の中間評価、終了時の終了時評価、事後の事後評

価である（JICA, 2013c）100。いずれの評価も、OECD-DAC の「評価 5 項目」に

よる評価をおこなったうえで、当該プロジェクトに対する「提言」と他のプロジ

ェクトに対する「教訓」を汲み上げて評価の結論としている。 

クリーンダッカ・プロジェクトでは、事前評価（2006 年）、中間評価（2008

                                                   
99 プロジェクトの規模によっては、JICA の現地事務所が中心になっておこなう評価もあ

る。 
100 2014 年度以降、JICA は中間評価と終了時評価を取りやめ、プロジェクト実行者による

モニタリングをもってそれらに代えている（JICA, 2014）。 
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年）、終了時評価（2011 年）がおこなわれた。終了時評価において延長フェイズ

の実施が提言され、この提言を受けて 2 年間の延長（2011 年～2013 年）が決定

された。延長フェイズでは事前評価・中間評価はおこなわれず、終了時評価（2013

年）のみがおこなわれた。事後評価はまだ実施されていない（図 3-3, 表 3-1 参

照）。なお、事前評価は、事前調査において、調査団がプロジェクト計画を策定

し、その計画内容の適切性を調査団みずからが評価の視点で確認するというも

のであり、何らかのプロジェクト活動の成果を評価するというものではない。そ

のため、本論文では同調査を、評価ではなく、計画プロセスとして扱っている。

本節では、以下にクリーンダッカ・プロジェクトの進捗報告と評価（中間評価と

終了時評価）を概観する。 

 

3.5.1 進捗報告 

クリーンダッカ・プロジェクト本体フェイズでは、進捗報告書は 2007 年 11

月から半年ごとに計 6 回、年次報告書（完了報告書含む）は 2007 年 6 月から 1

年ごとに計 4 回、延長フェイズでは、年次報告書（完了報告書含む）が 2011 年

12 月から計 3 回、いずれも英語と日本語で作成されている。 

内容はいずれも、冒頭で報告期間全体を概観し、特記すべき事項があればそ

れを報告し、以下はプロジェクト計画書（PDM）の 5 つの成果ごとに活動の進

捗状況とその結果を報告し、最後に次期半年ないし 1 年の活動方針と活動計画

がバーチャートとともに示されている。 

報告書の作成プロセスにおいては、ダッカ市側を中心とした会議を開き、過

去の活動のレビュー、分析、教訓の抽出、次期計画への反映といったことがおこ

なわれた。 

 

カウンターパートを中心にシリーズで会議を開催し、過去の活動

のレビューを行った。最も重要な議論は、（中略）ワード廃棄物管理

プロセスのレビューで、成功要因と失敗要因を分析し、教訓とした。

この議論に基づいて、参加型廃棄物管理促進のための戦略を作成し、

インセプション・レポート、PO101、年間活動計画の内容に盛り込ん

だ（JICA, 2007b, p.6-1）。 

 

過去の活動の内容と得られた教訓、（中略）等に関する説明会およ

びカウンターパート間の意見交換を集中的に行った。これにより得

られた共通理解を土台とし、成果 2 のブレークダウンを作成して、

                                                   
101 PO（Plan of Operation）は、すべてのプロジェクト活動に関する、バーチャートを含む

詳細な計画表で、通常は半期ごとに作成する。 

振り返り 

振り返り 

共通理解 

共通理解 
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PDM の成果イメージをより具体化する作業を行った。（JICA, 2007b, 

p.6-1）。 

 

プロジェクト・モニタリングは別途 1 ヶ月ごとにおこなうことになっていた

が、それは根付かず、実質的には、進捗報告書作成のためにモニタリングをおこ

なうという形になっていた（JICA, 2007b）。したがって、進捗報告書の作成はモ

ニタリングの意味合いが強く、評価 5 項目も使われていないために評価とは呼

べないが、プロジェクト・チームメンバーにとっては定期的な振り返りの機会に

なり、評価的な要素を含んでいたと言える。 

 

3.5.2 評価 

(1) 中間評価 

クリーンダッカ・プロジェクトの中間評価は 2008 年 10 月から 11 月にかけ

て、19 日間にわたって、日本側 5 名からなる評価チームが現地を訪れ、バング

ラデシュ側 4 名からなる評価チームとの合同評価がおこなわれた。日本側 5 名

のうち 3 名は JICA 職員、1 名は大学教授102、1 名はコンサルタントであった。

バングラデシュ側は、廃棄物管理局長を含む 3 名のプロジェクト・カウンター

パートと、1 名の地方政府農村開発協力省（Ministry of Local Government, Rural 

Development and Co-operation）の次官（Senior Assistant Secretary）が参加した。評

価調査は日本側がおこない、評価結果の議論にバングラデシュ側評価チームが

参加するという形の合同評価である。評価調査は、文書分析、聞き取り調査、現

地視察によっておこなわれた。文書分析は、過去の計画段階の調査報告書、プロ

ジェクト実行中に作成された進捗報告書など各種報告書、その他関連資料が広

く調査された。聞き取り調査は、日本人専門家、バングラデシュ側カウンターパ

ート、バングラデシュ側関係者、清掃監督員、清掃員、住民、ごみ収集業者など

を対象におこなわれた。現地視察は、市内のごみの状況、清掃員および清掃監督

員による作業状況、トラックによる収集状況、最終処分場などの視察がおこなわ

れた。 

4 年のプロジェクトの 2 年目、まさに中間時点である。開始当初の難局を WBA

というアイデアによってなんとか乗り切り、改善を重ねながら WBA を展開して

いるさなか、環境プログラム無償による収集車 100 台の供与が決定されそうだ

というニュースが伝わったころであった。なお、プロジェクト開始時のプロジェ

クト計画（PDM1）（付録 3 参照）は、2008 年 2 月に、収集ルートの見直しを削

                                                   
102 この大学教授は本プロジェクトの社会配慮を担当してきた教授で、プロジェクト計画

段階から参加している（p.57 参照）。ベンガル語に堪能で、調査では一貫して、住民、清

掃監督員、清掃員、ウェイストピッカーなどに直接インタビューをおこなっている。 
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除し、WBA を新たに追加するかたちで、PDM2（付録 4 参照）として修正・承

認されている。したがって、中間評価は PDM2 をもちいておこなわれた。 

中間評価において確認された主なプロジェクトの実績および評価チームから

の指摘事項は以下のとおりである（JICA, 2008b）。 

 

1) プロジェクト目標の指標である、最終処分場への廃棄物搬入量の目標値

（52.5%、2,053 トン/日）は、最終処分場に重量計が設置されて間がなく、

データの蓄積・分析が十分でないため、評価は時期尚早である。ただし、

環境プログラム無償による 100 台の新規収集車の投入および WBA の拡

大がなされれば、プロジェクト終了時までには目標達成が可能と見込まれ

る。 

2) プロジェクト目標の指標である、廃棄物収集サービスに対するダッカ市民

の満足度（50%）は、プロジェクトがおこなった住民満足度調査の結果を

分析中であり、評価は時期尚早である。ただし、WBA に関わった住民へ

の聞き取り調査では WBA に対する住民の満足度は高く、プロジェクト終

了時までには目標達成が可能と見込まれる103。 

3) 2008 年 10 月に廃棄物管理局（WMD）の設置が正式承認されているが、

人員配置が遅れており、また一部業務が移管されていない。 

4) WBA は、総合的な廃棄物管理体制を構築するうえで大変効果

的なアプローチであり、一層の拡大が求められる。 

5) WBA 導入にともなう清掃監督員の能力向上が顕著であり、彼らのプロジ

ェクトへの継続的な取り組みが望まれる。 

6) プロジェクト後半に予定されている環境プログラム無償による収集車両

の投入・稼働を遅滞なくおこなうことが重要であり、そのためには収集車

運転手の協力を取りつける必要がある。 

 

中間評価は、プロジェクトの活動の進捗状況を確認し、そのより一層の効果

的・効率的実行のための「提言」をおこなうことを主たる目的としているため、

また、中間時点でまだプロジェクトの結果が出ていないため、「教訓」を汲み上

げることはおこなわれていない。 

 

(2) 終了時評価 

プロジェクト終了時評価は 2010 年 8 月に、20 日間にわたって、日本人 6 名

からなる評価チームが現地を訪れておこなわれた。6名のうち 4名は JICA職員、

                                                   
103 成果の達成度および達成見込みも報告されているが、ここでは割愛する。 

全体をつ

なげる 
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1 名は大学教授、1 名はコンサルタントであった104。バングラデシュ側にも、地

方政府農村開発協力省の次官、財務省の課長、大学教授など、プロジェクトに直

接関係しない外部者 5 名からなる評価チームが編成され、両評価チームによる

合同評価がおこなわれた。調査手法は中間評価と同様、文書分析、聞き取り調査、

現地視察である。聞き取り調査では、個別インタビューのほかに、清掃監督員、

清掃員、住民、ごみ収集業者をそれぞれ対象としたグループ・インタビューもお

こなわれた。 

プロジェクト終了予定の 6 か月前で、WBA を展開する一方で、環境プログラ

ム無償によって供与された収集車 100 台がようやく 1 台また 1 台と動きはじめ

たころであった105。中間評価にもちいられたプロジェクト計画（PDM2）は、2010

年 3 月に再度微修正を加えられて PDM3（付録 5）として承認されており、終了

時評価は PDM3 をもちいておこなわれた。 

終了時評価において確認された主なプロジェクトによる実績は以下のとおり

である（JICA, 2010b）106。 

 

1) プロジェクト目標の指標である、最終処分場への廃棄物搬入量の目標値

（52.5%、2,053 トン/日）はほぼ達成されている。 

2) プロジェクト目標の指標である、廃棄物収集サービスに対するダッカ市民

の満足度は目標値である 50%に達している107。 

3) 依然として廃棄物管理局の人員配置が遅れており、それが、新規収集車両

の稼働の遅れ、処分場建設の遅れなど、様々な影響をおよぼしている。 

4) 統合的廃棄物管理 WBA は、90 区のうち 20 区に導入され、一定の成果を

あげている。 

5) WBA の活動の核となる清掃監督員の能力的・意識的成長は著しいものが

あり、彼らの職務内容も拡大している。 

6) 清掃事務所は、地域に開かれた場を提供しており、行政サービスに関する

説明責任と透明性を高めている。また、清掃事務所を通じて地域住民との

コミュニケーションが深まり、苦情対応の時間が大きく短縮された。 

 

廃棄物管理局の人員配置の遅れに関して、評価チームは、「職能ヒエラルキー

型行政組織の硬直化と非能率、意思決定メカニズムの複雑さ、錯綜する利害関係

                                                   
104 このうち、JICA 職員 1 名と大学教授は事前評価および中間評価に参加した同一人物で

あるが、その他のメンバーは事前評価および中間評価とは異なっている。 
105 最初の 1 台が動いたのが 2010 年 6 月で、終了時評価のわずか 2 か月前である。 
106 最終処分場建設と財務管理改善に関する実績は、本論文の論旨に深くかかわらないた

め割愛した。 
107 成果の達成度および達成見込みも報告されているが、ここでは割愛する。 
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の存在、人事抗争や政治的思惑の介在」などがその原因であると分析している。

そして、そのうえで、「連綿として続いてきた既存の行政組織制度の改変に対す

る抵抗、現場のニーズと旧来の行政組織制度の衝突」は、ダッカ市のごみ問題の

解決のためには「避けて通ることのできない課題」とし、さらなる努力の継続を

提言した（JICA, 2010b, pp.36-37）。 

また、すでに見てきたとおり、本プロジェクトは廃棄物管理局の体制整備を

プロジェクト実施の「前提条件108」としてきたが、評価チームは、「廃棄物管理

局を機能させるという極めて重要な条件を外部条件および前提条件に置くこと

によって外部化」したことは適切ではなかった、「廃棄物管理局を機能させると

いう要件が仮にプロジェクトに内部化され、成果のひとつとして位置づけられ

ていたら、プロジェクトが直接的にその整備に関わることができ、本プロジェク

トはより大きな便益を受けていたであろう」（JICA, 2010c, pp.3-5）と、かなり踏

み込んだ表現でプロジェクト計画の不備を指摘した。 

一方、WBA に関しては、廃棄物管理局の体制整備の遅れや運転手の抵抗など

といった問題に対する対応策として現場で考案されたアプローチであり、「現状

に柔軟に対応した適切なプロジェクトの軌道修正」（JICA, 2010b, p.27）として高

く評価した。また、当初計画されていた収集ルートの見直しを早々に取りやめ、

それに代わって、環境プログラム無償によるコンパクター車を WBA に取り込ん

で収集効率の改善をはかったことも、やはり適切な軌道修正としてプラスに評

価した（JICA, 2010b, p.27）。 

清掃監督員に関しては、各種情報収集、ダストビンの撤去、コンテナ周りの

清掃、住民への助言、清掃員の訓練、清掃用具の保守管理など広範な業務をこな

し、「自ら考え、行動して、担当する地区の廃棄物収集を改善していくだけの能

力を身につけている」（JICA, 2010b, p.14）と、その能力向上が高く評価された。

また清掃員に関しては、45 区の新興住宅地で特別清掃が必要になった際に、住

民が清掃事務所を訪ねて清掃員の派遣を依頼し、派遣された清掃員が清掃作業

を終えた際に、住民から茶菓子をふるまわれたエピソードが紹介され、住民の清

掃員および清掃に関する認識が変化してきたことが報告されている（JICA, 

2010b, p.24）。 

本プロジェクトから汲み上げられた「教訓」は以下の 4 点である（JICA, 2010b, 

pp.34-35）。 

 

1) 廃棄物管理局設置のように、先方政府内に新組織を設置する際は、相手国

の社会的・政治的背景を十分に考慮し、プロジェクトのスコープ内とする

                                                   
108 PDM の「前提条件」は、「プロジェクトを開始する前に満たされるべき条件」（FASID, 

2007, p.44）と定義され、プロジェクト・スコープ外とされている。 
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かスコープ外とするか慎重な判断が求められる。 

2) WBA は最小行政単位における統合的なごみ収集改善アプローチとして

他国においても有効と思われる。 

3) WBA のような現場の状況に即した廃棄物管理を実現するには、清掃監督

員のような現場管理者の能力およびモチベーションの向上が欠かせない。 

4) 廃棄物管理の改善支援にあたっては、技術協力プロジェクトに加えて、債

務削減相当資金、環境プログラム無償、青年海外協力隊など、ハードとソ

フトを包括的に投入するプログラム・アプローチが有効である。 

 

このように、WBA という「総合的・全体的な廃棄物管理を実現」（JICA, 2010b, 

p.29）したことが高く評価された一方で、廃棄物管理局の体制整備という課題が

残ったところから、廃棄物管理局の機能化と、WBA のより広範な普及のために

プロジェクト期間の延長が提言された（JICA, 2010b, p.37）。そして、この提言を

受けて、クリーンダッカ・プロジェクトは、2011 年 2 月から 2013 年 3 月の 2 年

間の期間延長が認められた。 

2 年間の延長期間中に、すでに見たように、運転手組合および運転手との関

係は改善し、環境プログラム無償で投入された 100 台の収集車もフルに稼働す

るようになり、最終処分場の建設も完了した。こうして本体フェイズ完了時に残

る課題とされた多くは延長フェイズ中に解決したが、廃棄物管理局の機能化は、

延長フェイズ終了時においても、その職員のほとんどが他部局からの出向ある

いは兼務であり、空席も多い状況は変わっていなかった。WBA の普及に関して

は、本体フェイズ終了時に 20 区であった WBA 導入区が、延長フェイズ終了時

には 33 区にまで広まった。2012 年 11 月に延長フェイズの終了時評価がおこな

われ、これらの成果が確認された（JICA, 2013b）。同評価においては、技術協力

プロジェクト延長フェイズの評価とともに、クリーンダッカ・マスタープランの

実行状況も評価され、その目標の多くが達成されたことあるいは達成の見込み

であることが確認された。これらのことから、ダッカ市廃棄物管理の改善はダッ

カ市側の自助努力によって継続可能と判断され、2013 年 3 月をもって 13 年間に

わたった日本政府によるダッカ市廃棄物管理改善への技術協力は終了した109。 

 

                                                   
109 2015 年にクリーンダッカ・マスタープランの目標年度が終了することを受けて、新規マ

スタープランの作成と、周辺都市を含んだ広域廃棄物管理の実現に向けて、ダッカ市から技

術協力の要請があり、2014 年 12 月に JICA による詳細計画策定調査がおこなわれた。しか

し、2016 年 7 月のダッカ・レストラン襲撃人質テロ事件による邦人被害を受けて、ダッカ

市での国際協力活動が休止され、2017 年 3 月現在、新規プロジェクトは開始にいたってい

ない。 
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3.5.3 評価プロセスの分析 

以上、クリーンダッカ・プロジェクトにおいておこなわれた進捗報告と評価

を見てきた。ここで、JICA の技術協力プロジェクトにおける評価プロセスの特

徴をまとめる。 

評価プロセスに関して、ここまでに引用した文書およびインタビューに限ら

れるが、表 3-10 に SCAT によるコーディングを示す。以下に、これらの概念に

ついて考察を加える。 

 

表 3-10 評価プロセス SCAT コーディング 

1 次コード 

＜テキスト中の語句の言い換え＞ 

2 次コード 

＜テーマ・構成概念＞ 

振り返り 反省 

共通理解 
統合 

全体をつなげる 

 

JICA の技術協力プロジェクトの進捗管理および成果管理は、プロジェクトチ

ームによる進捗報告と、外部者による評価110によって構成されている。 

進捗報告は、モニタリングおよび評価とは別のものとして位置づけられてい

るが、実質的にはモニタリングの意味合いが強い。進捗報告書作成のために、援

助側と被援助側がともに自分たちの活動とその成果を振り返り、成功要因およ

び失敗要因を分析し、そこから爾後の活動のための「教訓」を導き出している。

このプロセスにおける学びの意義は当事者たちの認めるところであり、その学

びは進捗報告書および年次報告書としてまとめられる。そして、その結果を反映

して、その後の活動計画を修正している。 

一方、JICA のプロジェクト評価は、第 2 章で見たように、説明責任と学習の

ふたつを目的としている。説明責任のための評価はコンプライアンスの評価で

あり、プロジェクト目標の達成度、物的・財務的なインプットとアウトプットの

比較などに焦点をあてるものである。具体的にはプロジェクトの実績の確認と

なる。一方、学習のための評価は、JICA のプロジェクト評価では、主に「教訓」

としてその学習成果が評価報告書にまとめられる。 

クリーンダッカ・プロジェクトにおける説明責任のための評価、すなわち実

績確認は、中間評価・終了時評価ともにプロジェクト開始当初の難局を乗り切っ

たあとの安定期に入ってからの評価であるため、プロジェクト目標達成度、廃棄

物管理局の人員配置の遅れ、WBA の有効性など、両者の評価結果に大きな違い

                                                   
110 評価チームには内部者（JICA 職員など）も含まれており、純粋な外部評価ではない。 
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は見られない。 

一方、学習のための評価すなわち教訓は、中間評価においては、まだプロジ

ェクトの結果が出ていないために検討されていない。終了時評価においては、す

でに見たとおり、新組織を設置する際に必要な慎重な判断や、WBA の収集改善

モデルとしての有効性など、他のプロジェクトでの活用が期待される教訓が報

告されている。 

外務省の ODA 評価は、国民に対する説明責任を重視して、独立性・中立性確

保の観点から、外部評価（プロジェクトに直接関わっていなかったコンサルタン

トによる評価）をおこなっている（外務省大臣官房 ODA 評価室, 2016, p.3）。JICA

においても、有償資金協力・無償資金協力・技術協力プロジェクトの事後評価は

外部評価である。しかし、技術協力プロジェクトの中間および終了時評価は、ま

だプロジェクト実行者が現地におり、学習成果（教訓）を把捉する絶好の機会で

あることから、評価チームに JICA 職員が参加している。しかし、プロジェクト

に派遣された日本人専門家が評価チームに入ることは通常ない111。しかし、プロ

ジェクトを通して最も多く学習しているのはプロジェクト実行者である。その

ため、評価チームは、プロジェクト実行者に対する聞き取り調査などを通じてそ

の学習成果を把捉することになる。すなわち、学習の当事者による学習のための

評価がおこなわれていないのが現状である。 

この制度上の制約を補う結果になっているのが、JICA が 10 年近く前から発

行している、「JICA プロフェッショナルの挑戦シリーズ」や「プロジェクト・ヒ

ストリー・シリーズ」といった、プロジェクト実行者の生の声をとりあげた書籍

である。そして、プロジェクト・ヒストリー・シリーズの 1 冊として、2017 年

7 月、クリーンダッカ・プロジェクトの経験が書籍化された。『クリーンダッカ・

プロジェクト―バングラデシュにおける住民参加型廃棄物管理への挑戦―』（石

井・眞田, 2017）がそれである。このようにして、クリーンダッカ・プロジェク

トから得られた学習成果は、外部者による評価報告書と当事者による書籍とい

うかたちで形式知化された。 

 

3.6 クリーンダッカ・プロジェクトの５回のサイクル 

ここで、これまでに見てきたクリーンダッカ・プロジェクトの流れを、時系

列で見てみる（図 3-16 参照）。 

                                                   
111 本プロジェクトの中間評価において、プロジェクトの直接の実行者であるプロジェク

ト・カウンターパートが相手国側評価チームの構成員になったのは例外的である。 
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図 3-16 クリーンダッカ・プロジェクトの知識創造の５回のサイクル 

 

まず、2000 年から 2006 年にかけておこなわれた 3 次の調査は最初期の計画

段階にあたる。ここでは、まず現状調査を通じて現状を認識し、それにもとづい

て合理主義的計画、すなわち分析的・予測的計画がたてられた。適切な現状認識

のためには、バングラデシュ側からのローカルナレッジの提供が必要であった
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が、その提供は必ずしも十分ではなく、そのため日本側からのローカルナレッジ

の提供も限られたものになった。その結果、グローバルナレッジの集合からなる

計画を、日本側が中心になって策定した。また、3 次の調査が分断的であったこ

と、問題が個々に分析され解決策が分断的になったこと、グローバルナレッジが

システム化されず断片的知識の集合にとどまったことなどから、プロジェクト

計画が分断的活動の集合になった。 

この計画を実行するべく、2007 年にクリーンダッカ・プロジェクトが始まっ

た。しかし、組織改編の難航や汚職といった現地の文脈固有の問題に直面し、分

断的プロジェクト計画も災いして、プロジェクトは停滞した。その際に、日本側

から日本のローカルナレッジを背景にした WBA が提案され、停滞の打開策とな

った。WBA は市内各地の状況にあわせてカスタマイズする必要があり、カスタ

マイズに際しては、バングラデシュ側からローカルナレッジが豊富に提供され

た。また、WBA はごみの収集・運搬・清掃を統合的に運営する仕組みであった

が、それは同時に、分断的であったプロジェクト活動を統合する結果にもなった。

こうして、予測どおりには進まない現状のなかで、プロジェクトは文脈に適応し、

なんとかして苦境を切り抜けることができた。 

この 1 年間の活動を援助側と被援助側が協働で振り返り、成功要因・失敗要

因を分析して教訓を抽出した結果は、2008 年 3 月の第 1 年次報告書にまとめら

れた。その振り返りを反映して、翌年度の活動計画が修正され、それもまた同報

告書に添付された。したがって、第 1 年次の振り返りと第 2 年次の活動計画策

定が、時間的には同時期におこなわれているが、図 3-16 では、振り返りのフェ

イズと計画のフェイズに分けた。ここまでがクリーンダッカ・プロジェクトの第

1 サイクルである。 

第 2 サイクルは、第 1 年次報告書に添付されたプロジェクト計画にしたがっ

て、WBA の推進を主要な活動のひとつとして活動が進んだ。2008 年 11 月に中

間評価がおこなわれ、外部者の視点から見たプロジェクト評価がおこなわれた。

また 2009 年 3 月には第 2 年次報告書がまとめられ、第 3 年次の活動計画は WBA

の推進が課題とされた。 

第 3 サイクルは、第 2 年次報告書に添付されたプロジェクト計画にしたがっ

て活動がおこなわれていたが、2009 年に新規収集車 100 台が納入され、プロジ

ェクトはこの予期していなかった事態への対応に追われた。100 台の新規車両が

1 台も動かないまま、2010 年 3 月に第 3 年次報告書がまとめられ、第 4 年次の

活動計画は WBA の推進と新規収集車の稼働が課題とされた。 

第 4 サイクルは、第 3 年次報告書に添付されたプロジェクト計画にしたがっ

て、WBA の推進と新規収集車の稼働を目指して活動がおこなわれた。バングラ

デシュ側の地縁・血縁の活用というローカルナレッジを通じて運転手が手配さ

れ、ようやくコンパクター車が動きはじめた 2010 年 8 月、終了時評価がおこな
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われた。終了時評価は、廃棄物管理局の機能化、WBA の広範な普及、全収集車

の稼働のためにプロジェクトの延長を提言し、2 年間の延長が決まった。2011 年

3 月には、最後の年次報告書であるプロジェクト完了報告書が作成され提出され

た。 

第 5 サイクルは、2011 年 2 月以降の延長フェイズである。プロジェクト計画

は、延長フェイズ開始時にプロジェクト・スタッフが PDM および活動計画表を

作成し、それにしたがって終了時評価で指摘された 3 つの課題を達成するべく

活動がおこなわれた。2012 年 11 月に延長フェイズの終了時評価がおこなわれ、

WBA 導入区の増加、新規収集車の完全稼働が確認され、2013 年 2 月に、13 年

間におよんだダッカ市廃棄物管理への開発援助は終了した。 

以上のことから、JICA の技術協力プロジェクトが、計画・実行・評価の 3 つ

のフェイズからなるサイクルを反復的に繰り返すスパイラル・プロセスになっ

ていることが確認された。また、最初期の計画には数年をかけているが、ひとた

びプロジェクトが現地での活動を始めると、ひとつのサイクルが日本の会計年

度と一致していることが確認された。また、評価のプロセスでは、外部者による

評価以外にチームメンバーによるプロジェクトの進捗確認が定期的におこなわ

れていること、ならびに評価および進捗確認の結果はその後の計画に反映され

ていることが確認された。 

 

3.7 おわりに 

本章では、クリーンダッカ・プロジェクトを事例として取り上げ、開発援助

プロジェクトの計画・実行・評価のプロセスを時間を追って見てきた。以下に発

見事項およびそれに関する考察をまとめる。 

開発援助プロジェクトは、「計画・実行・評価」の 3 つのフェイズからなるサ

イクルを反復的に繰り返すスパイラル・プロセスとして進行する。これは開発援

助プロジェクトの実践的モデルである。 

開発援助プロジェクトの知識プロセスの理論的モデルとしては、計画および

実行のフェイズでは、計画・実行以上のことはおこなわれておらず、その実態を

表す言葉として「計画」、「実行」に勝る言葉は見当たらない。しかし評価のフェ

イズでは、外部者による評価に加えて、プロジェクト・チームメンバーによる活

動および成果の振り返りがおこなわれている。そのため、その実態を表す言葉と

して、評価を含んで、評価よりも広い意味をもつ「反省」を当てたい。すなわち、

開発援助プロジェクトの知識プロセスの理論的モデルは、「計画・実行・反省」

の 3 つのフェイズからなると考える。 

英語では、計画・実行・評価の訳語は Plan-Do-See とされている。理論的モデ

ルの計画フェイズでは、現状を認識し、それにもとづいて将来を予測し、計画と
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いう形式知を創造しているので、Plan が適切と思われる。実行フェイズでは、計

画を目安にしつつ、状況適応的な対応、すなわち学習しつつ行為している。その

ため、漠然とした Do に替えて、より能動的な Act をもちいる。反省は、See は

漠然としているため、Reid（1993）や CARE International（2014）の用語もちいて

Reflection とする。また、開発援助プロジェクトの適応的・実験的、すなわち動

的な側面を表現するために、日本語・英語ともに動名詞にし、「計画する

（Planning）」「実行する（Acting）」「反省する（Reflecting）」とするのが適切と考

える。 

「計画する」フェイズの、最初期の計画調査は、数次にわたっておこなわれ

ことが多い。しかし、調査相互の連携が十分でないために、調査結果は相互に分

断的な知識創造（Disjointed Knowledge Creation）になりがちである。加えて、問

題のシステム分析がおこなわれないと、問題が個別に分析され、解決策が個別に

考えられるため、分断的プロジェクト計画の傾向がさらに強まる。 

また、プロジェクト計画に先だって、援助側と被援助側が可能な限り広範で

的確な現状認識を共有する必要がある。そのためには、被援助側からの文脈固有

の知識すなわちローカルナレッジの共有が必須であるが、複数の理由からそれ

は制限されがちになる。そのため援助側の現状認識が表面的になり、現状認識が

具体的でないと、援助側のローカルナレッジの共有も制限される。その結果、文

脈を離れた抽象的な知識であるグローバルナレッジの集合からなる計画が立て

られることになる。ここでもまた分断的知識創造の傾向に拍車がかかる。このよ

うして策定されたプロジェクト計画は、合理主義的計画であるが、その合理性は

相当程度に限定された、限定合理的プロジェクト計画（Bounded Rational Project 

Plan）となる。 

プロジェクト計画が分断的であり限定合理的であるため、「実行する」フェイ

ズは計画どおりにはいかない。プロジェクトは、相手国の真の文脈固有の問題に

直面して、難航する。だがそれは、言い換えると、真の問題が具体的に見えてく

るということである。そのため、現状に適応的な対応が可能になる（Adaptive 

Knowledge Creation）。具体的には、実験を繰り返して現状に最適な解決策を見出

していくことである（Experimental Knowledge Creation）。予測にもとづいて事前

に用意された解決策、すなわち計画をひとつの目安としながらも、現地の文脈に

適応し、実験し、悪戦苦闘しながらなんとかして切り抜ける（Muddling Through）

のが、プロジェクトの「実行する」フェイズの実態である。 

「反省する」フェイズでは、体系的な査定である評価と、進捗報告を通した

学習者（プロジェクト実行者）自身による学習の振り返りがおこなわれる。いず

れも、プロジェクト実行中に創造された実践知を統合し（Integrated Knowledge 

Creation）、評価では広く未来のプロジェクトのために、進捗報告では当該プロジ

ェクトのために教訓（Lessons Learned）を抽出し、それらを報告書という形で形
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式知化する。 

実践知が統合されると、プロジェクトの知識プロセスは「計画する」フェイ

ズに戻り、統合知を反映する形でその後の計画が修正される。これによって予測

的で分断的であった計画は、当初のグローバルナレッジに加えて、援助国・被援

助国双方のローカルナレッジを取り込んだ、相手国の文脈に適応的な計画へと、

徐々に修正されていく。 

以上の発見事項をもとに、次章では、開発援助プロジェクトにおける知識の

創造・共有・活用プロセスを明示する理論的モデルについて考察する。 
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第4章 結論 

4.1 はじめに 

前章までで、開発援助プロジェクトにおける知識プロセスを明らかにするこ

とを目的として、これに関連する先行研究のレビューおよびクリーンダッカ・プ

ロジェクトの事例分析をおこなった。 

本章では、以上の分析から導き出された主要な発見事項をもとに、開発援助

プロジェクトにおける知識プロセスを明示する理論的モデルを提示し、知識理

論のさらなる発展に向けた理論的含意を導出する。また、開発援助プロジェクト

の現場におけるナレッジマネジメントの改善に向けた実務的含意を提示する。

そして最後に、今後取り組むべき課題やその方向性を、将来研究への示唆として

示す。 

 

4.2 主要な発見事項のまとめ 

本節では事例分析から導き出された主要な発見事項をまとめる。序論におい

て提示した以下の 3 つのサブシディアリ・リサーチ・クエスチョン（SRQs）に

対する回答を示し、それらを統合してメジャー・リサーチ・クエスチョン（MRQ）

に答える形で発見事項をまとめる。 

 

MRQ： クリーンダッカ・プロジェクトにおいて、知識はいかに創造・共有・

活用されたのか？ 

SRQ1： どのような日本側の知識がいかに共有されたのか？ 

SRQ2： どのようなバングラデシュ側の知識がいかに共有されたのか？ 

SRQ3： 異なる知識はいかに統合されたのか？ 

 

4.2.1 SRQ1の答え 

SRQ1： どのような日本側の知識がいかに共有されたのか？ 

クリーンダッカ・プロジェクトは、日本側とバングラデシュ側の協働による

3 次の現地調査をへて開始された。これらの調査は同プロジェクトの最初期の計

画段階にあたる。ここではまず、バングラデシュおよびダッカ市において関連法

規の整備やごみ収集量の計量といった基本的なことがらが適切におこなわれて

おらず、そのために住民によるごみの投棄やごみ収集車の不正などいった問題

が現場の末端において起こっていることなど、バングラデシュ側が気づいてい
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なかった問題や課題が指摘された。すなわち、日本側がみずからの過去の経験に

照らして問題と認識したことがらを指摘し、それによってバングラデシュ側が

現状認識を改めており、これは、日本側のローカルナレッジを背景とした現状認

識という知識の共有であった。 

問題の原因分析にあたっては、問題の社会的、文化的、歴史的背景に関する

知識、すなわちバングラデシュ側のローカルナレッジが必要とされた。しかしこ

の段階でのダッカ市側の関与は総じて低く、そのため日本側の視点を中心とし

た浅い問題分析となった。また、問題構造のシステム分析がおこなわれなかった

ことも、現状認識の不足を助長した。 

これらの現状認識にもとづいて策定されたプロジェクト計画は、文脈固有の

問題の分析不足を反映して、中央統括部局の設置、住民参加の促進、衛生埋立の

導入といった、グローバルナレッジの単純な集合からなる計画になった。つまり、

グローバルナレッジを組み合わせてダッカ市の文脈において機能するひとつの

システムを作ること、すなわちグローバルナレッジをローカライズ（地域化）す

ることを目指す計画にはならなかった。 

実行段階に入ると、分断的な活動を実行しても全体としての改善効果が見え

ず、プロジェクトは停滞した。この難局に苦しむなかで、日本側から、東京都の

ごみ処理の経験を背景にした WBA というアイデアが生まれた。これは、「自分

の区で発生したごみは自分の区で処理する“自区内処理”」（石井・眞田, 2017, p.37）

という東京都のローカルナレッジを、文脈から切り離し、抽象化して WBA とい

うコンセプトにしたもので、この後、プロジェクトはこのコンセプトがダッカ市

の文脈に移植可能かどうかを、ダッカ市側とともに探っていくことになった。す

なわち、日本側のローカルナレッジから生まれたコンセプトがダッカ市側と共

有された。 

プロジェクト評価は、定期的な進捗報告書作成のプロセスを通じたプロジェ

クトチームによる振り返りと、中間評価と終了時評価という外部者評価の 2 種

類の振り返りが日本側とバングラデシュ側の協働でおこなわれた。日本側から

は、進捗報告においては、活動と成果の振り返りと、それにもとづくその後の活

動計画が、外部者評価においては、目標達成度の確認とその要因分析、それらに

もとづく提言と教訓といった知識が提供され共有された。進捗報告書の作成に

おいては、ダッカ側を中心とした協議の場で日本側・ダッカ市側双方がみずから

の活動を振り返り、分析し、その結果を次期の計画に反映するという形で、双方

の知識が共有された。 

 

4.2.2 SRQ2の答え 

SRQ2： どのようなバングラデシュ側の知識がいかに共有されたのか？ 
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事前の調査および計画段階におけるダッカ市側からの知識提供は、現行の法

体制、市の組織や財政、ごみ処理の各プロセスでの主要な問題などの情報提供に

とどまり、そのような現状を生んでいる社会的、文化的、歴史的背景に関する情

報や知識の提供および共有は十分ではなかった。 

しかし実行段階に入ると、ダッカ市側のローカルナレッジが豊富に共有され

るようになった。まず、プロジェクトの停滞に対して日本側から WBA が提案さ

れたが、WBA はその実行にあたり区内各地区の状況にあわせて内容をカスタマ

イズする必要があった。カスタマイズに際して、清掃業務を現場で管理監督して

いた清掃監督員の現状認識、人的ネットワーク、ごみ処理に関する経験知、そし

て、それらをもとにした様々な工夫、すなわちローカルナレッジと実践知が提供

され、日本側と共有され、各地での実験を通して WBA が形作られていった。 

WBA の構成要素のひとつである住民活動では、住民集会が開かれ、住民から

はごみ処理に関する意見や要望、劇や野外集会といった住民活動のアイデア、ご

み収集業者に対する業務改善提案などの知識が提供された。その提案を受けて、

ごみ収集業者からは業務改善の実行可能性の見通しや業者側からの提案などと

いった知識が提供された。これらの知識が行政、住民、ごみ収集業者、日本人専

門家のあいだで共有され、地域の実情にあった WBA の形成に活用された。 

また、100 台の新規ごみ収集車が運転手の抵抗により稼働しないという問題

に対しては、廃棄物管理局職員や清掃監督員が、バングラデシュ社会に根強い地

縁や血縁という Know-Who ネットワークを通じて協力的な運転手を探し出し、

プロジェクト延長フェイズ終了時までにはすべての車両が稼働するようになっ

た。 

プロジェクト評価では、日本側が作成した報告書案の記載内容に関する協議

と修正のプロセスで、ダッカ市側メンバーによる活動と成果の振り返りがおこ

なわれ、進捗報告であればその後の活動計画に関して、外部者評価であれば提言

に関して、それらの実行可能性に関するダッカ市側の見通しと意見という知識

が共有され、それがその後の計画に反映された。 

また、進捗報告では住民や清掃監督員に対するアンケートが、外部者評価で

は、住民、清掃監督員、清掃員、ごみ収集業者に対するインタビューがおこなわ

れ、住民からは市のごみ処理サービスの改善状況に関する意見や要望、清掃監督

員と清掃員からは自分たちの業務改善や能力向上に関する自己評価やプロジェ

クトに対する意見や要望、ごみ収集業者からは住民および市との連携改善に関

する提案などといった情報と知識が提供され、プロジェクトチームや評価団と

共有され、それが次年度の活動計画に反映された。 
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4.2.3 SRQ3の答え 

SRQ3： 異なる知識はいかに統合されたのか？ 

クリーンダッカ・プロジェクトでは、主に以下の 3 種の異なる知識の統合が

見られた。 

第 1 に、日本側とダッカ市側のプロジェクト実施者間の異なる知識が統合さ

れた。事前の調査および計画段階では、日本側とダッカ市側双方からのローカル

ナレッジの提供が十分ではなかった。そのため両者の知識の統合は限られたも

のとなり、プロジェクト計画はグローバルナレッジの集合からなる計画になっ

た。しかし実行段階では、日本側のローカルナレッジを背景に発案された WBA

をダッカ市側のローカルナレッジを活用してカスタマイズすることによって、

すなわち日本側とダッカ市側のローカルナレッジを統合することによって、実

際に機能する WBA が誕生した。また、このプロセスのなかで日本側とダッカ市

側双方の現状認識が共有され、その共通認識をもって次なる課題を確認し、プロ

ジェクト計画が更新された。 

第 2 に、WBA の活動において、その主要なアクターである清掃監督員（行

政）、住民、ごみ収集業者（民間）の 3 者の知識が統合された112。WBA 導入にあ

たっては、地区ごとの住民集会や現地視察にこれら 3 者が集まり、収集方法、ダ

ストビン撤去、啓蒙活動、特別清掃などについて話しあった。そのなかで、3 者

それぞれの意見、要望、提案といった知識が提供され、統合されて、各地区の状

況にあった WBA が形作られていった。 

第 3 に、ダッカ市の保全局、技術局、運輸局の廃棄物部門を統合して創設さ

れた廃棄物管理局において、いまだ十分とは言えないまでも、これら 3 部門の

職員の知識が統合されつつある。保全局は清掃、技術局はトラック整備、運輸局

はトラック配車と、それまで相互に連絡や報告もなくおこなわれていた業務が

互いに連携しあうようになり、市のごみ処理システムとして稼働するようにな

った。 

 

4.2.4 MRQの答え 

MRQ： クリーンダッカ・プロジェクトにおいて、知識はいかに創造・共有・

活用されたのか？ 

                                                   
112 この 3 者の協働は、プロジェクトの現場で創発した官民連携／公民連携（PPP: Public 

Private Partnership）といえる。なお、清掃員と収集車運転手も WBA のアクターであるが、

WBA のなかで与えられた役割を実行する消極的なアクターであり、WBA を創りあげるプ

ロセスに積極的には関わっていない。 
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クリーンダッカ・プロジェクトの計画段階においては、調査および協議を通

して日本側とバングラデシュ側の知識および現状認識が共有され、それを活用

して、未来のあるべき姿（未来図）とそれにいたる道筋を描いた文書すなわちプ

ロジェクト計画という知識が創造された。ただし、日本側とダッカ市側のローカ

ルナレッジの共有は十分ではなく、グローバルナレッジからなるプロジェクト

計画を日本側が中心に策定する結果となり、視点に偏りのある知識創造となっ

た。また、問題のシステム分析がなされなかったこと、そのためにグローバルナ

レッジからなる計画の諸要素がひとつのシステムとして構築されていなかった

ことから、活動相互の連携がとられず、プロジェクト計画は分断的な知識創造と

なった。 

実行段階に入って、プロジェクトが停滞した際に、なんとかして難局を切り

抜けようとする努力のなかで、日本側のローカルナレッジにもとづいた WBA と

いう知識が提供され、バングラデシュ側のローカルナレッジにもとづいてそれ

をカスタマイズして機能させた。こうして実行段階では、ダッカ市の現実に直面

して現状認識を更新し、そのなかで日本側とバングラデシュ側双方のローカル

ナレッジが共有され活用されて、WBA という現地の文脈に即した実践知が共創

された。 

プロジェクト評価は、進捗報告、外部者評価のいずれにおいても、プロジェ

クト活動とその結果を反省し、成功要因・失敗要因を分析し、そこで得られた教

訓という知識を近い将来に活用することを意図して報告書にまとめた。また、反

省内容を反映して、その後のプロジェクト計画を修正しており、評価結果がその

後のプロジェクト運営に活用された。すなわち、評価段階では、プロジェクトの

過去を反省して得られた知識をまとめた「統合知」と、「未来にむけた教訓」と

いうふたつの知識が創造された。なお、外部者評価の報告書は日本語と英語で作

成され、インターネット上で公開され、報告会や講演会といった様々な形で伝達、

共有され、知識資産として JICA とダッカ市に蓄積された。その後 JICA は、ス

ーダンおよびバングラデシュで WBA の導入を含む技術協力プロジェクトを実

行しており、クリーンダッカ・プロジェクトが創造した知識は、他のプロジェク

トにおいて活用されている。 

ナレッジマネジメントの最も簡潔な定義は、「知の創造・共有・活用の実践と、

それを理解し説明する学問分野」である（梅本, 2012）。そしてこれは、SECI モ

デルに示されるようにスパイラルを描く。何らかの知識が創造され、それが共有

され、活用されることによって、さらに知識が創造される。WBA の場合、プロ

ジェクトの停滞に苦しむなか、日本側から WBA というコンセプト（知識）が創

造され、それをダッカ市側と共有し、地域の状況に合わせてカスタマイズして活

用し、その結果、新たなごみ処理システムという知識が創造された。評価の場合、

プロジェクト活動のなかで創造された知識は、評価を通して統合知や教訓とし
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て形式知化され、プロジェクト関係者間で共有し、その内容をその後の計画に反

映する形で活用し、その計画を実行することによって、また新たな知識が創造さ

れた。 

 

4.3 理論的含意 

本節では、先行研究レビューと事例分析から得られた知見をもとに、開発援

助プロジェクトにおける知識プロセスのモデルを提示する（図 4-1 参照）。この

理論的モデルは、3.7 節で述べたとおり、「計画する（Planning）」、「実行する

（Acting）」、「反省する（Reflecting）」の 3 つのフェイズからなる。本研究の事例

分析から、開発援助プロジェクトが「計画・実行・評価」すなわち Plan-Do-See

サイクルを反復的に繰り返して進行することが確認されたが、Plan-Do-See サイ

クルはプロジェクトの実践的モデルである。この実践的モデルをもとに、Do と

See のプロセスを Act と Reflect に改変し、理論的モデルとして PAR モデルを考

案した。 

PAR モデルでは、プロジェクト最初期の計画フェイズにおいて、外部からの

入力として、ローカルナレッジとグローバルナレッジが投入される。ローカルナ

レッジは、援助側・被援助側がもともと有していた、それぞれの国あるいは地域

に固有の知識である。グローバルナレッジは、過去のプロジェクトから得られた

教訓の一部が、その汎用性を世界的に認められてグローバルナレッジとみなさ

れるようになった、その分野の開発援助関係者が共通して有している知識であ

る。これらの知識が投入されてプロジェクトが始まり、3 つのフェイズが何回か

繰り返される。それぞれのフェイズで知識の創造・共有・活用が起こっており、

3 つのフェイズがスパイラル・プロセスとして展開することで、援助現場の現状

認識を深め、実践知を創造し、未来のための教訓を蓄えていく。プロジェクトか

らの出力は、プロジェクトを通して得られた「教訓」である。教訓がその地に定

着するとローカルナレッジとなり、その一部が世界的に認知されるとグローバ

ルナレッジになる。グローバルナレッジは未来のプロジェクトに投入され活用

される。以下に各フェイズを説明する。 

 

 「計画する（Planning）」フェイズ 

開発援助プロジェクトの「計画する」フェイズでは、調査・協議を通じて、

援助側と被援助側の現状認識が共有され、共有された現状認識と双方のロー

カルナレッジおよび各分野において共有されているグローバルナレッジを

活用して、プロジェクト計画という知識が創造される。プロジェクト計画は、

あるべき未来の姿と、そこにいたるための行為の連鎖と因果関係を秩序だて

て構成したものである。したがって、「計画する」プロセスで創造される知
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識は、「現状認識」と「未来図」のふたつである。このフェイズで重要なの

は現状認識であり、それにもとづかないプロジェクト計画（未来図）はあり

えない。しかし、最初期のプロジェクト計画は、必ずしも現状認識が十分で

はないために、相当程度に限定合理的な計画になることが多い。 

 

 「実行する（Acting）」フェイズ 

「実行する」フェイズでは、計画するフェイズで作成されたプロジェクト計

画をひとつの目安にしつつ、状況に応じた臨機応変な対応をすることによっ

て成果や目標の達成をめざす。最初期の計画は限定合理的な計画であるため、

多くの場合、プロジェクトは難航する。この状況をなんとかして切り抜ける

（muddling through）ための努力のなかで、援助側と被援助側の「場」の共有

が深まり、双方の現状認識とローカルナレッジが共有される。共有された知

識を活用して、現地の文脈に適応的な解決策を見出すために、様々な実験が

繰り返えされ、実践知が創造される。また実験によって変化した現状に関す

る認識が更新される。したがって、「実行する」プロセスで創造される知識

は「実践知」と「現状認識更新版」である。 

 

 

図 4-1 開発援助プロジェクトの PAR モデル 
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 「反省する（Reflecting）」フェイズ 

「反省する」フェイズでは、プロジェクト活動とその結果の振り返り、成功

要因と失敗要因の分析、そこで得られた知識の統合と教訓の抽出といったこ

とをおこない、教訓を当該プロジェクトおよびその他のプロジェクトすなわ

ち未来のプロジェクトに活用することを意図して報告書にまとめる。報告書

は関係者間で共有され、組織資産としてプロジェクト実施母体に蓄積される。

したがって、「反省する」フェイズで創造される知識は、プロジェクトを通

して得られた知識をまとめた「統合知」と、未来のプロジェクトにむけた「教

訓」である。 

 

 再び「計画する（Planning）」フェイズ 

「反省する」フェイズで抽出された知識を反映する形で、その後の計画が修

正あるいは策定される。すなわちここで、プロジェクトの知識プロセスは第

2 巡目のサイクルに入る。プロジェクト計画は、更新されたより正確な現状

認識にもとづき、より現実的で具体的な未来図を描いた、相手国の文脈に適

応的な計画へと徐々に近づいていく。 

 

このようにして、プロジェクトは「計画する」、「実行する」、「反省する」の 3

つのフェイズからなるスパイラルを何回か繰り返し、最終的には、教訓すなわち

新たな援助側・被援助側双方のローカルナレッジを創出して終結する。 

このモデルを、計画する（Planning）、実行する（Acting）、反省する（Reflecting）

の頭文字をとって、PAR モデルと名づける。PAR には標準・基準といった意味

があり、本モデルが開発援助プロジェクトにおける知識プロセスの標準となる

ことを願うものである。 

 

4.4 実務的含意 

本研究で得られた知見を今後の開発援助プロジェクトに役立てるための実務

的含意を以下に提示する。 

本研究の事例分析において明らかになったのは、最初期の計画するフェイズ

での現状認識が十分でなかったことが後のフェイズにおいて様々な問題を引き

起こしたということである。開発援助プロジェクトの特徴は、それが援助側と被

援助側という社会的・文化的背景の異なる 2 者によって実施されることにある。

特に援助側にとって、プロジェクトの現場は未知の環境、不確実性の高い環境で

ある。そのため、プロジェクト計画にあたっては被援助側の文脈固有の知識すな

わちローカルナレッジを十分に共有する必要がある。しかし、本研究の事例分析

で見たとおり、被援助側は必ずしも適切な情報や知識を適時に提供できるわけ
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ではないし、提供された場合であっても、援助側は問題の背景や深刻さまで容易

に理解できるわけではない。そのため、特に最初期の計画するフェイズにおいて、

今以上に人と時間をかけて、援助側・被援助側がともに状況を観察し、広範で的

確な現状認識を共有することが重要になる113。また、観察した結果は、報告書と

いう形式知として蓄えられる以上に、暗黙知として調査者のなかに蓄えられる。

そのため、同一の人材が複数の調査から実行にかけて継続的に関わることが求

められる。これはまた、最初期の複数の調査が分断的になること、さらには計画

するフェイズと実行するフェイズが分離することを防ぐ手立てにもなる。 

また、最初期の計画するフェイズで、問題状況のシステム的な分析がおこな

われず、個々の問題が個別に分析され、その結果にもとづいて問題解決が策定さ

れたために、問題解決策（プロジェクト活動）が分断的になり、活動をおこなっ

ても現状が全体として改善されないということも、本研究の結果明らかになっ

た。問題間の相互関係まで含めて広く現状を分析し現状認識を深めるために、問

題状況のシステム分析をおこなうことが求められる。介入策（問題解決策）が記

入されたループ図114を先行調査から引き継ぎ精緻化していくことができれば、

調査を重ねるごとに現状認識は深まり、援助側・被援助側双方のローカルナレッ

ジの共有も促進されるであろう。 

なお、上記 2 点の実務的含意は、いずれも現状認識の質を高める必要性を示

すものであって、計画の精緻化を求めるものではないことに注意したい。分析的

で論理的なプロジェクト計画は、説明責任の観点からは望ましい。しかし、われ

われの調査、それにもとづく現状認識にはつねに限界がある。現状認識はプロジ

ェクト計画がよって立つ基盤であり、基盤に制約がある以上、いかに分析的・論

理的な計画策定をおこなっても、出来上がった計画が限定的なものであること

は認めざるをえない。そのため計画は、絶対のものではなく、ひとつの目安にす

ぎないと考えるべきである。そして、状況に応じて臨機応変に行為をするために

も、計画をそのための有用な目安とするためにも、必要なのは的確な現状認識な

のである。 

実行するフェイズに関しては、本研究はひとつの成功事例を示している。ロ

ーカルナレッジの共有不足や分断的プロジェクト計画のために、実行するフェ

イズにおいてプロジェクトが停滞した際、援助側・被援助側双方がローカルナレ

ッジを提供し、それらを統合して問題解決策を案出した。そして、それを現地の

状況に適応させるために各地で様々な実験を繰り返した。不確実性の高い開発

                                                   
113 ここで参考になるのは OODA モデルである。OODA モデルが最も重視するのは観察し

（Observe）、情勢判断する（Orient）プロセスである。この 2 つのプロセスが適切におこな

われなければ、あとのプロセスも適切におこなわれない。 
114 システムのフィードバック構造を表現するツールである。様々な変数からなり、これら

の変数は因果の影響を示す矢印で結ばれる（スターマン, 2009, p.166）。 
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援助プロジェクトにおいては、計画をひとつの目安としながら、現地の状況や

人々から学び、現地の状況に適した改善策を見出すために実験を繰り返し、活動

と成果を状況に適応させていくアプローチが有効である。 

反省するフェイズに関しては、プロジェクト評価の際の教訓の抽出にナレッ

ジマネジメントの視点が求められる。評価では、プロジェクトを通して得た学び

を形にし、関係者間で共有し活用することによって、その後のプロジェクトのよ

り高い成果を実現することが目指されている。これはまさに知識の創造・共有・

活用であり、ナレッジマネジメントにほかならない。したがって、プロジェクト

評価にはナレッジマネジメントの視点が求められる。具体的には、学習歴史家

（learning historian）（Kleiner & Roth, 1996）としての訓練を受けた評価担当者が

外部者評価チームに参加することが望ましい。 

一方、進捗報告は、知識プロセスの観点から見ると、学習の当事者（プロジ

ェクト実行者）による学習であるが、実務上、進捗報告もモニタリングもプロジ

ェクト実行者の学習内容を抽出し形式知化する役割は負っていない。書籍とい

う形でアドホックになされている以外に、システムは存在していない状況であ

る。プロジェクト実施機関によるシステム化が望まれる。 

 

4.5 将来研究への示唆 

まず、PAR モデルが他の開発援助プロジェクトの知識プロセスを説明できる

かどうかを検証する必要がある。開発援助プロジェクトの違いとしては、プロジ

ェクト実施機関の違い、ハードかソフトの違い、地域（文化）の違い、分野の違

いが考えられる。プロジェクト実施機関の違いは、国連や世界銀行のような国際

機関か、JICA のような政府系機関か、NGO かの違いである。これはプロジェク

トのマネジメント・スタイルの違いとして現れる。ハードかソフトかの違いは、

ダムや道路などのインフラ建設系のプロジェクトか、本研究の事例のような社

会システム整備あるいは人材育成系のプロジェクトかの違いである。地域・文化

の違いは、アジア、中近東、アフリカ、中南米、大洋州などの地域の違いであり、

これは多分に文化の違いでもある。分野の違いは、ソフト系のプロジェクトであ

っても、環境、教育、保健衛生、農業などの違いがある。これらの違いの組み合

わせは様々に考えられる。いくつかの可能な組み合わせに関して、PAR モデル

の妥当性を検証することが求められる。 

本研究の制約としては、参与観察をおこなったのがプロジェクトの終結期で

あったために、プロジェクトが問題に対応している現場を観察できなかったこ

と、調査期間が 1 ヵ月と短かったこと、筆者がベンガル語に通じていないため

に、バングラデシュ側関係者同士が自国語で会話している内容を把握できず、ま

た住民や清掃員に直接インタビューできなかったことなどがあげられる。言い

換えると、エスノグラフィックなフィールドワークを志したものの、それが十分
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に果たせなかったということである。 

そのため、上記の異なるタイプのプロジェクトで PAR モデルの検証をおこな

う際には、現地語に通じた人類学者にプロジェクト・エスノグラフィをおこなっ

てもらうことを期待したい115。そうでない場合は、調査者が短期調査を想定した

訓練を受けてから調査をおこなうことが考えられる116。 

IT のオフショア・プロジェクトを事例に、プロジェクトのナレッジマネジメ

ントの研究をおこなった西中は、プロジェクトチームという集団のなかでの個

人間の相互作用によって個人の気づきが明示化され、それが集団、組織に集積さ

れるという、個人・集団・組織の 3 つのレベルでプロジェクトにおける知識プロ

セスをとらえている（西中, 2015）。同様の視点は、援助側・被援助側、行政・住

民・民間企業といった、多様なステークホルダーの人間関係の中から知識が創造

される開発援助プロジェクトにおいても重要であると思われる。そこで、開発援

助プロジェクトにおける知識創造を人間関係の視点から分析する研究を将来の

課題としたい。 

最後に、本研究で取り上げた事例と、世界銀行が RRI（Rapid Result Initiative）

を適用した事例の比較研究をおこなうことによって、開発援助のプロジェクト

マネジメントにおいてアジャイル的なアプローチを試行した RRI の再評価をお

こないたい。これは、開発援助プロジェクトを、実験精神に富んだ、文脈適応的

で、柔軟で、自律的なプロジェクトにする可能性を開くものになると考える。 

 

  

                                                   
115「人類学者は、開発プロジェクトがおこなわれる文脈を検証し、プロジェクト計画の根底

にある諸概念や前提を明らかにして、これらをふたたび組織文化の問題、あるいは開発援助

機関の動向に関わる問題に関連づけることにとりわけ適している。（中略）必要なのは、プ

ロジェクト（開発計画）民族誌、すなわち、報告書に簡単に記載されるような結果を生み出

すために、プロジェクトが日常レベルでどのように進められているのかについての、詳細で

長期的な分析である。こうした民族誌は、現状の開発関係文書に欠けている出来事について

の厚い記述を提供することができる」（ノラン, 2007, p.208）。 
116 最初期の計画フェイズを含めると、プロジェクト実施期間は 10 年前後におよび、かつ

全期間のすべての活動に継続して参加することは現実的ではないため、この種の研究への

アクションリサーチの適用は難しい。本研究で採用した事例分析が適切であると思われる。 
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付録 

付録 1. インタビューリスト 

 氏名 属性 インタビュー日 インタビュー

場所 

インタビュー

時間（分） 

1 A 氏 日本人専門家 2013 年 2 月 1 日 ダッカ市 190 

2 B 氏 ダッカ市廃棄物管理局

主任技官 

2013 年 2 月 2 日 ダッカ市 61 

3 B 氏 ダッカ市廃棄物管理局

主任技官 

2013 年 2 月 4 日 ダッカ市 42 

4 C 氏 日本人専門家 2013 年 2 月 6 日 ダッカ市 125 

5 D 氏 ダッカ市廃棄物管理局

主任技官 

2013 年 2 月 7 日 ダッカ市 82 

6 E 氏 ダッカ市清掃監督員 2013 年 2 月 9 日 ダッカ市 60 

7 F 氏 ダッカ市清掃監督員 2013 年 2 月 9 日 ダッカ市 39 

8 G 氏 ダッカ市清掃監督員 2013 年 2 月 14 日 ダッカ市 85 

9 A 氏 日本人専門家 2013 年 2 月 16 日 ダッカ市 125 

10 H 氏 ダッカ市清掃監督員 2013 年 2 月 17 日 ダッカ市 65 

11 I 氏 プロジェクト・スタッフ 2013 年 2 月 21 日 ダッカ市 100 

12 J 氏 日本人専門家 2013 年 5 月 16 日 東京 110 

13 K 氏 日本人専門家 2013 年 5 月 23 日 東京 129 

14 A 氏 日本人専門家 2013 年 5 月 23 日 東京 71 

15 A 氏 日本人専門家 2013 年 8 月 28 日 東京 64 

16 M 氏 JICA 職員 2013 年 11 月 7 日 東京 77 

17 A 氏 日本人専門家 2013 年 12 月 26 日 東京 140 

18 A 氏 日本人専門家 2016 年 10 月 15 日 スカイプ* 33 

19 A 氏 日本人専門家 2017 年 1 月 6 日 スカイプ* 49 

20 B 氏 ダッカ市廃棄物管理局

主任技官 

2017 年 2 月 10 日 東京 35 

21 A 氏 日本人専門家 2017 年 2 月 10 日 東京 24 

22 A 氏 日本人専門家 2017 年 7 月 15 日 東京 68 

*スカイプによるインタビューになったのは、A 氏が、クリーンダッカ・プロジェクト終了

後、次のプロジェクトの専門家としてスーダンに赴任していたためである。 
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付録 2. PDM0 

 

【作成日】2006年10月19日

【PDM バージョン】0

指標入手手段 外部条件

1 1 廃棄物管理局の報告書
プロジェクト年次報告書
開発調査報告書

1 廃棄物管理を重視する政府方針が維持される

2 2 住民意識調査（市が実施する）

1 1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書
開発調査報告書

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

2 2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書
開発調査報告書

2 ダッカ市の財政能力が強化される

1-1 1-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-2 1-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-3 1-3 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

2 洪水など自然災害がプロジェクトの実施に大
きな影響を及ぼさない

2-1 2-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

2-2 2-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

3 ダッカ市での政治的、社会的騒乱がプロジェクト
の実施に大きな影響を及ぼさない

2-3 2-3 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

2-4 2-4 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

ワードあるいはコミュニィ主導による廃棄物管理に関する活動
事例がプロジェクト終了時までにX件報告される

                      同局の設立承認手続きは現在進行中）

【プロジェクト名】ダッカ市廃棄物管理強化プロジェクト 【対象グループ】➊ダッカ市廃棄部管理局 （清掃局と廃棄物管理部をアップグレードする

【対象地域】ダッカ市行政区域                   ➋ダッカ市関係局 ➌ダッカ市民

プロジェクトの要約 指標

【プロジェクト期間】2007年2月～2011年1月（4年間）

上位目標

ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施される

廃棄物収集率が現在の44%（または収集量が1日あたり1400トン）

から2015年以内に66%（または収集量が1日あたり3054トン）に上がる

ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービス
に対する住民の満足度が36%から2015年以内にX%に上がる

プロジェクト目標

ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する

廃棄物収集率が現在の44%（または収集量が1日あたり1400ト
ン）からプロジェクト終了時までに52.5%（または収集量が1日
あたり2053トン）に上がる

ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービス
に対する住民の満足度が36%からプロジェクト終了時までにX%
に上がる

成果

成果1
プロジェクト運営管理と関係者との連携調整が

適切に実施される

プロジェクトによって開催された会議、セミナー、ワーク
ショップの回数がプロジェクト終了時までにXに達する

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

プロジェクトによって普及された廃棄物管理に関する優良事例
の数がプロジェクト終了時までにXに達する

プロジェクトによって作成、ウェブサイトに掲示されたニュー
ズレターの本数がプロジェクト終了時までにXに達する

成果2 住民参加型廃棄物管理プログラム**が促進される

1次収集サービスに対する選択したワードの住民の満足度がプロ
ジェクト終了時までにX%に上がる

1次収集サービス実施地域がYからプロジェクト終了時までにX
に増える

ワード廃棄物管理委員会のメンバーのうち自分たちの廃棄物管
理活動が順調に実施されていると評価した人の割合がプロジェ
クト終了時までにX%に増える
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3-1 3-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

3-2 3-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

4-1 4-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

4-2 4-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

5-1 5-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

5-2 5-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

活動

1-1 日本側 1

1 長・短期専門家派遣

1-2 成果2,3,4,5の年間行動計画をとりまとめる (1) 2

1-3 (2)

(3)

1-4 プロジェクト活動から優良事例と教訓をとりまとめる (4)

1-5 (5) 最終処分場管理

(6) 3

1-6 (7) 財務管理

2 機材供与

1-7  「クリーンダッカ・マスタープラン」の見直しと修正を行う 3 研修員受け入れ

2-1 過去の取り組みの見直しと分析を行う 4 4

2-2
既存のワード廃棄物管理ガイドライン案を見直し完成させる

5

2-3

2-4 1次収集業者への支援戦略を策定する

2-5 廃棄物管理への住民参加・啓発促進のための戦略を策定する 1

2-6 年間行動計画を作成する 2

成果3 廃棄物収集運搬能力が向上する

収集効率がYトン/トリップからプロジェクト終了時までにX ト
ン/トリップに改善される

収集運搬費がYタカ/トンからプロジェクト終了時までにXタカ/
トンに改善される

成果4 最終処分場が適切に運転・維持管理される

第3者機関によるアセスメントで最終処分場が改善されたとす
る回答割合が、Y%からプロジェクト終了時までにX%に増える

処分場の運転・維持管理のモダリティに関する報告書を作成す
る

成果5 廃棄物管理のための会計システムが改善される

月ごとの廃棄物管理分野の会計分析報告書がプロジェクト終了
時までに作成される

月ごとの廃棄物管理分野の予算計画書がプロジェクト終了時ま
でに作成される

投入

廃棄物管理局のカウンターパート、日本人専門家、他局の関
係者との間で月例会を開く

研修を受けたカウンターパートが頻繁に異動
しない

チーフアドバイザー マトワイル処分場の環境管理計画とアミンバ
ザール処分場の環境影響評価が森林環境省の
環境局により遅滞なく承認される

廃棄物管理に関して、必要な行動の提唱や関係者への働きか
けを行う

廃棄物管理

住民参加/コミュニケーション

収集運搬

ニューズレターの発行やウェブサイトの開設など広報活動を
推進する

収集運搬車両 マトワイル処分場拡張のための日本の債務削
減相当資金がバングラデシュ政府によって遅
滞なく支出される

大都市シティネットを通じ、他市に対してダッカ市による廃
棄物管理の取り組み情報の普及を行う

必要に応じて調査団の派遣 マトワイル処分場拡張工事とアミンバザール
処分場の建設がバングラデシュ政府の自らの
費用負担で計画どおりに行われる

プロジェクト運営にかかる現地業務費

過去と新規に選択するワード用にコミュニティ廃棄物管理強
化戦略を策定する

バングラデシュ側

カウンターパートの配置

土地、建物、付帯施設の提供
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2-7 3 前提条件

2-8 住民意識調査を選択したワードで実施する

2-9 住民参加型廃棄物管理活動の実施・モニタリングを行う

2-10 住民参加型廃棄物管理活動を評価する

3-1 年間活動計画を作成する

3-2 3

3-3

3-4 問題のある非効率なルートを特定する

3-5

3-6 都市拡大のスピードにあわせて、定期的にルートを最適化す
る

3-7 収集車両の修理・維持管理に関する詳細調査を行う

3-8 収集車両の修理・維持管理に関する指標を設定する

3-9 収集車両の修理・維持管理に関する必要な改善策を講じる

4-1 年間行動計画を作成する

4-2 第3者機関による最終処分場の改善状況の評価を行う

4-3

4-4

4-5

4-6 マトワイル処分場の拡張工事を行う***

4-7

4-8

4-9

4-10 アミンバザール新規処分場に必要な予算の確保と建設を行う
***

廃棄物管理局のカウンターパートにコミュニティレベルの廃
棄物管理の研修を実施する

プロジェクト運営にかかる現地業務費

1 ダッカ市廃棄物管理局の設置がバングラデ
シュ政府によって承認される

2 プロジェクトの概念やプロジェクト関係者の
役割と責任が、明確に定義され関係者間で合
意される

ダッカ市がマトワイルとアミンバザール処分場でのトラック
スケールを運用する

総選挙がプロジェクトの開始に影響を及ぼさ
ない

すべての2次収集運搬ルートとそれぞれの効率性を、ルートモ

ニタリングとトラックスケールのデータを活用して特定する

複数の収集運搬ルートを再設定し、問題のある非効率なルー
トを取り込み、最適化する

廃棄物管理局のカウンターパートに対してマトワイル既存処
分場の運転・維持管理に関する実地研修を行う

マトワイル既存処分場の運転・維持管理に関する環境モニタ
リングを行う

マトワイル拡張処分場の環境管理計画を策定し、環境森林省
に提出する***

廃棄物管理局のカウンターパートに対してマトワイル拡張処
分場の運転・維持管理に関する実地研修を行う

マトワイル拡張処分場の運転・維持管理に関する環境モニタ
リングを行う

アミンバザール新規処分場の環境影響評価を実施し、環境森
林省に提出する***
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出典：JICA (2007c) 

 

  

4-11

4-12

4-13

5-1 年間行動計画を作成する

5-2

5-3 毎月定期的に廃棄物管理の支出と収入データを収集する

5-4 データを入力し年間予算と月間支出額を算出する

5-5 会計報告書を作成する

5-6 予算計画書を作成する

5-7 歳入増加に向けた戦略を策定する

ダッカ市直営、民間委託を含む処分場の運転・維持管理に関
するモダリティを検証する

関係職員に対して会計システムに関するオリエンテーション
を実施する

【注釈*】ダッカ市廃棄物管理部から廃棄物管理局に改組される予定で、承認手続き中である。
【注釈**】住民参加型廃棄物管理プログラムは (ⅰ)コミュニティレベルの廃棄物管理システム、 (ⅱ) 1次収集業者への支援プログラム、 (ⅲ) 廃棄物管理活動への住民参加・啓発促進で構成される。
【注釈***】 ダッカ市による活動であり、プロジェクトでは活動しない。

廃棄物管理局のカウンターパートに対してアミンバザール新
規処分場の運転・維持管理に関する実地研修を行う

アミンバザール新規処分場の運転・維持管理に関する環境モ
ニタリングを行う
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付録 3. PDM1 

 

【作成日】2007年5月24日

【PDM バージョン】1

指標入手手段 外部条件

1 1 廃棄物管理局の報告書

プロジェクト評価報告書

1 廃棄物管理を重視する政府方針が維持される

2 2 行住民意識調査（市が実施す
る） ／ベースライン調査

1 1 廃棄物管理局の報告書

プロジェクト評価報告書

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

2 2 住民意識調査（市が実施する）

／ベースライン調査

2 ダッカ市の財政能力が強化される

1-1 1-1 プロジェクトチーム会合議事録

1-2 1-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-3 1-3 ケーススタディー報告書/リーフ
レット、ニュースレター、新聞
記事他

2 洪水など自然災害がプロジェクトの実施に大
きな影響を及ぼさない

1-4 1-4 ほかの組織からのプロジェクト
進捗報告書

成果2 住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される
2-1 2-1 プロジェクト進捗報告書

実地検証

2-1
コミュニティーの住民が力をつけて、固形廃棄物管理におけ
る活動を起こす能力を開発する。

2-2 2-2 ガイドライン発行

2-2 一次収集サービスが向上する
2-3 2-3 顧客満足度調査/インタビュー

2-3 固形廃棄物管理に対する人々の意識が高まる
2-4 2-4 プロジェクト進捗報告書

2-4
コミュニティーの人々、一次収集サービス業者やダッカ市の
間のよい調整が開発される。

2-5 2-5 プロジェクト進捗報告書

2-5 廃棄物管理局の参加型廃棄物管理の能力が開発される

2-6 2-6 プロジェクト進捗報告書

【プロジェクト名】ダッカ市廃棄物管理強化プロジェクト 【対象グループ】➊ダッカ市廃棄部管理局 （清掃局と廃棄物管理部をアップグレードする

【プロジェクト期間】2007年2月～2011年1月（4年間）                       同局の設立承認手続きは現在進行中）

【対象地域】ダッカ市管轄区域                   ➋ダッカ市関係局 ➌ダッカ市民

プロジェクト目標

成果

ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する

ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施され、
市の衛生環境が改善される

ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービス
に対する住民の満足度が36%からプロジェクト終了時までに

50%に上がる

ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービス
に対する住民の満足度が36%から2015年以内に70%に上がる

プロジェクト終了時までに52.5%（2,053トン/日）が埋立地に運

搬され、適切に処理される。

「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

８つのグッドプラクティスやケースがプロジェクトによって普
及される。

活動の完了が1ヶ月以上遅れたグループの活動の割合が70％に
下がる。

プロジェクトによって開催された会議の出席率が80％に達す
る。

不合法な投棄場所やごみを散らかしている点の数がプロジェクトの終
了までに対象ワードにおいて30％減少する。

プロジェクトの要約

上位目標

指標

2015年までにに66%以上（3,054トン/日）が埋立地に運搬さ

れ、適切に処理される。

プロジェクトの普及啓発の結果として、普及活動の25％がダッ
カ市外の組織によって行われる。

成果1
プロジェクト運営管理と関係者との連携調整が

適切に実施される

プロジェクト終了までに、廃棄物管理サービス業者の60％以上
がDCCによって支援されたネットワークに参加する。

ワードレベル（コミュニティーーDCC－一次収集サービス供給
者）での調整会議体がプロジェクト終了までに２０ワードで設
立される。

コミュニティーベースの廃棄物管理ガイドラインが、バングラデシュ
2007/08会計年度の終了までに使われるように準備される。

一次収集に満足している対象ワードにいる市民の数が70％に増加
する。

成功したコミュニティーの廃棄物管理イニシアティブの数がプロジェク
ト終了までに20に達する。

1
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3-1 3-1 情報管理システムデータベース
プロジェクト進捗報告書

3-2 3-2 情報管理システムデータベース
プロジェクト進捗報告書

3-3 3-3 情報管理システムデータベース
プロジェクト進捗報告書

3-4 3-4 情報管理システムデータベース
プロジェクト進捗報告書

4-1 4-1 廃棄物管理のためのDCC予算

4-2 4-2 プロジェクト進捗報告書
試験場テスト報告書

4-3 4-3 プロジェクト進捗報告書
実地検証

5-1 5-1 プロジェクト進捗報告書

5-2 5-2 プロジェクト進捗報告書

5-3 5-3 プロジェクト進捗報告書

5-4 5-4 プロジェクト進捗報告書
収入戦略書

活動

1-1 廃棄物管理局を設立する（ダッカ市による）。 日本側 1

1-2 廃棄物管理局のカウンターパート、日本人専門家、他局の関
係者との間で月例会を開く。

1 長・短期専門家派遣

1-3 廃棄物管理にかかる年次活動計画を作成する (1) 2

1-4 政策決定者、関連政府機関、市民に対して必要な活動を推奨
する。

(2)

(3)

1-5 プロジェクト活動からグッドプラクティスや教訓をまとめる (4) 第二次収集の最適化

1-6 ニュースレターの発行やウェッブページの開設などの広報活
動を推進する。

(5) 埋め立て管理 3

1-7 関連DCCスタッフ/省庁/調査開発組織/ドナー/その他の都市などと

セミナーやワークショップを開催する。

(6)

1-8 条例や制度、ガイドラインを開発する（必要に応じて） (7) 財務管理

1-9 クリーンダッカマスタープランを見直し、改訂する 2 機材供与

1-10 廃棄物管理サービスの裨益者に対して質問表の調査を行う 3 カウンターパートの訓練 4

1-11 第3国で研修を行う。 4

1-12 運営委員会を開く。 5

マトワイルの環境管理計画やアミンバ
ザールの環境インパクトアセスメントが
環境局、環境森林省により遅滞なく承認
される

マトワイル埋め立て拡張のための日本債
務削減相当資金がバングラデシュ政府に
よって遅滞なく支払われる。

ごみ収集車両と機材維持管理

必要時スタディーチームの派遣

運搬能力に対する運搬されたごみの割合がプロジェクト終了ま
でに68％から80％へ増加する。

プロジェクトの運営費の適用

マトワイル埋め立て拡張やアミンバザー
ル新埋立地がバングラデシュ政府が計画
されたことによって建設される。

訓練されたカウンターパート人員の配置
転換が起こらない

廃棄物管理
コミュニティー動員/コミュニケーション

年次財務報告書が毎年次の会計年度の9月までに作成される

財務計画が毎年4月までに作成される

収集運搬のための燃料と人材のインプットがプロジェクト終了
までにYリッター/トン、Y人/時間/トンからXリッター/トン、X
人/時間/トン減少する。（指標の数字はトラックスケールの
データ分析後設定できる）

チーフアドバイザー

月間報告書が翌月の第2週までに作成される

2008年7月までに収入戦略がDCC管理へ提出される

翌月の第2週までにすべての月間データが収集される。

運転、維持管理のための必要な予算が各年得られる

投入

環境管理計画に基づいて環境パラメータがモニターされる

車両の月間運用率がプロジェクト終了までに82.5％から87.5％
へ改善する。

成果5 廃棄物管理のための会計システムが改善される

成果3
廃棄物収集運搬能力が向上する

ごみへの覆土がガイドラインにしたがって行われる

成果4 最終処分場が適切に運転・維持管理される
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(2-0) 成果2-1から成果2-5までを達成する共通の活動

2-0-1 これまでのプロジェクト活動を見直す 1

2-0-2 廃棄物管理ガイドラインを開発する

2-0-3 市長もしくは最高執行責任者がワード廃棄物管理ガイドラインを
承認する(ダッカ市による）

2

2-0-4 コミュニティー廃棄物管理の強化、一次収集サービス業者への支
援、住民啓発のための別々の戦略を作成する。

3

2-0-5 年次活動計画を作成する。

2-0-6 参加型廃棄物管理活動を評価する。

2-0-7 ワード廃棄物管理ガイドラインを見直し、改訂する。

2-1-1 ワード廃棄物管理組織を設立する。

2-1-2 活動計画を準備し、実施するためにワード廃棄物管理組織を支援
する。

2-2-1 一次収集登録システムを設立し、実施する（適用と評価のための様
式を作成する）。

2-2-2 一次収集情報のデータベースを開発し管理する。

2-2-3 ダッカ市により登録された一次収集サービス業者をモニターするシ
ステムを開発する。

2-2-4 一次収集サービス業者のための訓練プログラムを行う。

2-2-5 収集サービスを改善するために一次収集サービス業者を支援する
（サービス地域の拡大、マイクロクレジット組織との調整、機材供与
など）。

2-2-6 一次収集機材とツールを開発する。

2-3-1 意識啓発プログラムを組織する。

2-3-2 意識啓発促進教材を開発し、配布する（ニュースレター、カレン
ダー、DVD、ポスター、リーフレット、ステッカーなど）。

2-3-3 メディアやその他の手段を通じた、ごみ捨て防止のためにダッカ市
条例に記述されている違反やペナルティーの情報を普及する。

2-3-4 学校環境教育プログラムを行う。

2-4-1 ワード廃棄物管理委員会からの要請や清掃監督員により提出され
たモニタリング報告書に記載された問題を解決するために、ワード
廃棄物管理委員会やコミュニティーユニットワーキンググループとの
定期的なコミュニケーションを行う。

2-4-2 ダッカ市、ワード廃棄物管理委員会、一次収集サービス提供者の
間の調整会議を組織する。

2-4-3 コンテナーの周りに散らかったごみを改善するために関連組織と調
整する。

2-5-1 オンザジョブトレーニング、講義、ワークショップを通じたカウンター
パートの能力開発を行う。

バングラデシュ側

プロジェクト運営にかかる現地業務費

カウンターパートの配置

土地、建物、付帯施設の提供
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3-1 二次収集と運搬のための年次活動計画を作成する 前提条件

3-2 1

3-3

2

3-4 問題のある非効率的なルートを把握し、ルートを最適化・再
組織化する。

3-5

3-6 車両やコンテナの調達を準備する（ダッカ市による）。 3

3-7 機材（可動式/固定式）の維持・修理管理に関する詳細な分析
を行う。

3-8 ワークショップ施設、機材を改善するための準備をする
（ダッカ市による）。

3-9 技術者、運転手やその他の職員を訓練する。

3-10 部署間活動を調整する（４つの部署）

4-1 最終処分場の運営と管理のための年次活動計画を作成する。

4-2 既存マトワイル埋立地での施設建設と運営を続ける（ダッカ
市による）。

4-3 処分場運営のための要員配置（ダッカ市による）。

4-4 規制機関による処分場の変化/改善点を評価する。

4-5 マトワイル処分場の運営と維持のための予算を準備する
（ダッカ市による）。

4-6 廃棄物管理局のカウンターパート人員のための既存マトワイ
ル処分場の運営と維持に関するオンザジョブトレーニングを
行う。

4-7 処分場の要員のセンティブを高める（健康保険等）（ダッカ
市による）。

4-8 ウェストピッカーの労働条件を改善する（生計確保）（ダッ
カ市による）。

4-9 ダッカ市政策決定者を意識を高める（重要性や予算の必要性
等）。

4-10 処分場運用マニュアルを準備する。

4-11 必要な処分場機材を推計し、申請する。

4-12 マトワイル処分場の運営と維持のための環境モニタリングを
行う。

4-13 マトワイル処分場拡張のための環境管理計画を作成し、環境
局へ提出する（ダッカ市による）。

4-14 マトワイル処分場拡張を建設する（ダッカ市による）。

総選挙がプロジェクトの開始に影響を及ぼさ
ない

プロジェクトの概念やプロジェクト関係者の役
割と責任が、明確に定義され関係者間で合
意される

ルートモニタリングとデータ収集と分析システム（MIS)を使
うことにより、すべての二次収集ルートとその効率性を特定
する。

適切にデザインされた車両や収集システムを選定する（必要
に応じて）。

ダッカ市廃棄物管理局の設置がバングラ
デシュ政府によって承認される

マトワイルとアミンバザールでの計量台の運用により得られ
たデータを解析する（ダッカ市による）。
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出典：JICA (2007c)  

4-15 処分場の基準を整備するために環境局を支援する。

4-16 処分場管理ユニットの下で関連するスタッフの管理および運
営管理を行う。

4-17 アミンバザールの新処分場のためのEIA報告書を作成し、環境
局へ提出する（ダッカ市による）.

4-18 必要な予算を確保し、アミンバザール新処分場を建設する。
（ダッカ市による）

4-19 廃棄物管理局カウンターパート人員に対してアミンバザール
新処分場の運営と管理にかかるオンザジョブトレーニングを
行う。

4-20 アミンバザール新処分場の運営と維持に関する環境モニタリ
ングを行う。

4-21 処分場運営と管理の外注を検討する。

4-22 サイトに環境ラボを設立する（ダッカ市による。）

5-1 下記の活動を確保するために組織的枠組みを設立する（ダッ
カ市による）。

5-2 適切な人的資源を配置する（ダッカ市による）。

5-3 標準的なソフトや必要な機材を準備する。

5-4 関連部署が標準化された会計システムに従う。

5-5 関連したスタッフに対して会計システムのオリエンテーショ
ンプログラムを行う。

5-6 機動的なデータ収集のための定期的なモニタリングを行う
（ダッカ市による）。

5-7 実際のコストと収入データを収集する（定期的/月次）（ダッ
カ市による）。

5-8 年次予算と実際のコストに関するデータのインプットと月次
のアウトプットを行う（ダッカ市による）。

5-9 年次活動計画を準備する。

5-10 財務報告書を開発する。

5-11 財務計画を作成する。

5-12 廃棄物管理の収入を増やすための戦略を開発する。

5-13 データを分析する。

5-14 評価とフィードバックを行う。

[注] 1）活動番号が黄色で記されている活動は2007 年4 月半ばに開かれたPDM ワークショップやそれに続くグループ会合で付け加えられたものである。
２）（ダッカ市による）と書かれている活動や、PDM ワークショップやそれに続くグループ会合で付け加えられた活動につしては予算配分を含む強いイニシアティブがDCC によって取られ
る。
【略語】DCC (ダッカ市), MOEF （環境と森林省), SWM (廃棄物管理), WMD (廃棄物管理局)
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付録 4. PDM2 

 

【作成日】2008年2月20日

【PDM バージョン】2

指標入手手段 外部条件

1 1 廃棄物管理局の報告書
プロジェクトの評価報告書

1 廃棄物管理を重視する政府方針が維持される

2 2 住民意識調査（市が実施する）
／ベースライン調査

1 1 廃棄物管理局の報告書
プロジェクトの評価報告書

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

2 2 住民意識調査（市が実施する）
／ベースライン調査

2 ダッカ市の財政能力が強化される

1-1 1-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-2 1-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-3 1-3 リーフレット、ニューズレ
ター、新聞記事他

2 洪水など自然災害がプロジェクトの実施に大
きな影響を及ぼさない

1-4 1-4 改訂マスタープラン報告書
プロジェクト進捗報告書

3 ダッカ市が廃棄物管理に適切な予算を配分す
る。

2-1 2-1 プロジェクト進捗報告書
実地検証

4 中央政府がダッカ市の廃棄物管理に必要な支
援を行う。

2-2 2-2 ガイドライン発行

2-3 2-3 顧客満足調査/インタビュー

2-4 2-4 プロジェクト進捗報告書

2-5 2-5 プロジェクト進捗報告書

2
住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される

プロジェクト終了までに、20人以上の清掃検査官（CI）、清掃監督検

査官（CSI）及び清掃官（CO）がワードレベルの住民廃棄物管理を推

進するための十分な知識、技能を修得し、意欲を持つ。

ワード廃棄物管理ガイドラインが作成され、バングラデシュ会計年度
2007/08終了までには使用できる状態になる。

登録された一次収集サービス業者のモニタリングが実施され、
サービス改善に向けて定期的にフィードバックが行われる。

廃棄物管理において住民が率先して行った活動の成功数がプロ
ジェクト終了までに20 になる。

住民、ダッカ市、一次収集サービス業者間の調整が対象地域で
改善される

成果

1 廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する

廃棄物管理局（WMD）のマネージャーがプロジェクト終了まで
に年間活動計画と予算提案を作成できるようになる。

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

5年次（2010年4月～2011年3月）のプロジェクト活動で完了が
1ヶ月以上遅れる活動の割合が70％に減る。

プロジェクトにより8つのグッドプラクティスやケースが広め
られる。

プロジェクト終了までに市民の環境意識と社会状況の変化に合
わせ「クリーンダッカ・マスタープラン」が改訂される。

上位目標

ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施され、
市の衛生環境が改善される

2015年までにに66%以上（3,054トン/日）が埋立地に運搬さ

れ、適切に処理される。

ダッカ市（又は民間委託地域での民間業者）の収集サービスに
対する住民の満足度が36%から2015年以内に70%に上がる

プロジェクト目標

ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する

プロジェクト終了時までに52.5%（2,053トン/日）が埋立地に運

搬され、適切に処理される。

プロジェクト終了時までにダッカ市（または民間委託地域での
民間業者）の収集サービスに対する住民の満足度が36％から
50％に上がる。

【プロジェクト名】ダッカ市廃棄物管理強化プロジェクト 【対象グループ】➊ダッカ市廃棄部管理局  ➋ダッカ市関係局 ➌ダッカ市民

【プロジェクト期間】2007年2月～2011年1月（4年間） 【対象地域】ダッカ市管轄区域

プロジェクトの要約 指標
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3-1 3-1 プロジェクト進捗報告書

3-2 3-2 プロジェクト進捗報告書

3-3 3-3 プロジェクト進捗報告書

3-4 3-4 ワークショップ記録
プロジェクト進捗報告書

4-1 4-1 廃棄物管理のためのDCC予算

4-2 4-2 プロジェクト進捗報告書

4-3 4-3 プロジェクト進捗報告書

4-4 4-4 プロジェクト進捗報告書

4-5 4-5 プロジェクト進捗報告書

5-1 5-1 プロジェクト進捗報告書

5-2 5-2 プロジェクト進捗報告書

5-3 5-3 プロジェクト進捗報告書

5-4 5-4 プロジェクト進捗報告書

活動

1-1 日本側 1

1 長・短期専門家派遣
1-2 廃棄物管理局の人材、組織を強化する。 *1*2 (1) 2

1-3 (2)

(3) 3

1-4 プロジェクト活動を調整する。 (4)

1-5 (5) 埋め立て管理 4

(6)

1-6 (7) 財務管理 5

2 機材供与

1-7 「クリーンダッカ・マスタープラン」を見直し、改訂する。 3 カウンターパー研修 6

4

ダッカ市が遅滞なく廃棄物管理局に職員を異
動させ、新たな職員を雇用する。

マトワイルの環境管理計画やアミンバザー
ルの環境アセスメントが環境森林省、環境
局により遅延なく承認される。

マトワイル埋め立て拡張のための日本債務削
減相当資金がバングラデシュ政府によって遅
滞なく支出される。

アミンバザール処分場建設計画がバングラ
デシュ政府により遅滞なく承認される。

プロジェクトと開発調査により能力を向上
させた職員が適切に配置される。

ごみ収集車輌と機材維持管理

市役所間の廃棄物管理ネットワークを構築する。

必要時スタディーチームの派遣

投入

廃棄物管理局を設立する（ダッカ市による）。 訓練を受けたカウンターパートが頻繁に異
動しない。

チーフアドバイザー

年間活動計画を作成する。 廃棄物管理

コミュニティ動員／ コミュニケーション

二次収集の最適化

廃棄物管理に関する住民意識向上のために広報キャンペーン
を実施する。

5 廃棄物管理のための能力が向上する

プロジェクト終了までに、次年度の9月以前に会計年度毎の財務報
告書が作成されるようになる。

プロジェクト終了までに、4月以前に次年度の会計年度についての
財政計画報告書が作成されるようになる。

プロジェクト終了までに、翌月第2週以前に実際の収入・支出につ
いての月間報告書が作成されるようになる。

廃棄物管理のための支出が改善される。

4 最終処分場の運用管理のための能力が向上する

2008年7月までにマトワイル処分場運用管理のための職員が配置さ
れ、適正な運用管理を行う。

マトワイル処分場で2008年7月から環境管理計画のとおり、環境パ
ラメーターについてのモニタリングが実施される。

運用管理マニュアルのとおり、ごみ投棄、転圧、覆土、法面維持が
適切に行われる。

運用管理マニュアルのとおり、浸出水が適切に処理される。

計量台が運用され、データが定期的に廃棄物管理局の本部に提出さ
れる。

3
廃棄物収集運搬能力のための能力が向上する

プロジェクト終了までに、ダッカ市管轄の代表的な地域での適切な
収集運搬システムが策定される。

清掃検査官（Conservancy Inspector）。清掃員、運転手、作業場
職員が収集運搬の効率性向上のための訓練を受け、改善する意欲を
持つ。

対象地域において収集運搬の効率改善のための一次収集と二次収集
との間の調整が強化される。

収集車の修理時間が短縮される。
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出典：JICA (2007c) 

  

2-1 ワード廃棄物管理ガイドラインを作成する。 5 7 ダッカ市がプロジェクト活動を実施するために
適正な予算を配分する。

2-2
住民を組織化し、住民レベルの廃棄物管理活動を支援する。
*1*3

8

2-3 一次収集と認可とモニタリングシステムを改善する

2-4 一次収集サービス改善のため一次収集サービス提供業者を支援
する。 *4

9 ダッカ市が遅滞なく廃棄物管理局のために十
分は事務所を用意する。

2-5 対象ワードで環境教育と意識向上プログラムを実施する。*3 1

2-6 住民、一次収集サービス提供業者、ダッカ市役所の調整をす
る。 *2*4

2

2-7 参加型廃棄物管理についてカウンターパートに対する研修プ
ログラムを実施する。

3

3-1 収集効率改善のために調査、データ収集、分析を行う。:*4
前提条件

3-2 収集システムの効率を改善する。 *2*4 1 廃棄物管理局がバングラデシュ政府により
承認される

3-3 機材の修理・維持管理システムを改善する。

3-4 技術者、修理工、運転手、清掃人などの作業員を訓練する。
*2

2

4-1 衛生埋め立て処分場を建設する（ダッカ市による）。

4-2 衛生埋め立て処分場を運用管理する。 *1

4-3 環境モニタリングを実施する。

4-4 処分場運営改善の評価を行う。

5-1 財務報告書を作成する。

5-2 財政計画の提案書を作成する。

5-3 調達と支払い手順を改善する。

ダッカ市が遅滞なく廃棄物管理局に必要な資
産を移管する。

『注』（ダッカ市による）と記されている活動や、PDM ワークショップやそれに続くグループ会合で追加された活動に関しては、予算配分を含む強いイニシアティブがダッカ市によって取られる。
*1 この活動はワード・ベース・アプローチ1（ワード事務所機能の強化）を含む。
*2 この活動はワード・ベース・アプローチ2（DCC 清掃員の作業環境の改善）を含む。
*3 この活動はワード・ベース・アプローチ3（コミュニティーによる廃棄物管理の推進）を含む。
*4 この活動はワード・ベース・アプローチ4（二次収集の改善）を含む。

プロジェクトコンセプト、プロジェクトの
関係者の役割や責任が彼らの間で共有さ
れ、明らかに理解される

バングラデシュ側

カウンターパート人員の割り当て

土地、建物、その他の必要施設の供与

プロジェクトの運営費の割り当て

プロジェクトの運営費の適用
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付録 5. PDM3 

 

【作成日】2010年3月

【PDM バージョン】3

指標入手手段 外部条件

1 1 廃棄物管理局の報告書

プロジェクト年次報告書
開発調査報告書

1 廃棄物管理を重視する政府方針が維持される

2 2 住民意識調査（市が実施する）

1 1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書
開発調査報告書

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

2 2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書
開発調査報告書

2 ダッカ市の財政能力が強化される

1-1 1-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-2 1-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

1-3 1-3 リーフレット、ニューズレ
ター、新聞記事他

2 洪水など自然災害がプロジェクトの実施に大
きな影響を及ぼさない

1-4 1-4 改訂マスタープラン報告書
プロジェクト進捗報告書

3 ダッカ市が廃棄物管理に適切な予算を配分す
る。

1-5 1-5 廃棄物管理局の通知文書 4 中央政府がダッカ市の廃棄物管理に必要な支
援を行う。

2-1 2-1 プロジェクト進捗報告書
実地検証

2-2 2-2 ガイドライン発行の確認

2-3 2-3 顧客満足調査/インタビュー

2-4 2-4 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

2
住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される

プロジェクト終了までに、20人以上の清掃検査官（CI）、清掃監督検

査官（CSI）及び清掃官（CO）がワードレベルの住民廃棄物管理を推

進するための十分な知識、技能を修得し、意欲を持つ。

ワード廃棄物管理ガイドラインが作成され、バングラデシュ会計年度
2007/08終了までには使用できる状態になる。

1次収集サービス業者の許認可及びモニタリングシステムが改
善され、全市への導入が開始される。

住民・ダッカ市・一次収集サービス業者間が調整され、成功し
た住民廃棄物管理活動の数がプロジェクト終了までに20にな
る。

成果

1 廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する

廃棄物管理局（WMD）のマネージャーがプロジェクト終了まで
に年間活動計画と予算提案を作成できるようになる。

1 「クリーンダッカ・マスタープラン」の実現
に向けてのコミットメントが、ダッカ市や他
の関係者の間で維持される

5年次（2010年4月～2011年3月）のプロジェクト活動で完了が
1ヶ月以上遅れる活動の割合が70％に減る。

プロジェクトにより8つのグッドプラクティスやケースが広め
られる。

プロジェクト終了までに市民の環境意識と社会状況の変化に合
わせ「クリーンダッカ・マスタープラン」が改訂される。

Ward Based Approach（WBA）の活動が廃棄物管理局職員の業務
として公式に認定される。

上位目標

ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施される

2015年までにに66%以上（3,054トン/日）が埋立地に運搬さ

れ、適切に処理される。

ダッカ市（又は民間委託地域での民間業者）の収集サービスに
対する住民の満足度が36%から2015年以内に70%に上がる

プロジェクト目標

ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する

プロジェクト終了時までに52.5%（2,053トン/日）が埋立地に運

搬され、適切に処理される。

ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービス
に対する住民の満足度が36%からプロジェクト終了時までに

50%に上がる

【プロジェクト名】ダッカ市廃棄物管理強化プロジェクト 【対象グループ】➊ダッカ市廃棄部管理局*  ➋ダッカ市関係局 ➌ダッカ市民

【プロジェクト期間】2007年2月～2011年1月（4年間） 【対象地域】ダッカ市行政区域

プロジェクトの要約 指標
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3-1 3-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

3-2 3-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

3-3 3-3 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書
CIへの聞き取り

3-4 3-4 ワークショップ記録
プロジェクト進捗報告書

4-1 4-1 廃棄物管理のためのDCC予算？

4-2 4-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

4-3 4-3 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

4-4 4-4 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

4-5 4-5 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

5-1 5-1 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

5-2 5-2 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

5-3 5-3 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

5-4 5-4 プロジェクト進捗報告書
プロジェクト年次報告書

活動

1-1 日本側 1

1 長・短期専門家派遣
1-2 成果2,3,4,5の年間行動計画をとりまとめる (1) 2

1-3 (2)

(3)

1-4 プロジェクト活動から優良事例と教訓をとりまとめる (4)

1-5 (5) 最終処分場管理

(6) 3

1-6 (7) 財務管理

2 機材供与

1-7  クリーンダッカ・マスタープランの見直しと修正を行う 3 研修員受け入れ

収集運搬車両 マトワイル処分場拡張のための日本の債務削
減相当資金がバングラデシュ政府によって遅
滞なく支出される

大都市シティネットを通じ、他市に対してダッカ市による廃
棄物管理の取り組み情報の普及を行う

投入

廃棄物管理局のカウンターパート、日本人専門家、他局の関
係者との間で月例会を開く

研修を受けたカウンターパートが頻繁に異動
しない

チーフアドバイザー マトワイル処分場の環境管理計画とアミンバ
ザール処分場の環境影響評価が森林環境省の
環境局により遅滞なく承認される

廃棄物管理に関して、必要な行動の提唱や関係者への働きか
けを行う

廃棄物管理

住民参加/コミュニケーション
収集運搬

ニューズレターの発行やウェブサイトの開設など広報活動を
推進する

5 廃棄物管理のための会計システムが改善される

プロジェクト終了までに、次年度の9月以前に会計年度毎の財
務報告書が作成されるようになる。

プロジェクト終了までに、4月以前に次年度の会計年度につい
ての財政計画報告書が作成されるようになる。

プロジェクト終了までに、翌月第2週以前に実際の収入・支出
についての月間報告書が作成されるようになる。

廃棄物管理のための支出が改善される。

4 最終処分場が適切に運転・維持管理される

2008年7月までにマトワイル処分場運用管理のための職員が配
置され、適正な運用管理を行う。

マトワイル処分場で2008年7月から環境管理計画のとおり、環
境パラメーターについてのモニタリングが実施される。

運用管理マニュアルのとおり、ごみ投棄、転圧、覆土、法面維
持が適切に行われる。

運用管理マニュアルのとおり、浸出水が適切に処理される。

計量台が運用され、データが定期的に廃棄物管理局の本部に提
出される。

3
廃棄物収集運搬能力が向上する

ダッカ市に適した新収集システムが開発され、開発したシステ
ムが20ヶ所以上に導入される。

WBA2対象ワード（46ワードが対象）の50％以上のCI及び清掃員
が安全衛生に対する認識を持つようになる。

プロジェクト終了時までに15人以上のCIのワードレベルでの収
集運搬の管理能力が向上し、CI自ら改善のイニシアティブをと
るようになる。

127台の収集車の定期メンテナンスが行われる。
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2-1 過去の取り組みの見直しと分析を行う 4 4

2-2
既存のワード廃棄物管理ガイドライン案を見直し完成させる

5

2-3

2-4 1次収集業者への支援戦略を策定する

2-5 廃棄物管理への住民参加・啓発促進のための戦略を策定する 1

2-6 年間行動計画を作成する 2

2-7 3 前提条件

2-8 住民意識調査を選択したワードで実施する

2-9 住民参加型廃棄物管理活動の実施・モニタリングを行う

2-10 住民参加型廃棄物管理活動を評価する

3-1 年間活動計画を作成する

3-2 3

3-3

3-4 問題のある非効率なルートを特定する

3-5

3-6 都市拡大のスピードにあわせて、定期的にルートを最適化す
る

3-7 収集車両の修理・維持管理に関する詳細調査を行う

3-8 収集車両の修理・維持管理に関する指標を設定する

3-9 収集車両の修理・維持管理に関する必要な改善策を講じる

4-1 年間行動計画を作成する

4-2 第3者機関による最終処分場の改善状況の評価を行う

4-3

4-4

4-5 マトワイル拡張処分場の環境管理計画を策定し、環境森林省
に提出する***

ダッカ市がマトワイルとアミンバザール処分場でのトラック
スケールを運用する

総選挙がプロジェクトの開始に影響を及ぼさ
ない

すべての2次収集運搬ルートとそれぞれの効率性を、ルートモ

ニタリングとトラックスケールのデータを活用して特定する

複数の収集運搬ルートを再設定し、問題のある非効率なルー
トを取り込み、最適化する

廃棄物管理局のカウンターパートに対してマトワイル既存処
分場の運転・維持管理に関する実地研修を行う

マトワイル既存処分場の運転・維持管理に関する環境モニタ
リングを行う

1 ダッカ市廃棄物管理局の設置がバングラデ
シュ政府によって承認される

2 プロジェクトの概念やプロジェクト関係者の
役割と責任が、明確に定義され関係者間で合
意される

バングラデシュ側

カウンターパートの配置

土地、建物、付帯施設の提供

廃棄物管理局のカウンターパートにコミュニティレベルの廃
棄物管理の研修を実施する

プロジェクト運営にかかる現地業務費

必要に応じて調査団の派遣 マトワイル処分場拡張工事とアミンバザール
処分場の建設がバングラデシュ政府の自らの
費用負担で計画どおりに行われる

プロジェクト運営にかかる現地業務費

過去と新規に選択するワード用にコミュニティ廃棄物管理強
化戦略を策定する
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出典：JICA (2007c) 

 

4-6 マトワイル処分場の拡張工事を行う***

4-7

4-8

4-9

4-10 アミンバザール新規処分場に必要な予算の確保と建設を行う
***

4-11

4-12

4-13

5-1 年間行動計画を作成する

5-2

5-3 毎月定期的に廃棄物管理の支出と収入データを収集する

5-4 データを入力し年間予算と月間支出額を算出する

5-5 会計報告書を作成する

5-6 予算計画書を作成する

5-7 歳入増加に向けた戦略を策定する

ダッカ市直営、民間委託を含む処分場の運転・維持管理に関
するモダリティを検証する

関係職員に対して会計システムに関するオリエンテーション
を実施する

【注釈*】ダッカ市廃棄物管理部から廃棄物管理局に改組される予定で、承認手続き中である。
【注釈**】住民参加型廃棄物管理プログラムは (ⅰ)コミュニティレベルの廃棄物管理システム、 (ⅱ) 1次収集業者への支援プログラム、 (ⅲ) 廃棄物管理活動への住民参加・啓発促進で構成される。
【注釈***】 ダッカ市による活動であり、プロジェクトでは活動しない。

廃棄物管理局のカウンターパートに対してマトワイル拡張処
分場の運転・維持管理に関する実地研修を行う

マトワイル拡張処分場の運転・維持管理に関する環境モニタ
リングを行う

アミンバザール新規処分場の環境影響評価を実施し、環境森
林省に提出する***

廃棄物管理局のカウンターパートに対してアミンバザール新
規処分場の運転・維持管理に関する実地研修を行う

アミンバザール新規処分場の運転・維持管理に関する環境モ
ニタリングを行う



146 

 

謝辞 

本研究は、多くの方々のご支援、ご協力のもとで進めることができました。

まず、北陸先端科学技術大学院大学において、長きにわたりご指導いただいた主

指導教員の梅本勝博先生に深く感謝いたします。先生には、大変に貴重な時間を

割いていただき、懇切丁寧なご指導をいただきました。 

副指導教員として、また梅本先生定年退職後には主指導教員として、さらに

は副テーマ研究指導教員として、文化人類学の視点から大変有益なご指導をい

ただいた伊藤泰信准教授に、厚く御礼申し上げます。 

論文審査にあたっては、外部審査委員である平田透 金沢大学名誉教授、内部

審査委員である伊藤泰信准教授、神田陽治教授、敷田麻実教授、白肌邦生准教授

から非常に貴重なアドバイスやご意見をいただきました。心から感謝申し上げ

ます。 

本研究に多大なご協力をいただいた JICA、クリーンダッカ・プロジェク日本

人チーム、同バングラデシュ・チーム、ならびにダッカ市の清掃監督員、清掃員、

ごみ収集業者、そして住民の皆さまに心から感謝いたします。なかでも、プロジ

ェクト実行中であるにも関わらず現場同行をお許しくださり、度重なるインタ

ビューやメールでの質問に快くご対応くださったプロジェクト日本人チームお

よび同バングラデシュ・チームの皆さまに、深く感謝申し上げます。皆さまのご

協力なくしては、この研究は成立しませんでした。 

最後に、梅本研究室の仲間、仕事仲間、そして家族に、感謝の言葉を贈りま

す。本当にありがとうございました。 

今後は、本研究で得られた知見にもとづき、さらに研究を進め、開発途上国

で暮らす人々のより良い暮らしのために、一層の社会貢献をおこなっていきた

いと考えています。 

 

 

2017 年 12 月 大迫正弘 


